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第 1 章 大学職員を取り巻く環境の変化と問題意識 

1.1 大学職員を取り巻く様々な環境の変化 

1.1.1 環境の変化と問われる大学の役割 

急速なグローバリゼーションの一層の進展と、科学技術の急速かつ継続的な進歩は我々

に多くの利便性をもたらした。その一方で、これらの変化は「VUCA」と呼ばれる現代の

環境を作り出す要因となっている。VUCA とは、変動性「volatility」、不確実性

「uncertainty」、複雑性「complexity」、曖昧性「ambiguity」の頭文字をとったもので

ある。例えば、AI とロボット技術の革新的な進展によって、日常生活や労働環境にも今後

大きな変化が予測されている。オックスフォード大学のオズボーン博士が、米国労働省が

定めた 702 の職業について、AI やロボットによる自動化のリスクにある職業の数と、コン

ピュータ化される可能性がある職業を分析した結果、米国雇用全体の約 47%がコンピュー

タ化のリスクに晒されていることがわかった（Frey & Osborne 2017）。また、ロシアに

よるウクライナへの軍事侵攻を始めとした国際秩序の混乱や人々の意識の分断、さらには

温暖化によって地球規模で発生している大規模且つ深刻な影響は、人類の生活を脅かして

いる。 

地球規模で進む VUCA に加え、日本には GDP の 2 倍を超える主要先進国の中で最も高

い債務残高がある。一人あたりの名目GDPのランキングは下がり続け、国際競争力は徐々

に低下している。何より、日本の少子高齢化の速度は世界最速レベルである。2030 年に

65 歳以上の割合が総人口の 3 割に達し、生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）は、総人口

の約 58%にまで減少する(URL1)。2050 年までに現在の居住地域のうち約 2 割が「無居住

化」するといった予測もある（URL2）。現在 1 億 2,570 万人あまりの総人口は 2048 年に

は 1 億人を割って 9,913 万人となり、2060 年には 8,674 万人にまで減少し（URL3）、

2100 年には 3,770 万人程度まで減少するという予想もある（URL2）。この変化は千年単

位でみても類を見ない、極めて急激な減少となる。2100 年頃の日本の平均寿命が 90 歳以

上であるとすると、現在の児童・生徒・学生の多くはまだ生存している。どこかの遠い未

来の話ではない。 
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「課題先進国」と呼ばれる日本、天然資源を持たない日本において、国力を維持し次世

代につないでいく鍵は人材の育成にある（小宮山 2007）。大学には、「変化が激しく不

安定で先行きの見えない複雑な世界」において、どのような人材を育成し、社会に輩出し

ていくのかが問われている。 

 

1.1.2 「安定職種」の終焉 

少子化は、大学職員（以下、「職員」。但し表題は引き続き「大学職員」と表記する。）

のありように対して少なくない影響を与えている。大学経営に直結する 18 歳人口は、

1992 年の 205 万人が現在は約 112 万人にまで減少し、2032 年には 100 万人を割って 98

万人となり、さらに 2040 年には 88 万人にまで減少する。1990 年頃に約 500 であった大

学数は現在 800 近くに増えており、今後人口減少に伴って多くの大学が閉鎖や吸収合併さ

れる可能性がある。2000 年以降では、14 校が経営破綻による廃止や民事再生法を申請し

ている。「都市部、大規模、ブランド」大学への寡占トレンドは続いており、地方の中小

規模私立大学にとってはますます厳しい時代となる。2021 年度入試結果を見ると、私立大

学の全受験者の 53.9%を上位 30校が集めており、地域で見ると東京、神奈川、埼玉、千葉

エリアで全受験者の 58.1%を集めている（URL4）。日本私立学校振興・共済事業団が、

全国の私立大学・短期大学・大学院（株式会社が設置する学校は除く）を対象に実施した

学校法人基礎調査からまとめた「令和 3（2021）年度 私立大学・短期大学等入学志願動

向」（URL5）によると、605 の私立大学のうち通信教育部のみを設置する学校及び募集

を停止している学校を除いた 597 校の入学定員充足率は前年より 2.8 ポイント下降して

99.8%となった。入学定員充足率が 100%未満の大学は前年より 93 校増加して 277 校とな

り、入学定員割れ大学の割合は前年度から 15.4 ポイントの大幅増の 46.4%となった。定員

充足率 80%未満の大学も増加し、入学定員 100 人未満の小規模大学では 4 割が該当してい

る。短期大学にいたっては 83.6%が定員割れである。大学規模別では、入学定員 3000 人

以上の大規模大学のみ定員充足率が上昇し、入学定員 600 人未満の大学は入学定員割れと

なった。そのような中で、募集力の高い私立大学が本格的な人口減少を前に財務基盤をよ

り強固なものとするために、定員増を行い続けている。2017 年度は前年同期の約 2.8 倍と

なる、計 7,354 人の定員増を文部科学省は認可した。4 年間の収容定員に換算すると

29,416 人となる。1,000 人規模の大学 30 校、2,000 人規模の大学 15 校分の学生数に値す
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る。2023 年度にむけては 16 の私立大学が入学定員増を申請しており（URL6）、例えば

東京都市大学は 100 人、龍谷大学は 156 人の入学定員を増加する。このような流れは、募

集力において下位の大学にとっては脅威となる。地方創生政策との関連もあり、都市部や

大規模大学への入学者集中を緩和するために、2018 年から定員管理の厳格化が、補助金に

よる政策誘導によって実施されてきたが、2023 年入試からはその方針が緩和される。一部

を例外とした殆どの私立大学にとっては、今後ますます厳しい時代となる。日本は私立大

学が大学数・学生数ともに 8 割を占めており、その影響は大きい。日本は諸外国と比較し

ても私立大学への依存が高い傾向がある（URL7、URL8）。 

 

表 1 設置区分別大学数・率、学生数・率の国際比較 

 

 

また、国立は半数以上が中規模、2 割強が大規模大学であるが、私立大学は小規模が非

常に多い。私立の大規模は 42校、わずか 6.8％しかなく、5001人以上の中規模をあわせて

も 117 校、18.9％に過ぎない。私立は全体の 8 割強が小規模・中小規模である。そのうち、

3 分の 1 は 1000 人に満たない小規模校である（URL9）。 

 

表 2 日本の設置区分・規模別大学数 
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一定の競争が働くことは、教育の質向上や日本の大学の国際競争力を高める上で有益で

あるが、個々の大学の努力、その大学で働く教職員の働き方だけでは如何ともし難い、地

域性（都市部かどうか）やブランド力によって、弱肉強食の中にさらされているという一

面がある。全体の 8 割を占める私立大学、その中でも特に中小規模大学の職員は、大学史

の中でも極めて大きく、急激な転換期の中におり、かつて無いレベルの苛烈な競争の時代

を生き抜いていかねばならない。 

「安定職種」として現在も人気があり、採用倍率が数十倍から時には数百倍になること

もあることから、「影の人気職種」（上杉 2015）や、かつては「いわば教育産業として

安定企業の穴場」（私立大学連盟 1985）と言われてきた職員フィールドであるが、人口

減少、競争環境の激化によって、近い将来倒産のリスクが十分にありえる職種へと、その

姿はすでに、そして着実に変化している。 

 

1.1.3 大学組織モデルの変化 

大学組織について McNay（1995）は、Control of implementation（実行の制御）と、

Policy definition（政策の定義）の 2 軸をとり、大学組織を 4 つに分類するモデルを提示し

た。 

 

近代の大学組織は世界的に見ると、政策の定義や実行の制御がゆるやかな同僚性から、

厳しい企業性・法人性へと比重を移す方向性の変化が進行しており、（江原 2010）「大

学組織モデルの重心」が移動していると言える。 
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我が国においては、国立大学の法人化をはじめ、大学ガバナンスと教学マネジメントに

係る一連の改革がこの大きな潮流の中のものである。近年では、平成 27（2015）年 4 月 1

日から施行された学校教育法及び国立大学法人法の改正、いわゆる「大学ガバナンス改革

に関する学校教育法等の改正」がある。この改正には学長の権限強化、教授会の役割限定

等が含まれる。大学組織モデルに当てはめると、古き良き共同体的組織、同僚性の風土か

ら、経営体的組織、企業性・法人性への転換を推進する政策であると言える。その背景に

は、科学技術の急速かつ継続的な進化、急速なグローバリゼーションの一層の進展、また、

日本国内では急激な人口減少など、加速化する時代の変化と、それに伴い急増する課題へ

の対応の必要性がある。 

組織モデルの重心の移動によって、教授会全員合議体制、教員中心の意思決定体制から、

教職協働の中で様々な原案を作成し、教授会の意見を聞いた上で学長が意思決定していく

という方向に、意思決定のプロセスも大きく変わりつつある。この変化により、職員が

様々な場面で教員と協働する機会、すなわち様々な意思決定の場への関与が増加する傾向

にある。 

 

1.1.4 期待される役割の変化 

社会の急激な変化、競争環境の激化への対応のため、トップのリーダーシップとそれを

支える要員として、職員の存在に注目が集まっている。職員のあり方や役割、その力量が

これほどまでに注目されるようになった背景として篠田（2019）は、職員が大学行政のあ

らゆる現場にいて改革の最前線で仕事をしている実態を指摘している。すなわち、学生確

保、就職、学生支援・教育支援、地域連携活動などにおいて、現場のデータや実態、最新

の情報、他大学調査、政策動向を踏まえて計画・立案する必要があり、職員が実態として

情報の収集や分析を行っている。また、外からのニーズ、要望あるいは批判が最初に来る

のは現場にいる職員のところであり、学長や理事長のところではない。よって、職員がど

のような感度、問題意識を持って実態を分析し、またそこからどんなレベルの提案を出せ

るかという点が、大学総体の改革水準の規程要因である、と指摘する。 

職員の役割の重要性や育成・能力開発の方向性については、これまで政策文書の中で繰

り返し述べられてきた。文部科学大臣の諮問機関である中央教育審議会（以下、中教審）

の 1990 年以降の答申の中にも種々の記載がある。その端緒の一つとして、1995 年「大学
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運営の円滑化について（答申）」には「大学運営の複雑化、専門的事項の増加などに伴い、

事務組織の果たす役割が一層重要になってきている。」と述べられた。その後、主だった

ものとしては、1998 年の大学審議会答申、「21 世紀の大学像と今後の改革方策について

－競争的環境の中で個性が輝く大学－」に、「学長の責任と権限を明確にし、トップのリ

ーダーシップとそれを支える事務局・職員の強化による改革推進の必要性」が述べられた。

2008 年の「学士課程教育の構築に向けて（答申）」では、大学職員の能力開発の必要性と

方向性が具体的に述べられた。2014 年の「大学ガバナンス改革の推進について（審議のま

とめ）」では、「『高度専門職』の設置や恒常的な大学事務職員のスキル向上のための

SD の義務化等、今後、必要な制度の整備について法令改正を含めて検討すべき」と述べ

られた。また、大学職員の専門化について、「IR や入学者選抜、教務、学生支援、人事や

財務、広報等各分野に精通した『高度専門職』の設置が必要である」と述べられた。この

提起を受けて、学校教育法及び国立大学法人法の一部が改正され、2015 年 4 月 1 日から施

行された。いわゆる「大学ガバナンス改革に関する学校教育法等の改正」である。この法

改正により、教授会の役割が「学長が教育研究に関する重要な事項について決定を行うに

あたり意見を述べること」と「学長・学部長等がつかさどる教育研究に関する事項につい

て審議し、その求めに応じ、意見を述べることができること」の 2 つに明確化された。さ

らに、トップのリーダーシップとそれを支える事務局・職員の強化への施策として、2017

年に学校教育法及び大学設置基準が改正され、職員の職務内容が「事務に従事する」から

「事務をつかさどる」に、そして役割が「事務を処理する」から「事務を遂行する」に格

上げされた。この改正により、1990 年代に始まった大学職員論や高等教育研究において、

重要な論点となり続けていた職員の役割論について、一定の結論を得たこととなる。 

この改正で最も注目すべきは、職員に必要な知識及び技能を習得させるのは、「当該大

学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため」であり、「経営の改善、事務処

理の迅速化や効率化」ではないという点（篠田 2019）である。事務は職員、教育研究は

教員という二元論ではなく、教育研究を含めたありとあらゆる場面で職員を利活用しよう

と企図したものである。改正の中で、教職協働の重要性が明示されたのは、教育研究を職

員の活動領域に含んでいることを考えると当然のことであったと言える。これら一連のガ

バナンス改革、教学マネジメント改革及び職員自らのムーブメントによって、本格的に職

員には表舞台への登場が求められることとなったのである。篠田（2019）が指摘するとお

り、学長がリーダーシップを発揮し、教育・研究機能を高度化する、この目的を達成する
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ために職員の役割は決定的に重要であり、危機の時代、まさに職員の登場が求められ、ガ

バナンス改革の切り札として職員に期待が集まっている。 

事務に従事し、処理をする役割から、事務をつかさどり、遂行する役割へと、職員に期

待される役割は変化している。 
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1.2 大学職員の実態 

職員に対する期待が高まっているが、多忙化や個々の職員のマルチタスク化、管理職の

プレイヤー化、非専任率の増加、職員数の減少、またそれに伴う健康やメンタルヘルスリ

スクの問題などが指摘されており、実態については少し冷静に省みる必要がある。本節で

は、東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センターが 2011 年と 2021 年に実施

した調査データ（以下、「東大データ」）と、村山他（2019）が管理職を対象に実施した

調査データ（以下、「管理職データ」）、さらには複数の先行研究から、大学職員の実態

を詳らかにしてゆく。 

 

1.2.1 検証するデータ 

（1）東大データ 

東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センターが全国の大学事務職員を対象

に実施した 2010 年と 2021 年の調査（URL10）（URL11）がある。対象は両調査ともに

週 5 日以上勤務している常勤の職員である。2010 年調査のデータが 2021 年調査に比べて

配布件数で約 4 倍、回収数で約 3 倍の開きがあるため解釈には注意が必要であるが、国公

私立の比率においても、属性区分ごとの比率においても、両調査に大きな乖離は見られな

いことから、母集団の属性分布は概ね同等のものと考えられ、比較分析には十分耐えうる

と判断した。 

 

表 3 東大データ概要 
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表 4 東大データ 件数・回収率 

 

 

表 5 東大データ 区分別分布（%） 
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（2）管理職データ 

管理職の検証には、大学コンソーシアム京都が公募した 2019 年度指定調査課題につい

て、筆者が代表を務める大学職員 HRM（人的資源管理）研究会が調査研究を受託し実施

した際に取得したアンケートデータを用いる。本データは、収容定員 6,000 名未満の中小

規模私立大学が中心のデータである点について、データに偏りがみられることから、解釈

には一定の注意が必要である。 

 

実施期間 ： 2019 年 12 月 13 日（金）～2020 年 1 月 10 日（金） 

対  象 ： 大学コンソーシアム京都加盟大学・短期大学の管理職（課長職以上） 

実施方法 ： Google 社のフォーム機能を使用 

有効回答数： 95 件 

 

表 6 管理職データ 基本集計 
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1.2.2 健康・仕事の要求度、危機意識 

法令上の職員の役割が、事務に従事し、処理をする役割から、事務をつかさどり、遂行

する役割へと格上げがされたが、当事者である職員の健康、人手不足感や日々の仕事の負

担感の状況は現実としてどのようになっているのであろうか。 

磯部・小野（2010）が 1,355 人の大学教職員（教員 731、職員 570、不明 54）を対象に

行なったメンタルヘルス自覚症状調査において、全体として 3 割以上の教職員がメンタル

ヘルス面において何らかの問題を抱えている可能性が示唆された。中でも職員は教員より

1.74 倍の確率でメンタルヘルス不調のリスクを持っており、年齢では管理職世代の 53 歳

以上が、それ以下に比べて高いリスクを持っていることがわかった。また、澁谷他（2016）

が 5,336 人の大学教員、事務員、医師、看護師、技術員に対して実施したメンタルヘルス

調査では、職種別に GHQ 得点および要面接確率の差が検討された。GHQ-28 は、①身体

的症状、②不安と不眠、③社会的活動障害、④うつ傾向の 4 尺度で判定し、得点が高いほ

どストレスが高いと判定されるものである。また、最大 28 点中 10 点以上、またはうつ傾

向が 7項目中 3項目以上該当の場合が「要面接者」と判定されている。その結果、GHQ得

点では看護師、技術員、事務員・医師、大学教員の順で高かった。要面接確率では、看護

師 26.0%、技術員 16.1%、事務員 11.7%、医師 11.3%、大学教員 7.3%という順で高かっ

た。看護師に比べると低いものの、大学教員と比べると 1.6 倍高く、医師とほぼ同等の要

面接確率であった。 

仕事の要求度（Demand）について東大データ（2021）を見ると、「業務量が多すぎる」

という問に対して 61.8%が「そう思う」、「ある程度そう思う」と回答していた。業務の

状況や成果実感に関する問の、「そう思う」のみに注目すると、「業務量が多すぎる」が

25.1%と最も多く、以下、「やりがいがある」21.9%、「創意工夫が必要とされる」18.8%、

「自分の能力や適性が生かされている」15.2%、「仕事を通じて大学の発展への貢献を実

感している」6.6%、「自分に求められている成果を上げられている」6.0%と続く。仕事の

要求度（Demand）の高さに対して、自身の成果実感が相対的に低いことがわかる。 
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表 7 東大データ 業務の状況・成果実感（%） 

 

また、管理職データにおいて、人員の不足感について問うた質問では、74.7%が「あて

はまる」、「大いにあてはまる」と回答した。 

表 8 人員の不足感（%） 

 

 

同じく管理職データの仕事の要求度（Demand）の変化に関する項目を見ると、近年仕

事の範囲、レベル、責任いずれもが、広く、大きく、高くなっており、業務が多様化・高

度化・複雑化している、すなわち仕事の要求度（Demand）が高まっていると感じていた。 

 

表 9 管理職の仕事の要求度（Demand）（%） 

 

 

仕事の要求度（Demand）が高まっている中、管理職の組織の存続に対する危機感は強

い。所属組織が 10 年後に存続できていると強く思っているのはわずか 5.3％に過ぎず、逆

に 15.8％は「かなり厳しい見通し」、すなわち大学閉鎖の可能性を感じていた。「厳しい

見通し」を加えると過半数を超え、管理職は高いプレッシャーの下にあることがわかる。 
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表 10 管理職の危機意識（%） 

 

 

東大データにおける、仕事の内容の変化について、以下のことが仕事においてどのくら

いのウェイトを占めていますか、という問の回答を見ると、全体として最も増加している

のは「組織内での調整、合意形成業務」の 7 ポイント増であった。次いで「意思決定・管

理」、「パターンの決まった職務の実施」が増加しており、逆に減少したのは「新規事業

の企画・開発」（3.4 ポイント）や「学生や教員への対応」（2.8 ポイント）であった。 

 

表 11 仕事の内容の変化（%） 

 

 

コロナ禍の影響を問うた質問では、全体として 65.8%が業務量は増えたと回答した。

「業務の効率化が進んだ」という問に「とてもあてはまる」と答えたのはわずか 5.5%であ

り、「業務量が増えた」に「とてもあてはまる」と回答した 27.8%とは大きな差がある。 

 

表 12 コロナ禍の業務への影響（%） 
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1.2.3 採用市場・志望動機 

職員フィールドにはそもそも、どのような目的やニーズをもった人材が参入しているの

であろうか。大学職員フィールドの特徴として、「安定職場」や倒産のない「安全職場」、

また「事務（ジム）」という呼称に含まれる「スキルワーカー」としてのイメージが通説

として語られることが以前からあった。筆者が 2011 年と 2012 年に職員を対象に実施した

2 つのワークショップにおいて、知人や友人、あるいは学生達に、職員という職業につい

てこれまでどのようなことを言われたかをブレインストーミングで出してもらったところ、

「証明書を発行している」、「保護されている」、「給与が安定」、「気楽」、「無資

格」、「NPO」、「金に甘い」、「下に見られる」、「執事（小間使い）」、「役所」、

「寝ている」、「そもそも興味なし」、「早く帰れそう」、「休み多そう」、「のんびり

している」、「軽い」といったキーワードが出された。職員出身で、その後学校法人の理

事長にまで上り詰めた井原（2011）は「大学職員として働き始めた頃、出勤すると毎日の

ように青焼きのコピー作業をしていました。当時のコピー機（湿式複写機）は、手間暇が

かかり大変でした。（中略）私は大学職員の仕事がこれほどルーティンワークに終始する

ことに嫌気が差して、もう辞めてしまおうと考えていたのです。」と、1970 年頃を回顧し

ている。 

横山（2015）によると、2014 年度に全国の国立大学等（国立大学、高専、大学入試セ

ンターなどの独立行政法人、大学共同利用機関、放送大学）の採用試験受験者は 4.2 万人

で国家公務員試験一般職の 3.6 万人より多かった。第一次試験の合格者は 7 千人で約 6 倍

の１次試験を通過してなお各大学の 2 次試験を受けるというかなりの難関であるといえる。

ただし、そのうち、約 4 割は地方公務員が第一志望であり、合格すれば地方公務員になる。

つまり職員は「併願」扱いであった。また、小田（2012）が国立大学職員対象の研修会で

職員になった理由を問うと、「実家から通える」、「公務員なので安定している」、「広

範な転勤がない」、「生活設計が立てやすい」などの回答があり、職務の内容よりむしろ

「安定職場」や倒産のない「安全職場」としての特性に対して求職している傾向が見られ

た。 

職員の志望理由について、東大データの 2011年、2021年を比較した。2021年のデータ

を見ると、学校・教育業界に関心をもって職業選択しているものが 44.3%いることは事実

であるが、「安定している」、「地元で働ける」という理由を 4 割弱があげており、専門

性や経験を活かそうとしているものは 2 割もいない。横山（2015）や小田（2012）の調査
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とも概ね一致する。増減に着目すると、学校・教育業界に関心を持っている人材が 7.9 ポ

イント増加し、目的意識をもった求職者が増加している一方、安定を求めている層も 6.7

ポイント増加している。増加が大きかったのは、公立の「学校・教育業界に関心」の 16.1

ポイントや「安定している」の 19.1 ポイント、私立の「地元で働ける」の 14.3 ポイント

であった。ただし、2021 年のデータは、コロナ禍の影響が含まれている可能性が多分に考

えられるため、解釈には一定の注意が必要であろう。 

表 13 現在の仕事を選んだ理由（%） 

 

 

2021 年の東大データによると、「自大学出身の職員が多い」という質問に対して、国立

で 45.4%、公立で 18.7%、私立で 52.4%が「そう思う」、「ある程度そう思う」と回答し

た。私立に、「教育に携わりたい」、「学生対応がしたい」、という職員が多い背景には、

自校卒業生率の高さが影響している可能性がある。 

第 3 章で分析に用いる、職員 600 人に対するアンケート調査（以下、「大学職員 600 人

データ」）において、職員への志望順位（択一）や志望理由（複数選択式）を問うてい

る。全体として過半数が第一志望である。私立の第一志望率が 59.5%と最も高く、国立の

52.9%が最も低い。国立大学職員受験者の 4 割は大学職員が第一志望ではないという横山

（2015）の結果とほぼ一致している。 

表 14 大学職員の志望順位 
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 志望理由では、トップ 5 は「安定している」49.0%、「教育に携わりたい」39.5%、

「ワークライフバランスが取りやすいと思った」38.3％、「休みが取りやすい」34.2%、

「転勤が少ない」27.5%である。国立と私立の比較で差異が大きい項目は、「教育に携わ

りたい」と「学生対応がしたい」についてで、私立が 2 割近く多い。「給料が良い」につ

いては私立が 1 割強多く、逆に「安定している」については国立が 1 割 5 分弱多い。 

表 15 大学職員の志望理由 

 

 

1.2.4 外部労働市場 

職員の採用市場は、もともと新卒、公務員との併願、安定志向、「何ができるか」より

「どのような環境か」といった視点で職業選択がなされる、という特徴をもっていたが、

近年は民間企業や他大学からの転職人材の受け入れが増加しており、その様相は変化して

いる。変化について、東大データの 2010年、2021 年を比較した。まず、2021年のデータ

を見ると、国立で約 2 割、公立で約 4 割、私立で約 4 割弱の民間企業からの転職人材を受

け入れている。他大学からの転職人材率は民間企業のそれに比べると小さいが、国立で 1

割弱、公立で 5 分弱、私立で 5 分強となっている。2010 年と 2021 年の増減を見ると、民

間企業からの転職人材受入れは公立大学では 13.5 ポイント増と大幅に増加し、私立大学も

5.7 ポイント増加した。国立大学はあまり変わっていない。全体としては 6.3 ポイント増加

した。他大学からの転職率は全体としては 0.4 ポイント増と大きくは変わらないが、国立

で減少、私立で増加の傾向が見られる。 
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表 16 転職の受け入れ状況（%） 

 

 

管理職調査においても、新卒採用と転職者の在籍状況について問うている。但し、「厳

密でなくて結構です」という前提での問いへの回答である。全体的な傾向として、新卒採

用は少なく、民間企業等異業種からの転職の受け入れが多く、約 3 割の大学では既に 3 人

に 1 人程度が転職人材であった。 

表 17 新卒採用及び転職人材在籍率（%） 

 

 

また、回答した管理職自身の約半数が転職人材であった。全体の転職人材は 3 割程度で

あることから、管理職人材を異業種から積極的に受けいれているか、あるいは入職後に転

職人材が能力を発揮して管理職になっているかのいずれかであると見られる。このように、

職員の採用市場の様相は近年大きく変化している。 

 

表 18 管理職自身の転職歴（%） 
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1.2.5 組織風土と将来展望・モチベーション 

職員の組織風土や上司、また将来展望・モチベーション等について、東大データの 2010

年、2021 年を比較した。 

表 19 組織風土とモチベーション（%） 

 

 

2021 年のデータを見ると、組織風土・上司で高い項目は「休暇を取得しやすい雰囲気が

ある」（35.2%）、次いで「上司は信頼して仕事を任せてくれる」（28.7%）、「自分の

意見や提案を言いやすい雰囲気」（18.6%）、「学長がもっとリーダーシップを発揮すべ

きだ」（12.9%）、「教授会の力が強い」（10.2%）であった。将来展望・モチベーショ

ンに関しては、多い順に「大学職員を続けたい」（44.1%）、「現在勤務する大学で今後

も働きたい」（34.0%）、「昇進・昇格を目指したい」（15.1%）であった。増減を見る

と、組織風土・上司では、「教授会の力が強い」と「学長がもっとリーダーシップを発揮

すべきだ」がそれぞれ 11.6ポイント、10.5ポイントと大きく減少しており、ガバナンス改

革の流れの中で学長のリーダーシップの発揮、教授会の役割限定が進んでいることが見て

取れる。教授会の力は私立で最も減少しているが、国立も大きく減少している。公立の減

少幅は小さい。学長のリーダーシップ発揮のニーズについては私立で大きく減少し、国公

立も減少しているが減少幅は私立より小さい。上司の権限委譲については、私立で減少し

ているが国立では若干増加している。公立はあまり変わっていない。「自分の意見や提案

を言いやすい雰囲気」については、7 ポイント減少している。特に私立で最も減少してい

る。また、上司の権限委譲についても若干減少（2.8 ポイント）しており、トップダウン
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や垂直型統治（大学組織モデルの企業性・法人性の方向への変化）が進捗している可能性

がうかがえる。休暇の取得のしやすさは 9.1 ポイント増加しており、働き方改革の流れで

休みやすくなっている。特に、公立で最も増加している。 

将来展望・モチベーションについては、現在勤務する大学で今後も働きたい（-8.3 ポイ

ント）、大学職員を続けたい（-5.3 ポイント）、昇進・昇格を目指したい（-2.0 ポイント）

と全ての項目で減少した。公立のみ、「大学職員を続けたい」（8.3 ポイント）と「現在

勤務する大学で今後も働きたい」（2.7 ポイント）が増加しているが、国立と私立では将

来展望・モチベーションの３項目すべてがマイナスとなった。特に、私立大学では、「大

学職員を続けたい」（-7ポイント）、「現在勤務する大学で今後も働きたい」（-11.5ポイ

ント）、「昇進・昇格を目指したい」（-2.9 ポイント）と大きく減少し、減少幅は国公私

の中で最大である。垂直型統治（大学組織モデルの企業性・法人性の方向への変化）の進

捗が、特に私立大学職員の将来展望やモチベーションに負の影響を与えている可能性があ

ることが示唆される。 

  

1.2.6 大学職員の自己研鑽、上司による部下の育成・能力開発 

大学分科会が 2017 年に実施した調査によると、SD が義務化されたが実態としては、3

割を超える大学で半数以上の職員が研修に参加せず、参加したとしてもその研修内容が業

務上の基礎知識の習得が約 60％と大半であった（URL12）。では自己研鑽はどうか。

2021 年の東大データを見ると、自己研鑽についても心もとない。関連する書籍や雑誌を読

むことを「よくしている」と回答したのは国立で 10 人に 1人程度、少し多い私立でも 6 人

に 1 人程度である。学外の研修・情報交換会への参加にいたっては、国立では 100 人に 1

人、私立でも 15人に 1 人程度である。大学院などの教育機関での学習に関しては、全体で

50 人に 1 人程度、国立では 500 人に 1 人程度と非常に少ない。 
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表 20 自己研鑽（%） 

 

 

組織としての研修が十分ではなく、自己研鑽が心もとないとなると、管理職が直属の部

下を OJT の中で育成する必要があるが、それも心もとない。管理職データを見ると部下の

育成をできていないと 6 割以上の管理職が感じている。「十分できている」と感じている

のはわずか 3.2％のみである。 

表 21 育成・支援の自己評価（%） 

 

 

業務に占める部下の能力開発・育成に使う時間の割合について、理想と現実を問うたと

ころ、半数は業務時間の 3 割以上の時間を部下の育成に使うことを理想としているが、現

実は 4 割弱の管理職は部下の人材育成に時間を 10%も使えておらず、理想と現実の乖離は

大きい。 

表 22 部下の能力開発・育成に使う時間の理想と現実（%） 

 

 

育成・能力開発上の課題としては、業績上の目標達成に追われて、育成・能力開発を後

回しにせざるを得ない（39.0％）、育成・能力開発を行う時間的余裕がない（38.9％）、

育成・能力開発のための知識やノウハウが足りない（35.8％）、人事部門との役割分担が
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あいまい（34.9％）などが多く指摘されている。現状課題はないと感じているのは 1 割に

満たず、2 割弱は育成・能力開発への関心が無いか、どちらともいえない、と回答してい

る。「とくに課題はない」という項目に対して 2 割弱は、「全くあてはまらない」と回答

し、全体として部下の育成・能力開発について強い課題認識を持っている。 

 

表 23 部下の育成・能力開発上の課題認識（%） 

 

 

ボトルネックの一つである時間不足について、業務効率化による時間捻出の可能性につ

いて問うたところ、8 割弱は部署の業務を効率化することで時間捻出はできると考えてい

るが、実際には目の前の業務に追われて実行できていないことが読み取れる。また、5 割

弱は人員や予算等の外部要因によって時間を捻出することは難しいと感じている。育成の

必要性を感じつつも、打開のための時間捻出が難しく、膠着状態にあることが読み取れる。 

 

表 24 時間の捻出（%） 
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1.2.7 職場外学習・越境学習 

学内でのOFF-JT研修や、上司によるOJTが十分とは言えず、自己研鑽もままならない

状況の中、職場外学習・越境学習の機会の活用について、管理職はどのように感じている

のであろうか。 

部下のどのような研修・自己啓発・キャリア開発への支援に躊躇をするかを問うたとこ

ろ、業務に直結する低負荷単発研修には 92.6％が躊躇していなかった。次に、業務に直結

しないが、低負荷の単発研修には 66.3％が躊躇していなかった。しかし、業務に直結する

が高負荷連続研修は 37.9％が躊躇し、業務に直結しない高負荷連続研修は 67.3％が躊躇し

ていた。さらに、約 3 割は業務には直結しないものの、低負荷の単発研修にすら「躊躇す

る」と回答した。   

表 25 部下の育成・能力開発上の躊躇（%） 

 

 

業務に直結しない高負荷連続研修への送り出しの躊躇はやむを得ないにしても、低負荷

の単発研修にすら送り出しを躊躇するほど、現場は逼迫しているのであろうか。躊躇の理

由に関する自由記述が 54 件あった。内訳は人手不足（22）、業務への支障（21）、費用

対効果の懸念（8）、その他（11）に関する記述であった。 

他機関への出向、大学院進学は概ね半々と、二極化していた。他機関への出向は高い効

果期待があることと、組織からの人員補充が前提とされていることから、一般研修に比べ

て「全く躊躇しない」の率が高いと推察される。大学院進学は非直結高負荷連続研修と同

様に半数以上が躊躇していた。 
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表 26 他機関への出向・大学院等への通学への躊躇（%） 

 

 

躊躇はするものの、実際に職場外学習に送り出す際に提供可能な、あるいは現に提供し

ている支援について複数回答で問うたところ、業務割り振り量の調整、他の部下への業務

支援依頼、早帰りしやすい声掛けや雰囲気作りは比較的積極的になされていた。一方、直

接的な育成行動といえる研修に対するコメントやアドバイスはあまり積極的に行われてお

らず、また、金銭補助もあまり積極的に行われていなかった。 

 

表 27 提供可能な支援 

 

 

1.2.8 大学職員の実態に関する考察 

かつての大学職員フィールドは、広範な転勤がなく、雇用に安定性があり、ワークライ

フバランスが取れ、指示されたことを処理する、特定の専門資格が不要で、難易度の低い

職業である、と受け止められ、そのような特性に魅力や親和性を感じる人材を受け入れて

きた。しかし、実際は大学を取り巻く環境は年々厳しくなり、業務も複雑化・高度化し、

これまで存在しなかった新たな業務が次々に生まれ、本節で見てきたように、仕事の要求

度（Demand）は近年かなり高まっている。特に管理職の仕事の要求度（Demand）の上

昇感や、人材不足感が強く、中期的な自学の存続に非常に強い危機意識を持って働いてお
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り、メンタルヘルスリスクを教員より高いレベルで抱えている。コロナ禍の影響は職員の

業務量をより増やしているが、コロナ禍が促進した業務効率化・業務改善の果実はまだあ

まり見えていない。採用については、新卒、公務員との併願者から、民間企業や他大学か

らの転職人材の受け入れへと採用マーケットが変化している。採用マーケットの変化は、

大学職員という職業に対するそもそもの捉え方の温度差を職場内に生んでいる可能性があ

る。すなわち、安心・安全・安定など、仕事の内容ではなく職場の特性に惹かれて入職し

た者と、学校・教育業界に関心を持ち、専門性を活かそうと目的意識を持って入職した者

との間、あるいは、新卒プロパー人材と転職人材との間で、価値観が分断している可能性

がある。そのような中、特に私立大学の職員は、職員という職業へのコミットメントや、

組織へのコミットメントに低下の傾向が見られ、昇進を目指す職員も減っている。また、

ガバナンス改革の流れで教授会の力は弱まり、学長のリーダーシップが強まる中、職員の

組織内での調整、合意形成業務が増加し、新規事業の企画・開発業務や学生や教員への対

応時間が減っている。職員への期待が高まり、役割が格上げされ、SD が義務化されてい

るが、実態としては OFF-JT、OJT、自己研鑽、職場外学習・越境学習いずれも十分とは

到底言えず、管理職の半数以上は部下の人材育成ができていないと自己分析している。 

このように、期待される役割が変化し、注目が集まっている職員であるが、実態として

は多様な課題を抱えている。次節では、これらの課題を踏まえ、職員が他のホワイトカラ

ー人材とどのような差異、つまり他のホワイトカラー人材と比較した際に、職員にはどの

ような強みや弱みがあるのかを確認することを通して、より相対的に職員の実態に対する

理解を深める。  
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1.3 他のホワイトカラー人材との比較 

1.3.1 職業分類における大学職員の職務の位置づけ 

厚生労働省に全職業を分類した、全職業分類表がある。この分類表は、大分類、中分類、

小分類、細分類の 4 階層に区分された分類項目によって構成されている。各階層の分類項

目の数は、大分類が 11 項目、中分類が 73 項目、小分類が 369 項目、細分類が 892 項目

である（労働政策研究・研修機構 2011）。一人の人に割り当てられた仕事と責任との全

体を地位、地位のうち目的を持ったひとまとまりの仕事を課業、主要な仕事と責任が同じ

である一群の地位を職務、仕事と責任を遂行するために必要な技能、知識、能力などの共

通性によってまとめられた一群の職務を職業とそれぞれ定義している。このうち職務が職

業分類の最小単位になっている。職員が担っている職務（小分類・細分類）をこの分類表

にあてはめると、概ね以下のとおり大分類 3、中分類 9 にまたがる以下の業務となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 

 

表 28 全職業分類表における職員の職務 

 

 

 

分類表に見るとおり、職員の仕事はホワイトカラー職種の一種である。本節では、職員

を他のホワイトカラー人材と比較する中で、どのような特徴（強みや弱み）があるかにつ

いて、3 つのデータを用いて詳らかにし、職員の人材・組織マネジメントの方向性に関す

る示唆を得る。  

1.3.2 大学職員が感じる他のホワイトカラー人材との比較 

職員自身は、他のホワイトカラー人材との比較において、自分たちをどのように認知し

ているのであろうか。村山他（2019）が、2019 年の大学行政管理学会定期総会・課題研
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究集会の分科会に参加した全国の職員 193 名を対象に、他のホワイトカラーと比べて現時

点で大学職員に不足している・劣っている能力があるかを問うアンケートを実施した（有

効回答数 125）。その結果 83.2%が「ある」、と回答した。劣っている能力に関する自由

記述について、1 つ目にあげた内容をカウントし、経済産業省の社会人基礎力（URL13）

の 3 つの能力、12 の能力要素に当てはめたところ、主体性、傾聴力、規律性以外すべての

項目について「劣っている」と言及があった。3 つの能力別に分類すると、シンキング

（45.5%）が最も多く、ついでチームワーク（20.5%）、アクション（17.0%）であった。

職員は他のホワイトカラー人材と比べ、主体性や規律性、傾聴力などは劣っていないと感

じているが、課題発見力、計画力、創造力など、クリエイティビティに関する項目（シン

キング）において劣っていると感じていた。役職別に見ると、シンキングはどの職位にお

いても 42.1%～51.9%と最も高かった。 

 

表 29 職員自身が他のホワイトカラー人材より劣っていると感じている力 

 

 

では、クリエイティビティが日常業務の中で育成されうる環境にあるかについて、年間

を通じた仕事の構成を、定型業務、短期習熟業務、長期習熟業務、新規課題対応、プロジ

ェクト、自発的取り組みの 6 つを合計 100%になるように配分するよう回答を求めたとこ

ろ、定型業務（20.9%）が最も多く、自発的取り組み（11.7%）が最も少なかった。新規

課題対応業務とプロジェクト及び自発的取り組みの３つを足して「クリエイティブ業務率」

としたところ、職位が下がるほどクリエイティブ業務率が下がることがわかった。 
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表 30 職位別のクリエイティブ業務率 

 

つまり、シンキングやクリエイティビティの低さを他のホワイトカラー人材との差であ

ると職員は自認しているが、実際の日常業務の場ではシンキングやクリエイティビティを

高めるような業務を行えておらず、特に、若手ほどルーティンワークが多く、OJT の場で

シンキングやクリエイティビティが育成できていないことがわかった。 

管理職データでも同様の結果が出ている。管理職自身が自分の能力や特性についてどの

ように感じているのかについて複数回答で問うたところ、管理職自身が「備えている」と

感じた上位３つは、①責任感（89.5%）、②協調性（88.4％）、③経済概念・コスト意識

（76.9%）であった。反対に、「備えていない」の上位３つは、①独創的な発想力

（49.5％）、②広範な知識（38.9%）、③リーダーシップ・管理能力（同率 35.8%）であ

っ。管理職自身も独創的な発想力、すなわちクリエイティビティが最も不足していると自

己評価していた。 

表 31 管理職自身の能力自己評価（%） 
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1.3.3 管理職間の比較 

本項では、職員管理職と他のホワイトカラー管理職に焦点を絞って比較検討を行う。

「管理職データ」と、労働政策研究・研修機構が 2016 年 1〜3 月にかけて実施した「日本

企業における人材育成・能力開発・キャリア管理」の管理職人材対象調査データ（URL14。

以下、「労政データ」。件数 954 件。）を用い、共通する項目に関して比較を行った。 

 

1.3.3.1 部下の管理・指導 

力を入れている部下の管理・指導について比較を行ったところ、多くの項目において概

ね職員管理職の数値が高い傾向が見られた。但し、データの総量に 10 倍の開きがあるた

め、解釈には十分な注意が必要である。傾向として、部下を守る、配慮する、把握する、

気を配るなど、情意領域に関する項目において職員が高かった。一方、部署の代表として

大学・会社に意見する、職場の目標を部下に伝える、仕事の割り振りについて丁寧に説明

する、競争を促す、高い個人目標をもたせるなど、より具体的な項目については差がない

か、他のホワイトカラー管理職が高かった。 

表 32 力を入れている管理・指導（%） 
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1.3.3.2 職場の雰囲気 

職場の雰囲気について比較を行った。労政データは複数選択式で選択されたデータ数、

職員データは 4 件法による回答の「あてはまる」と「大いにあてはまる」の数をカウント

した。質問形式が異なるため、単純に比較することは適切ではないことから、比較ではな

く、職員管理職、労政データそれぞれの傾向を確認する。職員管理職では高い順に「職場

内で助け合う雰囲気がある」、「人員がいつも不足している」、「先輩が後輩を教える雰

囲気がある」の順であり、労政データでは、「職場内で助けあう雰囲気がある」、「先輩

が後輩を教える雰囲気がある」、「人員がいつも不足している」の順であった。人員不足

感について、労政データでは 1 位の「職場内で助け合う雰囲気がある」との差が大きい

（31 ポイント）が、職員管理職はその差が小さく（4.2 ポイント）と、職員管理職の方が

人員不足感をより強く感じている様子が伺える。 

表 33 職場の雰囲気の比較（%） 

 

1.3.3.3 管理職の仕事の要求度（Demand）の変化 

近年の仕事の変化については、仕事の範囲、レベル、責任全てにおいて、双方共に広く/

高く /大きくなったと感じている。比較をすると、職員管理職の方が仕事の要求度

（Demand）の上昇をより感じていた。 

表 34 管理職の仕事の要求度（Demand）（%） 

 



31 

 

1.3.3.4 管理職自身の能力開発 

過去 1 年間に組織や上司等からの指示によらない、自発的な研修に参加したかどうかに

ついては、職員管理職の方が概ね高い割合で自己研鑽を行っていた。大学・大学院の講座

の受講は職員管理職では一定数いるが、他のホワイトカラー人材ではほとんどいない。こ

れらアカデミックの場で行われる講座へのアプローチのしやすさは、大学職員フィールド

のアドバンテージであろう。 

表 35 管理職自身の能力開発（%） 

う 

 

1.3.4 従業員間の比較 

ここまで、職員が他のホワイトカラー人材に対してどのような強みや弱みの認知を持っ

ているのか、また、人材育成をすべき管理職がどのような状況にあり、他のホワイトカラ

ー人材の管理職とどのような違いがあるのかについて見てきた。本項ではより規模の大き

なデータを用い、職員と他のホワイトカラー人材について様々な角度から定量的な比較を

行う。 

 

1.3.4.1 方法 

以下の手続きによって調査を実施した。分析には、SPSS バージョン 27.0.0.0 を使用し

た。なお、他のホワイトカラー人材調査は大学コンソーシアム京都が公募した 2019 年度



32 

 

指定調査課題について、筆者が代表を務める大学職員 HRM（人的資源管理）研究会が調

査研究を受託し実施したデータを用いた。なお、2 つのデータには 2 年の差があり、その

間、COVID-19 による仕事を取り巻く環境の変化があるため、解釈の際には一定の注意が

必要である。 

 

（1）職員調査 

実施期間 ： 2021 年 9 月 14 日（火）～9 月 17 日（金） 

対象者 ： リサーチ会社に登録する全国の職員 

実施方法 ： （株）楽天インサイトによる調査 

有効回答数 ： 400 件 

 

（2）他のホワイトカラー人材調査 

実施期間 ： 2019 年 8 月 30 日（金）～9 月 30 日（月） 

対象者 ： リサーチ会社に登録する全国の社会人 

実施方法 ： （株）NTT コム社 リサーチ・ライトによる調査 

有効回答数 ： 544 件 

  

1.3.4.2 データ 

職種別のデータ件数は以下のとおりである。厚生労働省の全職業分類表の大分類及び中

分類にあてはめ、区分として事務的職業及び専門的・技術的職業に分類した。サービス・

販売・外食及びその他は職員との比較を行う必然性が低いと判断し比較対象から除外した。 
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表 36 大学職員・他のホワイトカラー人材調査データ件数 
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1.3.4.3 基本属性 

職員及び他のホワイトカラー人材の基本属性は以下のとおりである。 

（1）職員 

表 37 職員調査 基本属性 
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（2）他のホワイトカラー人材 

表 38 他のホワイトカラー人材調査 基本属性 
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1.3.4.4 探索的因子分析による変数の構成 

職員データと他のホワイトカラー人材データを突合し、組織の状況、個人の状況、進取

的な行動、研修転移や成長志向に関する項目を用いて探索的因子分析（主因子法、プロマ

ックス回転）を行い、変数の構成を行った。因子数はそれぞれ平行分析により決定した。

命名した各因子名及びそれぞれの α 係数は以下のとおりである。 

 

表 39 変数及び尺度の信頼性分析 

 

 

進取的な行動の各因子については次章で詳述するが、「認知・関係性クラフティング」

とは仕事に対する捉え方や受け止め方を自主的に前向きに捉え直すこと（認知クラフティ

ング）や、仕事をより良きものにするために周囲の他者との関係性を広げたり深めたりす

ること（関係性クラフティング）といった、自発的な行動のことを意味する。「タスク・

クラフティング」は、仕事のやり方の現状に変更を加え、より良きものにするための進取

的な行動を意味する。各因子の具体的な質問項目については、以下に示す。 
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表 40 組織の状況_風土 

 

表 41 組織の状況_自律性・裁量度 

 

表 42 組織の状況_衛生要因 
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表 43 個人の状況 

 

表 44 進取的な行動 
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表 45 研修転移・成長志向性 

 

 

1.3.4.5 t 検定  

探索的因子分析によって構成した変数を用いて、職員と、他のホワイトカラー全体、事

務的職種、専門的・技術的職種における各変数の平均値の比較を行った。 

t 検定の結果他のホワイトカラー全体との比較において、組織の状況では柔軟で開放的

な組織風土と革新的で行動的な風土は他のホワイトカラー人材の平均値が有意に高く、自

律性・裁量度と衛生要因は職員の平均値が有意に高かった。個人の状況では、コミットメ

ントと自己効力感が職員の平均値が有意に高かった。進取的な行動では、認知と関係性の

クラフティング、知識仲介行動が職員の平均値が有意に高かった。研修転移・熟達志向性

では、研修転移志向性は他のホワイトカラーの平均値が有意に高く、熟達志向性は職員の

平均値が有意に高かった。 
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表 46 他の WC 全体と大学職員の比較 

 

 以下、職種ごとに職員との比較を行った。 
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表 47 事務的職種と大学職員比較 

 

事務的職種との比較では、全体との比較で有意であった柔軟で開放的な風土、自律性・

裁量度、研修転移志向性は統計的な有意差がなくなった。全体では 10あった統計的に有意

な項目が 7 つに減った。つまり、事務的職種は他のホワイトカラーの中で、より職員に近

いと考えられる。 
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表 48 専門的・技術的職種と大学職員の比較 

 

専門的・技術的職種は、全体では有意であった研修転移志向性は、統計的な有意差がな

くなった。 

 

1.3.4.6 t 値の比較 

t 値は t 検定における検定統計量であり、平均値差、データのばらつき、データ数の３つ

の要素で構成されている。t 値の絶対値が大きくなるほど有意確率は小さくなることから、

t 値が大きいほど、有意な差がある確率が高いと言える。そこで、職員の平均値との比較

における t 値の大きさを、全体、事務的職種、専門的・技術的職種で比較した。 
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表 49 t 値の比較 

 

まず、組織の状況を見ると、柔軟で開放的な風土は事務的職種とでは非有意であるが、

専門的・技術的職種とは有意差があり、且つ職員より有意に高い。革新的で行動的な組織

風土に関しては、事務的職種、専門的・技術的職種双方が職員より有意に高く、中でも専

門的・技術的職種の t 値が大きい。人材育成支援・成長機会提供には有意差はない。専門

的・技術的職種の平均値は職員と同じである。自律性・裁量度は、事務的職種と有意な差

はなく、専門的・技術的職種が職員より有意に低い。衛生要因は両者ともに職員より有意

に低い。事務的職種の平均値が職員の平均値に近い。 

次に個人の状況においては、コミットメントと自己効力感は両者ともに職員より有意に

低い。専門的・技術的職種の平均値が職員に近い。柔軟性・創造性には有意差はない。進

取的な行動においては、認知と関係性のクラフティング及び知識仲介行動は職員より有意

に低い。タスク・クラフティングに有意差はない。知識仲介行動は職員より有意に低い。

研修転移志向性は全体としては有意であるが、個別には非有意である。非有意であるが、

専門的・技術的職種の平均値が職員より高い。熟達志向性は両者ともに職員より有意に低

い。 

 

1.3.5 比較に関する考察（大学職員の強み・弱み） 

まず、組織の状況における職員の強みは、整った衛生要因である。業務時間、ワークラ

イフバランス、人間関係や処遇については他のホワイトカラー人材よりも整った環境であ

ると考えられる。弱みは、組織の柔軟性や開放性、革新性や行動的な風土である。柔軟性
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や開放性は、上司に自由にものが言えること、個性を発揮できること、目先のことではな

く長期的視点で物事を捉え、長期的な成果の追求が許されること、過度なルールがないこ

となど、心理的な安全性を含めた組織の柔軟さや開放性の状況を示しているが、職員は他

のホワイトカラー人材の組織に比べて弱みとなっている。つまり、他のホワイトカラー人

材の組織に比べて細かいルール、脱個性、目先の業務中心となっている可能性がある。も

う一つの弱みである、革新的で行動的な風土は、走りながら考える、迅速な意思決定、ユ

ニークな発想、他者との違いを強みと捉える、といった組織の状況を示しているが、職員

は他のホワイトカラー人材の組織と比べて弱みとなっている。つまり、職員組織はリスク

を伴う新たなチャレンジに後ろ向きで、慎重で遅い意思決定をしている可能性がある。 

個人の状況における職員の強みは、高い職務や組織へのコミットメントと自己効力感で

ある。柔軟性・創造性は統計的な有意差はない。個人の状況において、本データを見る限

りでは他の項目も職員の平均値は高く、職員個人に関しては他のホワイトカラー人材と比

較して大きな弱みは見られない。 

進取的な行動における職員の強みは、認知と関係性のクラフティングと知識仲介行動で

ある。認知と関係性クラフティングは、仕事の本質的な意義を捉え価値を見出そうとする

認知パターンや、職場の他者とのより良い関係性構築を行おうとする行動特性である。認

知クラフティングが高ければ、たとえ一見つまらない仕事であってもその背後にある意義

を受け止め、より主体的且つ責任感を持って職務を遂行する可能性が高い。関係性クラフ

ティングが高ければ、自分と他者、自部署と他部署の境界をまたいで職務を遂行すること

で、より到達点の高い仕事を成し遂げる可能性が高い。知識仲介行動は、自身が入手した

情報を他者に見返りや報酬がなくても提供するといった、ナレッジ・ブローカーとしての

行動特性である。知識仲介行動が高い人材をより多く持つことで、組織の付加価値を高め

るような新規の情報や、逆に組織に危機をもたらすようなリスク情報が組織内に速やかに

浸透する可能性が高い。認知と関係性クラフティング及び知識仲介行動の両方において、

職員は他のホワイトカラー人材に比べて有意に平均値が高い。t 値の比較においても、知

識仲介行動は衛生要因に次いで 2 番目に値が大きく、認知と関係性クラフティングは 3 番

目に大きかったことから、他のホワイトカラー人材との比較における職員の際立った特徴、

強みであるといえる。他のホワイトカラー人材に比べ、衛生要因に含まれる周囲の人との

人間関係への満足の高さとも相まって、職場内では「競争より協働」、そして助け合いが

行われている様子が示唆される。仕事のやり方を変えたり、新しい方法を試したりして改
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善していくような行動であるタスク・クラフティングに関しては、他のホワイトカラー人

材との間に統計的な有意差はなく、革新的な業務改善を行うにはまだまだ育成の余地があ

ることが示唆される。 

研修転移・成長志向性における職員の強みは、熟達志向性である。熟達志向性は、研修

や研鑽の必要性を感じ、日々知識を蓄えるなど、自己成長を促す行動であるが、職員は有

意に高く強みである。研修転移志向性とは、職場内外の研修参加に積極的で、他者の巻き

込みを行うような行動特性である。個別には有意差は無いが、全体との比較では職員が有

意に高く、強みである。研修転移志向性や熟達志向性の高い人材を多く持つことで、OJT

の場で直属の上司が人材育成に時間を割けていなかったり、組織がトップダウンで提供す

る研修に多くのコストを割けていなかったりしたとしても、ボトムアップによって組織の

人材が成長できる可能性が広がる。職員フィールドの特徴の一つとして「同業他社との制

限のない情報交換と相互研鑽」がしばしばあげられる。大学の、そしてそこで働く職員の

根源的なミッションが有為な人材をより多く社会に輩出することにあり、業界全体として

それぞれのグッドプラクティスを提供しあい、高め合うことは是であるという風潮がある。

そのため、積極的に情報が日常から交換され、また、各地方に散在するコンソーシアム組

織を代表に、相互に人材を育成し合うプラットフォームが無数にある。他のホワイトカラ

ー人材からの転職人材が職員になってまず驚くことの一つがこの「同業他社との制限のな

い情報交換と相互研鑽」である。このように、知識や情報、技能を得る機会が豊富にある

職員フィールドにおいて、積極的に情報収集、技能形成、自己研鑽した職員が、自組織に

戻ってそれを普及・浸透するという、研修転移志向性、熟達志向性を高めることは、職員

フィールドならではの強みを活かすことにつながると言える。 

他のホワイトカラーフィールドより衛生要因が良いという結果ではあったが、磯部・小

野（2010）や澁谷他（2016）が指摘するように、職員は健康やメンタルヘルス上のリスク

を教員以上に抱えていることも、一方の事実である。今後さらに厳しくなる可能性が高い

職員を取り巻く環境の変化の中、「衛生要因」を維持すること、現時点で既に弱みである

「組織の柔軟性や開放性」と「革新的で行動的な風土」を高めることが重要である。さら

に、職員が劣っていると自己認知しているクリエイティビティを高めること、強みである

進取的な行動や知識仲介行動、研修転移志向性や熟達志向性を損なうことなく維持し、さ

らに高めることが重要であろう。 
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1.4 大学職員フィールドの特徴と課題 

これまで、大学職員と他のホワイトカラーの比較、また、双方の管理職の比較などを通

して、大学職員と他のホワイトカラー人材との差異を詳らかにしてきた。本節では、他の

ホワイトカラーフィールドと比べて大学職員フィールドの構造的・組織的特徴について言

及する。第 2 節で見てきたように、現在大学職員フィールドには多くの民間企業等からの

転職人材が流入しており、民間企業のノウハウが大学職員フィールドにも多くもたらされ

はじめている。しかし、民間の手法をそのまま大学職員フィールドに当てはめてもうまく

機能しなかった、という事例は枚挙に暇がない。その原因として、大学職員フィールド、

あるいは大学そのものの構造的・組織的な特徴から生み出されるマネジメントの困難さを

あげることができる。 

大学の構造的・組織的特徴の一つは、共同体的組織と経営体的組織、教員組織と職員組

織といった重層構造を内部組織にもつ点であり、もう一つは、「職員」と呼ばれる一つの

役割の中に専門性や高度化のレベルの幅が非常に広い人材が内包されており、しかしそれ

を「職員」という枠に一括りにして議論し、処遇している点があげられる。本節ではその

2 つの点に着目して議論を行う。 

 

1.4.1 重層構造の課題 

大学職員フィールド、あるいは大学そのものの特徴の一つとして、教員組織と職員組織

の重層構造をあげることができる。重層構造の起源は、大学誕生の時代にまで遡る。 

大学は、12 世紀にパリとボローニャで誕生した。都市の中で誕生し、学問を学びたい人

たちが集まってできた組合的な組織であった。パリは教師の、ボローニャは学生の大学と

言われていた。大学はまずそのように教師や学生を構成員とする「共同体的組織」として

出発し、その後それを補完する形で「経営体的組織」が発達し、独特の二重構造を持つに

至った（Corson 1962）。現代では、教育・研究組織は共同体的組織として、事務局・運

営支援組織が経営体的組織として発達し、この異なる二つの内部組織で構成されている。

中島（2019）は、この二つは単に組織内の下部組織と呼ぶには適さないほど、前提となる

規範や価値が異なっていると指摘する。例えば、事務局・運営支援組織は理事長・学長を

トップとする官僚組織とみなす傾向がある一方、教育・研究組織は学長を同僚の代表や利

害をめぐる交渉相手と見る場合がある。職員組織は経営体組織であり、ピラミッド型の組
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織である。教員組織は共同体的組織であり、ネットワーク型組織の特徴を持つ。職員組織

はウェーバー（1970）が示す権力と支配の類型の一つである官僚制組織であり、権限や階

層といった原則を持つ。官僚制組織では、業務が迅速かつ統一的且つ安定的に処理がされ、

個人的な感情や非合理的な判断が排され、客観的で予測可能性の高い組織活動が確保され、

平等性が確保されるといった多くのメリットがある。組織が大規模化しサービスが複雑化

する中で、行政サービスの安定供給やインフラの維持・管理をするといった場合に強み

（官僚制の順機能）がある。一方で、マートン（1961）が指摘するように、官僚制には、

形式主義・画一主義、形式的で杓子定規、個々の事情を斟酌しない画一的な対応、繁文縟

礼、セクショナリズムなど、いわゆる「お役所仕事」と呼ばれるデメリット（官僚制の逆

機能）が存在する。定型業務・インフラ維持業務には強みを発揮するが、非提携業務・イ

ノベーションには弱みとして働くとされる。教員組織は、教員間や研究者間、教員と学生、

教員と学外者等との間の相互作用の中から新たな知見を紡ぎ出して研究成果を高め、それ

を教育に還元して人材育成を行うことがミッションであることから、創発性に強みがある

ネットワーク型組織がフィットする。ピラミッド型・官僚制組織の特徴を有する経営体的

組織と、ネットワーク型・非官僚制組織の特徴を有する共同体的組織は、多くの点におい

て正反対の特徴を有している。この、正反対の特徴を有する 2 つの内部組織が、どのよう

なバランスで機能しているかが、それぞれの大学の組織風土や組織文化を形成する前提と

なっている。 

企業においても、営業部門と商品開発部門の間に軋轢や意思疎通不足は起こりうるが、

大学はより複雑に絡み合っており、企業組織以上に機能不全に陥りやすい組織体制（宮林 

2019）であると言える。また、大学は、人を育成する教育、世界を相手にする研究、地域

丸ごとを対象にする社会貢献という、極めて多様な目標を持っており、それらを理事長や

理事会、学長や教授会、事務局・職員などの異なる特質や任務を持つ三つの層をまとめ上

げて一つの目標に向かわせるという点で、企業等に比較しても極めて複雑な組織体（篠田 

2019）であり、特に意思決定が難しい組織であると言える。民間企業等から大学に転職し

た人材が、「大学は意思決定が遅い」、「変革を提案したが教授会に拒否されて頓挫し

た」、「学長が意思決定しない」などと思い通りに仕事が進まないことを批判と共に嘆く

ことがあるが、それはこの組織の重層構造によるものであり、その点で企業よりもマネジ

メントの難易度が高いことに起因する。 
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近年の大学組織モデルは世界的に、政策の定義や実行の制御がゆるやかな同僚性から、

厳しい企業性・法人性へと比重を移す方向性の変化が進行し（江原 2010）、経営体的組

織の方向に移行するベクトルにある。マクロレベルでは、民間からの転職者にとっては馴

染みやすい方向性にシフトしていると言えるが、共同体的組織に親和性の高い教員組織に

とっては必ずしも望ましいことばかありではない。そのような中で、現時点では、理事や

学長、学部長・学科長、教務部や学生部など教学部門のトップはほとんどの場合は教員が

担っている。経営体としての意思決定を、共同体的組織が出自であり、役職の任期を終え

ると共同体的組織に戻る教員管理職が担っているという構造になっている。職員は、自ら

が意思決定者になることが少ない環境の中、実質的な意思決定者である教員団に対し、

「あの手この手」を駆使して意思決定を促しているか、あるいは、教員団に意思決定を任

せ、決定事項の処理のみに従事しているかのいずれかである。 

他の職種における重層構造の典型モデルとして「政治家―官僚モデル」と「医療従事者

モデル」の 2 つが比較対象として語られることがある。前者は、政治家が理念・ビジョ

ン・方向性を示し、官僚が社会実装する、というモデルである。ここには明確な先後関係

があり、主導権が明確である（須長 2015）。大学においても、教授会が実質的な唯一の

意思決定機関であり、職員組織はその意思決定に基づいて処理する役割である（考えるの

は教員、処理するのが職員）という発想は長らく支配的な考え方であった。政治家―官僚

モデルは協働モデルではなく、「意思決定」と「処理」の役割分担モデルであり、大学の

それも長らく「政治家―官僚モデル」のスタイルに近いものであった言える。後者の医療

従事者モデルでは、須長（2015）によると、従来医師以外の医療従事者を「副次的」を意

味する接頭辞paraを冠した「パラメディカル（医療補助者）」と長らく呼称してきたが、

看護師や臨床検査技師などのスタッフの業務の専門高度化が進み、その分野の専門家とし

て一定の権威を以て尊重されるようになったため、現在では、医師以外の医療従事者は

「コメディカル（協働で医療にあたるもの）」と呼ばれるようになった。コメディカルと

しての医療従事者モデルは、それぞれの専門性をもとに役割を分担しつつ、「患者を治

す」、という一つの目的に向けて協働するモデルである。医師以外の医療従事者が高度化

した背景には、医療の高度化にともなって、必要な知識や技能、そして求められる役割が

専門高度化したことにある。期待される役割の変化に伴って大学院や学会等が発展し、医

師とは異なる領域において、独自の高度専門人材養成がなされるようになった。 
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職員の仕事の要求度（Demand）が年々高度化してきていることは既に見たとおりであ

る。職員人材の養成を目的とした大学院や、職員による職員のための学会も存在するが、

現時点ではまだ医師以外の医療従事者のそれと同じような高度化・専門性向上の波が訪れ

ているとは言い難い。2019 年時点の全国の大学職員数（医療系を除く）は 65,775 人であ

るが（表 51）、職員フィールド最大の職能団体である大学行政管理学会の会員数はおおよ

そ 1,200 人と、全体のわずか 2％にも満たない。医師以外の医療従事者の高度化・専門性

向上によって、医師の意識が「パラメディカル（医療補助者）」から「コメディカル（協

働で医療にあたるもの）」に変化したようなダイナミックな潮流は未だ生まれているとは

言えない。 

各種政策文書で盛んに「教職協働」が謳われているが、具体的に誰が、何を、どのよう

にすれば良いのかが必ずしも明確ではない。学校教育法と大学設置基準の変更によって、

職員の役割が事務に「従事する」から「つかさどる」に、「処理する」から「遂行する」

に格上げされたことを考えると、誰が、何を、どのように、という問いの答えは自ずと、

「職員が」、「自らの知識や技能を」、「高度化し専門性を向上する」ことを通して、教

員の職員に対する認識を変え、協働を促進する、と読むことが道理であろう。村山（2022）

が、252 名の大学教員を対象に実施した調査の分析を通して、医療従事者モデルにおいて

医師以外の医療従事者に対する医師の意識が専門高度化をきっかけに「パラメディカル

（医療補助者）」から「コメディカル（協働で医療にあたるもの）」に変化したように、

職員が自らを高度化し、専門性の向上を図ることが教員の職員に対する意識の変化を促す

ことを明らかにした。具体的には、職員の高度化や専門性の向上は、教職協働の場をポジ

ティブなものに変え、その結果、教員のワーク・エンゲイジメントを高め、さらには、全

学事項や高等教育政策全般に対する教員の自己啓発学習行動を促し、最終的に職員を、共

に大学を推進する同僚であるという認知へと変容させる、すなわちパラエデュケーターか

らコエデュケーターへの認知の変容のメカニズムが存在することを明らかにした。 

 

1.4.2 日本の大学構成員の分類・定義の現状と課題 

職員の高度化や専門性の向上が不可欠であることは既に述べたとおりであるが、職員に

は同じ雇用形態、同一賃金体系の中に、能力、専門性、意欲に様々な違いがある者が混在

しており、しっかりと分類した上で人材・組織マネジメントがなされているとは言い難い。
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その結果、例えばあたかも職員全員が高度専門人材やアドミニストレーター、あるいは大

学経営人材といった、各種政策文書に登場するキラキラとした人物像を目指すべきである、

という解釈がなされ、スキルワーカーとしてのアイデンティティを持ってマニュアル通り

にきっちりと仕事をこなす職員に「意欲がない人材」とレッテルを貼る、といった問題が

生まれている。逆に、個人的に意欲のある一部の職員が、手弁当で自己研鑽や職場外学習

を通じて自身の能力を開発し、活躍しようとすると足を引っ張ったり、そのような人材が

最新の情報を元に変革を提案しても現状維持の姿勢を崩さなかったりする職員もいる。そ

の結果、一部の職員に負担が偏ったり、やる気のあった職員がやる気を失ってしまったり

する、といった問題も生じている。これらの問題を改善するためには、職員を十把一絡げ

で取り扱うのではなく、分類・定義を見直した上でよりきめ細やかなマネジメントを行っ

ていく必要があると言える。 

職員の分類や定義のこれまでの議論について、まずは大場（2014）による議論の整理を

もとに概観する。日本においては、「行政管理職」を提唱した孫福（1996）、教員・職員

間の境界的業務の拡大を指摘した天野（2001）、教員・職員どちらにも分類しにくい新た

な専門職を「中間管理職」と呼んだ井下（2008）について触れている。また、教員・職員

という区分は、教員外職種の高度化の課題解決の妨げになり、大学組織が弱体であること

の原因となっているとし、「大学職員論は教員を含んだ包括的な職員を対象とすべきであ

る」とする舘（2008）の主張や、職員の多様性として「業務上の差異」、「職階の差異」、

「雇用形態の差異」の 3 重の多様性の指摘がある、とする羽田（2013）の主張などを紹介

しているが、結論的には、曖昧さは残るが（教員・職員という区分が）「社会的通念とな

っている」（山本 2013）ことをやむなしとし、議論を継続している。もう一つ、ウィッ

チャーチ  （Whitchuch 2008）の事例をあげ、専門職（professional）を領域限定型

(bounded)、領域横断型(cross-boundary)、領域超越型(unbounded)、 複合型(blended)の

4 つに類型化し、複合型専門職を伝統的な教員・職員の間に位置する業務（third space = 

第三領域）に位置づけることを示した。昨今、第三領域の事例として頻繁に取り上げられ

るのは、 IRer(Institutional Resercher)、URA(University Research Administrator)、

FDer(Faculty Developer)、AO（Admission Officer）、産学連携オフィサーなど、特定の

領域に特化した専門職人材である。これらの新しい職種の設置は、国立大学や大規模私立

大学において積極的に始まっている。現在、これらの職種は大学それぞれの事情や戦略に

応じて、場合によっては教員、場合によっては職員として募集されている。教員身分での
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採用の場合も、いわゆる「伝統的」教員とは異なり、主として授業担当者としてではなく、

専門職として活躍している。まさに、ウィッチャーチの第三領域に該当する。 

中教審の議論では「IR や入学者選抜、教務、学生支援、人事や財務、広報等各分野に精

通した『高度専門職』の設置が必要である」、としており、その中で定義の明確化を避け

ている。「入試、教務、学生、人事、財務、広報等各分野に精通した（後略）」と表現し

ているが、これでは大学職員の日常業務のほとんどが対象となる。全国の職員数約 6.5 万

人を大学数約 800 弱で割ると 1 大学の職員数は約 80 名となる。中小企業の従業員数の定

義が 100 人以下であることを考えると、大学職員フィールドは全体として中小企業レベル

の人員構成であると言える。さらに、その中でも全体の 8 割をしめる中小規模、小規模大

学の職員数は更に少なく、平均の半数も職員がいない大学はいくらでもあるだろう。その

ような組織で、中教審が述べる全ての領域に新たに「高度専門職」人材を置くことは、非

現実的である。つまり、「高度専門職の設置」と謳ってはいるが、実態としては現職職員

の中から、一部高度化・専門化した人材を生み出すとうことを企図しているか、あるいは

中小規模、小規模大学についてはしっかりと考慮していない可能性が考えられる。 

ここまでで見てきたように、これまでの職員の分類の議論は①教員と職員の領域の明確

化、②教員と職員の間の第三の区分の領域、③現職職員の高度化・専門化、の 3 つが主要

なテーマであったといえよう。よって、羽田（2013）が指摘する職員の 3 重の多様性であ

る「業務上の差異」、「職階の差異」、「雇用形態の差異」を踏まえた上での、人材・組

織マネジメントの議論はこれまで十分になされてきたとは言えない。特に③の対象は一体

誰のことを指すのか、ということが全く明確ではない。次項では、大学職員研究で国際的

に評価が高い米国の事例を元に、課題を詳らかにする。 

 

1.4.3 分類・定義の日米比較 

大学職員研究で国際的に最も評価が高いのは米国である。米国では、世界でも最も高等

教育研究が活発に進展し、職員の専門職化が進んでおり、分類や定義も明確化されている。

米国教育省（Department of Education）傘下の機関である米国教育統計センター

（National Center for Education Statistics：NCES）による大学従業員の分類（URL15）

では、日本のように「教員」か「職員」か、という「身分」による単純な分け方はしてお

らず、「専門性」によって細かく区分されている。分類法は、2013 年秋に主な職業が再分
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類され、旧分類にあった「Professional Staff（専門職）」と「Nonprofessional Staff

（非専門職）」の区分がなくなり、「Executive/administarative」という区分も無くなっ

た。以下にて、再分類前の 2011 年と再分類後の 2019 年の区分及び人数を比較した。なお、

米国の大学の総従業員数は2017年3,916,658人、2018年3,925,642人、2019年3,958,330

人と年々微増してきたが、2020 年に 3,811,104 人と、一挙に 147,226 人が減少した。

COVID-19 の影響であると考えられる。よって、比較には COVID-19 の影響が出る前の

2019 年のデータを用いることとした。 
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表 50 米国大学の従業員数 

 

 

2011 年と 2019 年のデータを比較すると、Faculty は全体の増加率 6.3 ポイントより高

い 7.6 ポイントの微増であるが、Other professional（その他専門職）は 159.3 ポイントと

大きく増加し、一方で Nonprofessional staff（非専門職）は 19.9 ポイント減少している。

ただし、新分類には Professional と Nonprofessional の区分がなくなっており、例えば新

しく分類に加わった「Community, social service, legal, arts, design, entertainment, 
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sports, and media」や「Student and academic affairs and other education services」、

「Business and financial operations」といった職種が、本当に Professional staff と言え

るのか、Professional staff と Nonprofessional staff が混じり合った数値なのかは不明であ

る。もしこれらの職種の多くが Nonprofessional staff で占められていたとした場合は、

2011 年との比較において Nonprofessional staff は大幅減少ではなく、微減と言える。し

かし、特に「Student and academic affairs and other education services」の領域では、

例えばアカデミック・アドバイザー（清水 2015）のような専門職が次々に生まれ、それ

らの人材の育成プログラムや質保証のシステムが構築されていることから、「多くが

Nonprofessional である」とは考えづらい。Nonprofessional staff がある程度減少し、

Professional staff がある程度増加している傾向にあると捉える方が妥当であろう。 

なお、日米の比較では、教員（Faculty）の比率が、米国が 4割弱であるのに対し、日本

では 6 割強ある。米国では教員（Faculty）が 0.6%増加しているが、日本では 1.4%減少

し、その分職員の比率が増加している。日本の 2011-2019 比較において、増加率が大きい

のは、教員では副学長（157.3%）であり、職員では事務系（116.4%）であった。減少率

が大きいのは、教員では教授（-1.8%）、職員では技術技能系（-0.3%）であった。 
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米国の分類・定義に話題を戻す。新分類に示された職名は日本には定着していないもの

が多く、現時点で日本の職員の分類・定義を議論する上で馴染まない。よって、旧分類を

使用して議論を整理したい。 

米国の旧分類では、まず「専門職」と「非専門職」に大きく分けられている。専門職に

は、「エグゼクティブ」、「教員」、「大学院生助手」、「その他専門職」がある。「エ

グゼクティブ」とは学長・副学長・学部長等の管理運営の中枢に携わるものである。「そ

の他の専門職」とは、教育・研究の支援、学生サービス、機関・組織の支援に携わるもの

で、学士号以上の学位もしくはそれ相応の経験が必要とされる。高度に専門化された知識

を持ち、知的生産物を創造し、組織に付加価値を生み出すことが期待される「ナレッジワ

ーカー」に対応する。また、「その他専門職」には、ライブラリアン、学芸員、会計士、

弁護士、カウンセラー、コンピュータ・スペシャリスト等明確な資格を要するものが含ま

れる。 

非専門職は、「事務・秘書」「サービス・保全」「技術・専門職補佐委員」「熟練工」

の 4 種である。職務記述書（ジョブ・ディスクリプション）に則り、定められた業務を担

う「スキルワーカー」に対応する。2009 年時点の米国における、それぞれの割合は以下の

通りである。 

表 52 米国大学の従業員数・率（旧分類・2011 年） 

 

現在日本の職員が担っているのは、エグゼクティブの一部（副学長、学長補佐、事務局

長等）、その他専門職の一部（教育・研究の支援、学生サービス、機関・組織の支援）、

非専門職の一部（事務・秘書、サービス保全）である。上記の職のみに絞った場合のそれ

ぞれの割合は、以下のとおりである。 
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表 53 米国大学の従業員の構成の内、日本の大学職員相当者の構成 

（旧分類・2011 年） 

 

「エグゼクティブ」13.7%、「その他専門職」45.9％、「非専門職」40.3%（事務・秘

書 26.4%、サービス・保全 14.0%）であるが、このうち、専門職化が進んでいるのは「エ

グゼクティブ」と「その他の専門職」である。職員の研究も概ねこの二者に関するものに

集約される。米国の職員組織の特徴を一言で示すと、「その他専門職」45.9％が「非専門

職」40.3％より多いこと、つまり専門・高度化されていることにある。また、エグゼクテ

ィブクラスの人数も非常に多いことも特徴の一つである。これら専門職の養成について、

高野（2012）による整理を元に概観する。「エグゼクティブ」に対しては、修士課程レベ

ルであれば初・中級レベル、博士課程レベルなら上級レベルの管理運営職として養成され

ている。「その他の専門職」は、ライブラリアンやカウンセラーなどと、教学運営や組織

運営支援をするものとに別れ、前者は資格によって能力が担保され、後者は職能団体のプ

ログラムや大学院教育などで育成され、能力が担保されている。大学院教育では、高等教

育の研究者/教員の育成とさほど変わらない内容で教学運営や組織運営の管理運営職が養成

されている。学位プログラム以外をあわせると 220 あまりのプログラムが存在する。職能

団 体 で は 、 AIR(Association for Institutional Reserch) や POD(Professional and 

Organizational Development Network in Higher Education)などが体系的・継続的なプロ

グラムを提供している。一方、「非専門職」にはそれに該当する環境はない。米国におい

ては、「その他専門職」（ナレッジワーカー）と「非専門職」（スキルワーカー）は明確

に住み分けがなされ、それぞれ別々に募集され、選抜され、研修され、人的資源管理がな

されていることで、一定の整理がなされていると言える。 
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それに比べると日本では、「その他専門職」（ナレッジワーカー）と「非専門職」（ス

キルワーカー）が同一名称、同一職場、同一処遇でシームレスに働いている。さらに、

「教員」と「職員」という二元論のみで区分してきたために、職員の機能に含まれる「エ

クゼクティブ」、「その他の専門職」および「非専門職」の別が明確に分けられてこなか

った。よって、現時点でのその比率を知る術もない。羽田（2013）が指摘する「業務上の

差異」「職階の差異」「雇用形態の差異」という職員の 3 重の多様性を踏まえた議論が不

足していたのである。そのため、前述のとおり、同じ「職員」という用語を使っていなが

ら論者によって扱っているターゲットが異なってきた。それによって、あたかも職員全員

が「エグゼクティブ」を目指すべきである、という解釈がなされたり、逆に「非専門職」

（スキルワーカー）としてのアイデンティティを持ってマニュアル通りにきっちりと仕事

をこなす職員を「意欲がない人材」とレッテルを貼ってしまったりする等の問題を生じさ

せてきた。スキルワーカーの業務は現在、外部委託、派遣など、安い賃金に置き換えが進

んでおり、今後は AI 化や RPA 化の進展も予測されているが、現職の中には、採用時はス

キルワーカーでよしとされていながら、急速にナレッジワーカーとしての意識変革を求め

られる中でストレスを感じ、場合によってはメンタルヘルス上の問題が発生するものもい

る。このように、「大学職員」と一言で括ってしまうことは、現状の認識においても、今

後のあるべき姿を描く上においても適切ではない。一方で、米国に比べて従業員における

職員数の比率が低く、且つ、約 8 割が中小規模、小規模である日本の大学職員フィールド

の特徴を踏まえると、中教審が「高度専門職の設置が必要である」と言う「IR や入学者選

抜、教務、学生支援、人事や財務、広報等各分野」それぞれの専門職を新規に置くことは

非現実的である。しかし、現状のまま、「職員」という枠の中に十把一絡げに人材を置い

ておくわけにもいかない。 

これらの議論を踏まえて、米国の分類を援用した上で表 54 に整理を行った。現状は 3

（ア）（イ）（ウ）の人材が十把一絡げになっていることがわかる。また、中教審の指摘

する高度専門職人材の新規配置は 2（イ）の専門職（資格なし）・人事異動対象外に該当

する。しかし、これを新規配置できる大学は限られていることから、従来の人事異動対象

の職員の中から、3（ア）の人材を育成して高度化・専門性向上を図ること、あるいは 3

（ア）にマッチングの高い人材をいかに採用するかがポイントになる。現在最も人員が多

い 3（イ）非専門職コア人材と 3（ウ）一般非専門職については、まず 3（ウ）の業務の機

械化や非正規化を進めた上で、3（イ）の人材には 3（ア）の人材になる期待を伝え、支援
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をしつつ、本人の意思によっては 3（イ）として業務を行い続けることを許容する。ただ

し、待遇には変化をつける、といったマネジメントが考えられるだろう。 

表 54 アメリカの分類を援用した日本の大学職員分類モデル 

 

 

1.4.4 大学職員フィールドの特色と課題に関する考察 

大学は、篠田（2019）が指摘するように、人を育成する教育、世界を相手にする研究、

地域丸ごとを対象にする社会貢献という、極めて多様な目標を持っており、それらを理事

長や理事会、学長や教授会、事務局・職員などの異なる特質や任務を持つ三つの層をまと

め上げて一つの目標に向かわせるという点で、他のホワイトカラー職種に比較しても極め

て複雑な組織体である。また、大学組織のもつ教員と職員の重層構造については、「政治

家―官僚モデル」のように先後関係（考えるのは教員、処理するのが職員）や、「医療従

事者モデル」のように、主役は教員で職員は副次的（para）であるといった主従の関係が

ある。現時点では、学長や学部長、教務部や学生部など教学部門のトップはほとんどの場

合は教員が担っており、さらに副学長や理事といったポジションもほとんどが教員である。

これが大学職員フィールドの特徴の一つである。 

日本の大学の職員のほとんどは伝統的にジェネラリストとして雇用されてきたが、近年

は IRer(Institutional Resercher) 、 URA(University Research Administrator) 、

FDer(Faculty Developer)、AO（Admission Officer）、産学連携オフィサーなど、特定の
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領域に特化した専門職人材も生まれてきた。しかし、現時点では、職員で専門職として雇

用されているケース、職務内容は同じで教員として雇用されているケース、既存の終身雇

用人材がスキルアップしてその業務を担っているケースなどが混在している。また、指示

されたことを正確に処理することを自身の役割として認知している、スキルワーカーとし

てのアイデンティティを持った人材も混在している。米国のように、プロフェッショナル

職種の中にプロフェッサーやカウンセラーなど伝統的な専門職に加え、新たな領域の専門

職としての職員が一定数おり、ノンプロフェッショナル領域にも職員がいる、というよう

な明確な分類がなされていない。職員の人材・組織マネジメントには、このように職員フ

ィールドの特色を踏まえて議論する必要がある。 
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1.5 本研究の目的と本論の構成 

1.5.1 本研究の目的 

本研究の目的は、本章でこれまで見てきたような、大学及び職員を取り巻く様々な環境

の急激な変化、職員の仕事の要求度（Demand）の上昇や健康障害リスク、他のホワイト

カラーとの比較における職員の強みや弱み、法令改正によって再定義された職員の役割、

そして職員フィールドの構造的・組織的特徴を踏まえ、且つ、ホワイトカラー職種の中で

も、特に職務成果の可視化が困難で成果に遅効性があるという特徴を持つ職員に対して、

より当てはまりのよい人材・組織マネジメントの理論フレームワークを示すことである。 

1.5.2 本論の構成 

第 1 章ではまず、世界で、国内で、そして大学業界で発生している様々な変化とその影

響を確認し、その結果職員への期待と役割が急激に変化している状況を概観した。急速に

高まっている職員への期待に対して、現実として職員がどのような状態にあるのかについ

て、健康面や仕事の要求度（Demand）の現状、採用市場の変化、職員の志望順位や志望

動機、外部労働市場や組織風土の変化、そして職員の人材育成の現状について、その実態

を先行研究や定量調査の結果から明らかにした。さらに、他のホワイトカラー人材と比較

を行う中で、相対的に職員の特徴（強みや弱み）を浮き彫りにした。また、多様化、高度

化する課題への対応や、期待される役割の高まりに対して、伝統的な総合職、ジェネラリ

ストとしての職員のありように歪みが出始めていることを、日米の比較の中で明らかにし

た。その上で、本研究の目的を述べた。 

第 2 章では、人材・組織マネジメントについて、まず限られた人的資源の開発の必要性

がかつて無いほど高まっている中、育成が不十分で評価（成果主義）のみが先行している

ことを先行研究から明らかにする。また、成果主義について、日米双方の産業界に加え、

大学界の現状分析と課題の整理を行い、成果主義ではない新たな人材育成の枠組みが生ま

れつつあることを紹介する。その上で、近年の経営学分野における重要な概念モデルを援

用して構築した大学職員バージョンの JD-R モデルを提示し、同モデルをもとにしたリサ

ーチクエスチョンと仮説を述べる。さらに、本モデルを導くに至った人事労務管理分野及

び組織心理学・産業心理学分野および経営学分野における人材・組織マネジメント領域に

関わる研究のレビューを行う。 
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第 3 章では、全国の大学職員 600 人から得たアンケート調査のデータを用い、ロジステ

ィック回帰分析による定量分析を通じて、大学職員バージョンの JD-R モデルの妥当性の

検討を行う。 

第 4 章では、2 つの事例を用いたケーススタディを通じて、質的な側面から大学職員バ

ージョンの JD-R モデルの妥当性の検討を行う。 

第 5 章では、総合的に考察を行い、本研究の貢献及び限界と残された課題を述べる。 
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第 2 章 人材・組織マネジメント 

2.1 本章の目的、人材・組織マネジメントの現状と課題 

2.1.1 本章の目的 

 第 1 章で見てきたように、大学の置かれている環境の変化は加速し、その結果職員を取

り巻く環境や期待される役割が変化している。しかし実態としては仕事の要求度

（Demand）の上昇や人材不足によって健康障害リスクは高まっており、また、人材育成

も十分とは言えない。職員が今後バーンナウトに向かうのではなく、ポジティブで充実し

た心理状態で仕事に取り組み、自律的で進取的な行動を取るようにするためには、組織や

上司は職員をどのようにマネジメントすべきかを検討する必要がある。仕事の要求度、職

場の環境、組織の風土、上司のリーダーシップのありよう、また、職員の進取的な行動の

先行要因について、総合的に全体像を捉えて議論をする必要がある。そこで本章は、人事

労務管理分野並びに組織心理学・産業心理学分野のこれまでの議論、そして近年の経営学

における議論を土台とし、ホワイトカラー人材の一種であり、その中でも特に職務成果の

可視化が困難で、成果に遅効性があるという特徴を持つ職員に対して、より当てはまりの

高い人材・組織マネジメントの理論フレームワークの検討を行うことを目的とする。 

本章では、まず人材・組織マネジメントにおける成果主義の現状と課題を述べる。そし

て、Demerouti & Shaufeli（2001）; Hakanen & Roodt（2010）; 島津（2014）; Bakker 

& Demerouti（2014）等による一連の JD-R モデル研究を援用し、職員フィールドの特性、

職員の特徴を踏まえた大学職員バージョンの JD-R モデル（以下、「JD-R モデル」。ただ

し文脈に応じて「大学職員バージョンの JD-R モデル」と表記する。）を提案する。その

上で、JD-R モデルの理論的妥当性について、その構成概念に関係する人事労務管理分野、

組織心理・産業心理学分野、そして近年の経営学分野の議論をレビューする。 

 

2.1.2 日本における成果主義の普及と課題 

ホワイトカラー職種全般に言えることであるが、一部を除いて職務成果の可視化が困難

であり、成果に遅効性があるという特徴がある。そのため、成果の指標をどのように置く

か、という問題については種々議論がなされてきた。自己資本比率（ROE）など、客観的

な指標を用いて従業員の職務成果を測定しようする取り組みもなされたが、因果関係がき
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れいに示されることは少なかった。何故ならば、個人の職務成果が必ず組織の業績に結び

つくとは限らず、最終業績には多様な変数が介在するからである。しかし、日本では 1990

年代から成果指標に基づいた、いわゆる成果主義的な人的資源管理が急速に普及した。  

通常、人事評価・人事考課・査定だけでは、成果主義とは言わず、それらの結果を、処

遇に結び付けて初めて成果主義と呼ぶのが一般的であるが、給与や賞与等への直接的な反

映をしない場合も、昇任等を通じて処遇に結びつけている場合がほとんどであることから、

本稿ではこれらを広義における成果主義として位置づける。また、遠藤（1999）の「人事

評価・人事考課・査定は基本的に同一の制度を意味する」という定義に従い、この 3 つは

同じものとして扱う。 

日本では、個人の業績や貢献を評価する人事評価は 1990 年頃までは導入されていなか

った。1993 年に富士通が「成果主義賃金」を導入したのを契機として、各社が競うように

採用し、成果主義は一つのブームになった（黒田 2019）。賃金原資の柔軟な配分、総賃

金の抑制、個人の貢献に応じた人事評価を目的に、米国発祥の MBO（目標管理制度）が

盛んに導入されるようになった。リクルートワークス研究所（2017）によれば、2017 年

時点で東証 1 部上場企業のうちの約 8 割が MBO を導入していた。 

しかし、MBO 等成果主義的な人事制度の導入によって従業員のモチベーションや企業

の生産性が上がったという調査結果は乏しく、逆にそのデメリットについての研究や調査

結果が相次いで報告されてきた。例えば、日本能率協会が 2005年に 1,325社を対象に実施

した調査では、83.3％の企業が成果主義を導入していたが、成果主義のマイナスの影響と

して、「モチベーションの低下、組織力の低下、人材育成機能の低下」が挙げられた。そ

の要因は「賃金と短期的評価を強調したため、チームワークの軽視・コミュニケーション

不足、公平感の欠如、非正規社員のモチベーションの低下」であったと分析している

（URL16）。また、成果主義の導入の有無と売上高および経常利益の変化率との間に統計

的な関係が見出されなかった（立道・守島 2006）という報告などがあり、制度を取り入

れたが短期間のうちに大幅な見直しや事実上撤回をする企業も相次いだ（太田 2011）。

黒田（2019）が厚生労働省の「平成 11 年度賃金労働時間制度総合調査」と 2001 年以降の

各年度の「就労条件総合調査」をもとに分析を行ったところ、成果主義と判断できる「成

果・業績」で基本給を決定する企業は 1990 年代後半から年々上昇し、管理職では 2001 年

の 64.2%がピークであったが、その後一転して下落に転じ、2009 年には 45.4%、2017 年

には 40.0%まで下落したことを明らかにしている。その原因として黒田（2019）は、労働
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政策研究・研修機構が 2004 年と 2005 年に実施した成果主義についての労働者の意識調査

の結果に触れつつ、労働者が「成果」測定の公平性や信憑性に大きな疑問をもち、受容し

なかったことが原因であると述べている。成果主義はブームに乗って一気に広がったが、

その綻びが目立っている。綻びとは、成果主義が実際の人材育成に寄与しないことと、制

度を導入しても実際はほとんど組織成果につながっていないことである。 

職員においても同様のことが言える。前節において職員は、OJT、OFF-JT、自己研鑽、

職場外学習のいずれも十分と言えない実態を示した。すなわち、「育成」が十分ではない

ということであるが、そのような中で「評価」の制度は今なお広く使用されている。そし

て、産業界と同様、あるいはそれ以上に綻びが見えている。「大学職員 600 人データ」を

見ると、「目標管理制度・人事考課制度等、職務成果を可視化する制度が導入されている

か」という問いに対し、約半数が導入していると答えた。さらに、そのうちの半数以上が

給与や賞与等への直接的な反映を行っていた。 

表 55 目標管理制度・人事考課制度等、職務成果を可視化する制度の導入 

 

表 56 給与・賞与等処遇への反映 

 

大学では 2000 年前後頃から、国立大学や大規模大学を中心に人事考課制度や目標管理

制度の導入が始まった。産業界にならい、給与や賞与等、処遇への反映も行われはじめた。

処遇には直接的には結び付けず、昇任人事の材料や人事異動の情報として活用する場合も

あった。日本の大学における成果主義の導入に関する研究としては、中曽他（2007）、岩

崎（2010）、小室（2012）、夏目（2013）などがある。評価基準の明確化、評価の公平

性、評価者の能力育成、職務成果の定量化手法など、様々な課題の存在がアンケートやイ

ンタビュー等による実証研究等によって指摘されてきた。 
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また、規模の大きな調査としては、産業能率大学総合研究所が 2004 年に、全国国公私

立の 679 法人を対象とした調査がある（URL17）。この調査では、職員の意欲を高めるた

めに各職員の組織への貢献に応じて成果を評価する仕組みを「人事考課制度」、「目標に

よる管理制度」と定義して調査が実施された。「人事考課制度で重視しているものは？」

という問いに対して、「仕事に対する取り組み姿勢・態度」が最大で、「業務上、結果と

して現れた成果」、「成果創出プロセスにおける行動、発揮した行動」と続いた。人事考

課制度が主体性の育成と、組織成果の向上が狙いであることがわかる。一方、「現在、人

事考課制度で問題となっているのは？」という問いに対して、「管理者間の評価に対する

バラツキ」がもっとも多く、次に「管理者の考課能力が不十分」、「評価に対する被考課

者の納得性が低い」、「全体に評価が甘い」と続き、人事考課の難しさと危うさが指摘さ

れた。 

2009 年に日本私立学校振興・共済事業団私学経営情報センターが発表した「学校法人の

経営改善方策に関するアンケート」報告では、人事考課は大学で 42.9％が実施、実施を検

討中が 39.7％であった。人事考課制度導入のメリットとして私立大学の経営陣が考えてい

るものとして、「志気向上」、「組織の活性化」、「実績に報いた金銭的待遇が出来る」

があげられ、逆にデメリットは「考課基準作成が困難」、「評価の信頼性、公平性を欠く

危険性」などがあげられた（URL18）。同じく 2009 年に大学行政管理学会「大学人事」

研究グループが実施した調査では、回答校の内 64.5％が人事評価制度を実施しており、そ

の活用方法は昇進・昇格、人材育成がともに 75.4％、給与査定は 31.9％であった（大学行

政管理学会「大学人事」研究グループ 2009）。同大学行政管理学会「大学人事」研究グ

ループが 1999年、2004年、2008年に同会加盟校を対象に行ったアンケートで、人事評価

制度において重視する事項として挙げられた項目があるが、注目すべきは、年を経ると

「成果・業績」の順位が下がり、「姿勢（情意）」の順位が上がっていることである。

「職員の仕事には、営利組織・企業と異なり、売上等の定量的指標が少ない上に、教育・

研究を支援するといった長期的な視点が求められる性格を多分に有しており、その結果・

業績が不可視である。」、「（省略）不透明感や疑心暗鬼に拍車をかける。そして、職員

の志向や行動に不要な制約をもたらし、挑戦や冒険をしなくする等、活力をそぐことにも

なる。」と人事担当者や評価者達は感じていた（小室 2012）。導入当初「成果・業績」

を測定し、当初は頑張った人が報われ、組織成果があがることを期待してシステムを導入

しようとしたが、職員の職務特性（可視化の困難さと成果の遅効性）によってそれは困難
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であり、実際には機能せず、次第に「姿勢（情意）」を重視するように変化してきたこと

が読み取れる。 

大学業務の多くは長期性があり、短期的成果を見出しにくく、職員の職務成果の可視化

が困難で、且つ遅効性があるため公正な評価は困難であるといった指摘が相次いだ。無理

に評価を行うと評価者の評価能力への疑心、職場全体での公正感の低下などが生じるリス

クの指摘がなされている。大学の人事部門に対する調査でも「不信感を生む」、「安直に

職員評価と賃金の連動を行うべきではない」、「職員評価と基本賃金の連動は看過できな

い多くの問題を含む」など、否定的な意見や慎重論が多く報告された（岩崎 2010）。 

2022年に筆者が取得した「大学職員 600人データ」において、目標管理制度・人事考課

制度等、職務成果を可視化する制度の満足度を問うているが、「満足している」にあては

まると回答したのはわずか 0.7%であった。「あてはまらない」、「どちらかというとあて

はまらない」を合わせると、74.7%は満足度が低い（否定的な）結果であった。管理職と

非管理職で比較すると、いずれも否定的な意見が多いが、管理職より非管理職のほうが否

定度が 15ポイント近く高く、統計的にも有意な差であった。全体としては、先行研究が示

すとおり、満足度は非常に低いことがわかる。 

表 57 目標管理制度・人事考課制度等、職務成果を可視化する制度の満足度 

 

表 58 否定・肯定と管理職・非管理職 

 

満足度の回答に関する自由記述を求めたところ、188件、5,271文字の記述がなされた。

不満に関する記述がほとんどである。記述に含まれる要素を KJ 法で抽出し、計 10 種類の

ラベルに整理し、それぞれの記述にフラグを付与した。一つの記述に複数のフラグが付与
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されることがあることから、全体として 332 個のフラグが付与された。以下がその結果で

ある。 

表 59 目標管理制度・人事考課制度等、職務成果を可視化する制度の満足度に関する自由

記述の分析 

 

 

記述件数は多い順に、「制度・仕組みの不合理さ・不十分さへの不満」、「評価基準・

評価結果への不満」、「評価者の能力とバイアスへの不満」、「形骸化と全体的な負担感

への不満」、「漠然とした不公平感・不満感」と続く。 

「制度・仕組みの不合理さ・不十分さへの不満」に関する記述としては、「制度が既に

陳腐化してきており、根本的な見直しが必要と多くの職員が感じている。」、「役職者の

負担が大きく、マンパワーの面で制度を実質化させることが難しい。」、「未経験な人た

ちが作っているので、不備も多いなか運営をしている。」、「数値目標を求められる仕事

ではないため、到達度を設定しづらく、大きな改善目標を立てづらいが、毎年違うことを

求められ続けるため。」、「人事評価制度はあるが、明確に評価結果がフィードバックさ

れることはなく、上層部も説明責任を負いたくないのか、給与も順番にアップされてい

る。」、「ルーティンワーク主体の者と企画的業務主体の者を同じシステムで評価しなけ

ればいけない。」等といった記述があった。 

「評価基準・評価結果への不満」については、「制度が度々変わり、評価の指標も時々

によって異なるため」、「評価基準が定められているが試行的で役職ごとの評価が適切で

ない点もある。また人の評価なので好き嫌いもある。」、「評価基準があいまいで、正当

な評価がされているとは感じない。」、「上司が部下自身の評価を下げることをためらう

傾向があり、正しい評価がされているとは思えない。」、「活躍度や努力度など、実績を

数値化するなどの明確な判断基準があるわけでなく、上司の独断で決められる。今は年功

序列で上司になった者がほとんどで、的確に判断できる者がいない。」、「上司の好き嫌
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いが、かなりの割合で評価に反映されていると感じる。また、成果のない管理職が高い評

価で実際に頑張った若手があまり評価されない。」等といった記述があった。 

「形骸化と全体的な負担感への不満」に関する記述としては、「きまりとして年に 1 回、

自己評価シートを提出し、それに対して上司から評価面接を行うが、特に恩恵も不利益も

ない。形式上行っているだけ。」、「制度自体は存在し毎年実施されているものの、形骸

化しており、職員のマネジメントや人材育成、給与・賞与への反映などにうまく活用でき

ていないのではと感じる。何のためにやっているのか、正直疑問を感じている。」、「制

度はあるが実態は特に評価されることなく、ほとんどの職員の評価が均等化されている。」

等といった記述があった。 

「漠然とした不公平感・不満感」に関する記述としては、「弁が立つものが勝つ世界と

思う。」、「不公平感があり、透明性が低い。」、「非正規の意見や見解は全く無視され、

給与は一切上がることがない。」、「評価後不満がよく聞かれる。」、「絞り出している

感が強い。」等といった記述があった。 

今回の調査から、5 年、10 年、あるいはもっと以前の先行研究が指摘していた問題は、

現在もほとんど変わらず存続していることが見て取れる。厚生労働省の 2014 年の調査

（URL19）によれば、働きがいのある職場は、「希望が尊重される配置」、「希望に応じ

た研修」、「自分の意見の経営計画への反映」、「提案制度などの意見の吸い上げ」、

「評価結果のフィードバック」の施策を取り入れている、ということがわかっている。ま

た、職務特性モデル（ハックマン・オルダム・モデル）（Richard & Oldham 1976）に示

唆されるように、多様な技術を用い、自分で創意工夫をすることができ、結果のフィード

バックがあり、仕事そのものに意味があると感じることで、意欲を喚起することができる

と言われている（古野 2021）。人事評価のプロセスとの関係では「評価結果のフィード

バック」施策がある。リクルートマネジメントソリューションズの 2021 年の調査におい

て、人事評価に対して「納得感が高い人」ならびに「意欲が向上した人」とそうでもなか

った人を比較した際に、「目標設定において、納得いくまで上司と話し合えた」項目と

「上司は、目標の進捗状況を気にかけて、アドバイスや支援をしてくれた」項目において、

大きな差があった（URL20）。古畑・髙橋（2000）は、評価システムが持つ人材の能力

開発的側面について、「評価フィードバック」プロセスが能力開発を促すものであると指

摘している。しかし、1998 年時点のものではあるが、日本労働組合総連合会参加の組合員

に対する「生活実態調査」（対象 33,400 人、有効回答数 20,792 人）の分析の結果、評価
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結果のフィードバックについて「いっさい説明はなかった」（55.7%）、「結果の概要に

ついてだけ簡単に説明された」（21.3%）であり、当時の職場の四分の三では、評価フィ

ードバックというプロセス自体が軽んじられており、能力開発機能をうまく活かせていな

かった。リクルートワークス研究所の調査（2017）でも、「上司からの評価フィードバッ

クがなかった」（約 16%）、「評価結果のみを簡単に説明された」（約 38%）と、あわせ

ると現在でもなお半数以上が「能力開発要素を含む評価フィードバック」を受けていない

ことがわかる（URL21）。 

産業界にせよ、大学にせよ、「評価」は不人気であり、従業員の納得度は低く、人材育

成や組織成果の向上にあまり寄与していない。それでも、一度導入したものはなかなか廃

止にできないためか、多くの企業や大学で粛々と継続している様子がうかがえる。従業員

は嫌々ながらも制度を表面的に受け入れ、上司は「フィードバック」など負担が増加する

仕組みは行わず、双方ともに毎年の年中行事として、不満を持ちながらも粛々と実施して

いる状況が読み取れる。 

 

2.1.3 成果主義のルーツ 

成果主義による人材・組織マネジメントのルーツは米国に見ることができる。以下、

Cappelli（2017）によるレビューをもとに米国における成果主義の発祥及び普及と課題に

ついて概観する。 

成果主義の構成要素の一つである業績査定の起源は、第一次世界大戦時に米軍が、成果

の乏しい人材を特定・排除する目的で人事考課制度を考案したことに始まる。第二次世界

大戦直前には、差し迫った兵力拡大に備えて、短期的に大勢の士官候補を選り抜くために、

ランク分けが必須となった。次に、大戦後の経済拡大期の中、マネジャー層の人材不足が

深刻になったため、平社員をマネジャーに、マネジャーを経営幹部に引き上げるために査

定を活用するようになった。この 2 つの流れによって業績査定が一気に広まり、大戦後は、

米国企業の約 60%が人事考課制度を採用していた。その頃、1954 年に Peter F.Drucker が

『The Practice of Management』（Drucker 1954）において、自律的な目標設定と自己管

理による目標管理（Management by Objectives and Self-Control）を提唱し、このアイデ

アが当時の社会ニーズにフィットして広まり、これが目標管理制度（以下、MBO）の起源

となった。Drucker は、組織の理想的な状態として、「構成員が組織目的を自らのことと
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して共有し、その共有された目標に向かって組織成員が進んで自律的に行動する状態」と

描いた。また、同じ頃、1957 年には Douglas M.McGregor が後に X 理論と Y 理論と命名

した理論をハーバード・ビジネス・レビュー誌に寄稿し、人材は開発可能であること、そ

して、部下は上司からフィードバックをもらいながら業績目標を設定し、自己評価を行う

ことが望ましい、と発表し、目標設定と評価によるマネジメントの流れを後押しした

（McGregor 1957）。このような流れを受けて、1960 年代に MBO が目標設定と目標達成

に向けた社員の働きを管理し、また、育成する手法として全米に一気に広がっていった。 

しかし、1970 年代には、インフレ率が急上昇し、あらゆる物価が高騰し、給与の現状維

持は実質的な減給に値するような社会環境が生まれた。企業は従業員に対して公平性を示

すために、客観的な根拠をもとに給与を決める必要性が生じた。そのため、査定の重点を

「育成」より「成果」に求めるようにシフトしていった。1980 年代は、Jack Welch が

General Electric 社の CEO に着任し、部下の成果に決定的な開きがあっても上司はそれを

認めようとしない、という長年の懸案に対処するために、ランク付けを必須とする査定制

度を導入した。この制度は、第二次世界大戦時の米軍の手法を援用したとされている。

Welch は成果の劣る底辺を切り捨てるための道具として人事評価システムを使用し、社員

を A（報奨対象）、B（維持）、C（解雇）の 3 ランクに分類した。 

1990 年代には McKinsey & Company が人材獲得競争（War for Talent）の議論を広め

たことで、少数の非凡な才能こそ重要だとする人間観が強められた。そうした人材を選抜

し高い報酬を与えるために業績評価が利用されるようになり、その結果評定と報奨を重視

する傾向に拍車がかかった（鈴木 2017）。2000 年代初めには、Fortune500 社の 60％が

社員のランク付けを実施していた（鈴木  2017）。しかし同じ頃、組織のフラット化が進

み、マネジャー一人あたりの直属部下が急増した。1960 年代以前の平均は 6 人程度であっ

たが、それが一挙に 15～25人にまで急増した。これにより能力開発、特にMBOにおける

上司と部下が十分な対話に時間をかけることが物理的に不可能になった。また、この時期

には、他社からの引き抜き合戦が活発になり、それに伴って内部での人材育成のニーズが

減少した。生え抜き「以外」の人材（転職人材）の割合がかつて 10%前後であったところ

が約 65％にまで急上昇し、じっくり時間をかけて人材を育成する（make）よりも、市場

を通じて適任者を都度雇用する（buy）傾向が強まっていった。  

2000 年以降の米国における成果主義や業績管理に関する各種調査の結果について鈴木

（2017）の整理をもとに概観する。デロイト社が実施した 2015 年の調査では、回答した
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企業経営者の 58％が、現在の業績管理のやり方が従業員エンゲイジメントの向上にも高業

績の達成にも役立っていない、と回答した。多くの企業が業績管理のやり方の見直しを検

討しており、逆に業績評価制度の再検討はまったく考えていないと回答した企業は調査対

象全体の 12％のみであった（Buckingham 2015 ; Cappelli 2017）。 

評価結果の信憑性の疑義に関する調査・研究の成果も次々に報告されている。例えば、

Michael et.al（2000）の研究では、4,492 人のマネジャーが一定の評価項目について上司

2 人、同僚 2 人、部下 2 人から評価された結果、評点の分散の 62%は評価者の物の見方の

特徴によって説明できることが判明した。実際の業績の差異が反映されていたのは評価結

果のうちわずか 21%にすぎなかった。つまり、評点とは、評価される人の業績を測るもの

だということを誰しも暗黙の了解として捉えているが、「評点とは本当のところ何を計測

しているのか」というこの研究の問いの答えとして判明したのは皮肉にも、「評点は被評

価者の計測ではなく評価者がどんな人かを表現している方が圧倒的に大きい」ということ

であった（Buckingham 2015）。鈴木（2017）によると、コンサルティング・ファーム 

PDI Ninth House が行った調査では、2 人の上司から同時に業績評価を受けた約 6,000 人

の評価結果を分析した研究において、7段階評価の最上位評価を受けた従業員の中でもう 1

人の上司からも最上位評価を受けた割合は 38％に過ぎなかった。続々と発表されるリサー

チ結果から浮かび上がったのは、査定の結果は、実際の成果を反映するというより、誰が

評価者であるかによって決まる（評価者は自分に似たタイプの部下に高い評価を与える）

という事実であった（Cappelli 2017）。鈴木（2017）はさらに、人事評価制度そのもの

が悪いのではなく、正しくやれないマネジャーの評価スキルの問題だとする主張は、シス

テムの変革を拒む人々がまず行う典型的な対応である、と指摘する。そして、「問題は評

価者トレーニングによって解決すると主張されるが、しかし、主観的な評価を客観的なも

のにすることは本来的に困難である」と述べている。古野（2021）も同様に、人が人を評

価する場合、ハロー効果や遠近効果、そして評価の中心化傾向などの評価バイアスは避け

ることはできない、と指摘している。 

評価にかかるコストに関する指摘もある。例えば、Cappelli（2017）によると、デロイ

ト社が自社の業績評価制度に費やされる時間について調査した結果、65,000 人のデロイト

社員の業績管理に年間 200 万時間を費やしていることが分かった。これは社員 1 人あたり

の評価に、平均して年間 30 時間余を費やしていることになる（Buckingham 2015）。デ

ロイトが使ってきた業績管理システムでは、まず年初に 65,000 人を超える社員全員が目標
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を設定する。一つのプロジェクトが終了すると都度、社員がどれだけ目標に近づけたかを

それぞれの上司が評価し、さらにその社員の優れている点とそうでない点についてコメン

トを作成する。そしてプロセスの公平性を担保するために、上司による評価を考慮しつつ

年末には「コンセンサス会議」と呼ばれる会議を延々と開き、最終評価案を決定する。こ

れらの作業の総時間数が年間 200 万時間であった。会員制人事関連アドバイザリー会社

CEB（Corporate Executive Board Company）が行った別の調査では、マネジャーが部下

の査定に費やす時間は年間平均で約 210 時間であった。デロイト社は、業績評価制度はも

はや事業ニーズに合致しておらず、人事担当幹部の 58%は「業績管理は、マネジャーの時

間の有効な使い方ではない。現在のやり方は従業員エンゲイジメントの向上にも高業績の

達成にも役立っていない」と回答したと報告した。同じく Cappelli（2017）は、「ワシン

トン・ポスト紙のビジネス担当記者に言わせると、業績レビューは『企業の伝統儀式』で

あり、『創造性の発揮を妨げ、大量の事務作業を生むだけで、真の目的に寄与するもので

はない』といい、『コラボレーションやイノベーションとは無縁の前世紀の遺物だ』と評

する人もいる」と述べた。年間サイクルの業績評価システムを維持するために、大量の事

務作業とミーティングが必要であり、過大な時間とコストがかかる（鈴木 2017）。デロ

イト社は、業績評価制度の維持に多大な時間とコストをかけ続けなければならないにもか

かわらず、モチベーション効果はむしろマイナスになり、ビジネス環境が要請する迅速性

と創造性やチーム・コラボレーションの促進を阻害し、分厚い中間層の人材育成も放置さ

れているとし、そのことが、制度の無駄を強く意識させる傾向を強めたとされる。鈴木

（2017）の表現を借りると、1950 年代に「自律的な目標設定と自己管理による目標管理」

を推奨した Drucker や McGregor の意図とは異なり、トップダウンの目標設定、トップダ

ウンの評価方式として定着してしまった。伝統的な業績評価制度は、組織の上位が計画し

た組織目標に、組織の下位部門と現場で働く人々を上から統合する仕組みであり、

Command and control の管理思想を本質とする。そこでは、社員は定められた諸目標の

達成のみを意識するのが道理である。創造性や創意工夫は、MBO の運用とは本質的に矛

盾しているのである。さらに鈴木（2017）は、「階層制組織における上司の権威とトップ

ダウンの目標への社員の統合を、威嚇と不安によって維持する役割を業績評価制度は果た

している。しかしそれは、黙従（silent compliance）を確保することはできても、創造的

なアイデアを引き出す労働環境ではない。職場には常に心理的安全の欠如した緊張状態が
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ある。」と指摘する。つまり、Edmondson（2014）が主張する「心理的安全」を業績評

価制度が毀損し、様々なデメリットを生じさせているのである。 

 

2.1.4 No rating 

このような背景をもとに、近年米国では、業績評価制度や従業員の査定を廃止する「No 

rating」という新しい動きが始まっている。評価には所詮客観的な指標はなく、属人的で

情意的なものであるのだから、厳密な評価をするよりも、評価する側の負担を下げること、

そしてそこで生み出した時間を上司と部下のコミュニケーション、そして人材育成の時間

に振り向けよう、という動きである。研究の関心も「正しい評価」から「現場のマネジメ

ントに役に立つアセスメント」へ移ってきている（古野 2021）。MBO の限界を越える新

しい戦略策定・実行システムとして、OKR（Objectives and Key Results）と呼ばれる経

営管理システムが普及しつつある（鈴木 2020）。OKR は報酬と結び付けない。その理由

は、それが挑戦的で自発的な取り組みという OKR の本来の特質を消失させるからである

（Niven and Lamorte 2016）。Deci（1971）らが指摘したように、高い意欲で取り組ん

でいた仕事に対して、上司からの評価という外的報酬（外発的動機付け施策）を加えるこ

とによって、モチベーションを低下させるリスク（アンダーマインニング効果）がある。

Amabile（1996）は、「内発的動機づけは創造性につながり、外発的動機付けは創造性を

奪う」と指摘する。従来の評価の手法では、事業の目標と戦略は組織の上層から下層へと

伝達された。すべての社員が上層部の決めた方針に沿って、その実現に寄与するために目

標を設定することになっている。しかし、この手法がうまく機能するのは、目標が明確化

しやすく、年間を通して一定である場合に限られる。限定されたマニュアルワークを反復

する、例えば工場のベルトコンベアー仕事のような業務には当てはまるが、ホワイトカラ

ーの業務には当てはまりが悪い。近年の企業を取り巻く環境の変化は激しさを増しており、

「目標は明確化」しにくく、「年間を通して一定」ではないことがほとんどである。また、

他者に与えられた目標は個人の動機付けにポジティブな影響を与える「目標の駆動力」

（Lock & Latham 1990）を持たない。 

2001 年にアドビのソフトウェア開発者が発表した「アジャイル・ソフトウェア開発宣言」

は、そのような社会の変化の加速化を感じ取り、「計画の遵守よりも変化への対応を優先

する」など、いくつかの重要原則を掲げた。コラボレーション、自己管理、自主判断、よ
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り効果的な仕事の仕方のたゆみない模索、といった原則に重きを置いており、その狙いは、

試作品（プロトタイプ）の作成を迅速化して、顧客の意見や仕様変更にリアルタムで対応

することである（Cappelli 2017）。米国では、長期計画に基づく「ウォーターフォール型」

の製品開発ではなく、顧客の声を聞きながら小刻みに修正を加え、柔軟に製品開発を進め

るいわゆる「アジャイル方式」ないし「リーンスタートアップ」というビジネス方式が、

シリコンバレーのソフトウェア開発から始まり、他の産業部門にも急速に広がってきた

（鈴木 2017）。アジャイル方式ないしリーンスタートアップと、従来のウォーターフォ

ール型の製品開発、そしてトップダウンの「Comand and control」の人材・組織マネジメ

ントの相性は非常に悪い。そして、VUCA の時代、目標が明確化しやすく年間を通して一

定である業態はほとんど存在しないといって良い。大学も例外ではない。特に日本の場合、

世界最速の人口減少時代に突入し、多くの大学が閉鎖されることが予測されているのであ

る。 

このような流れの中、2011 年にアドビ社が従来型の業績レビューと大きく異なる手法

（OKR）を採用し、ジュニパー・システムズ、デル、マイクロソフトなどが追随した。

CEB が 2014 年に行った推計によると、米国企業の 12%が年次の人事査定を完全に廃止し、

廃止を検討ないし計画中の企業が29%に上った。2015年のデロイトの調査では、評価制度

を再検討する予定のない企業は、全体のわずか 12%であったと報告した。また、PWC の

報告によると、英国では大企業の 3 社に 2 社が既に制度変更を進めている（Cappelli 

2017）。一部、評価の廃止を撤回、復活する企業もあるが、それも古い手法に完全に回帰

するものではなく、社員の「評価・査定」より「能力開発」に着眼し、フィードバックに

より重点をおく、OKR の手法に近い形にリノベーションしている。 

ホワイトカラーの職務成果を直接的に測定することは、一部を除いて困難である。それ

を、上司の主観的評価に委ねてきたところに綻びが生じ、様々な問題が発生してきたこと

は前述のとおりである。一方、同じホワイトカラーでも、エンジニアの仕事は「成果」を

比較的測定しやすい。2012 年に Google は、その測定しやすい「成果」に紐づけて、成果

を生む先行要因の調査を行った。高い成果をあげ続けるチームにはどのような共通特徴が

あるのかをあぶり出す「アリストテレス・プロジェクト」がそれである。様々なものが測

定されたが、その結果、「成果」を最も予測したのは、組織目標からブレイクダウンされ

て各人に割り振られた役割に対して目標を設定する MBO といった、従来の人事管理で重

視されていた様々な要素や施策ではなく、「チーム内のミーティングにおけるメンバーの
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発言の同量性」であった。発言に同量性があるということは、チームの中に新しい意見に

対するオープンな雰囲気があり、且つ、奇抜な発言をしても攻撃されたり犯人探しをされ

たりすることはないだろうという「心理的安全性」を、メンバーが認知していることを表

している（URL22）。 

 ワシントン・ポスト紙のビジネス担当記者が、現在の MBO のシステムは『企業の伝統

儀式』となっており、『創造性の発揮を妨げ、大量の事務作業を生むだけで、真の目的に

寄与するものではない』とし、またそれどころか『コラボレーションやイノベーションと

は無縁の前世紀の遺物だ』という見方がある。欧米では MBO の成果の科学的検証が進ん

でおり、その結果米国では 4 割以上が既に現在の制度を既に変更したが、変更の過程にあ

り、英国では既に 6 割が変更を進め、脱 MBO の流れが加速している。その変化が向かう

方向性とは、評価には所詮客観的な指標はなく、属人的で情意的なものであるのだから、

厳密な評価をするよりも、評価する側の負担を下げること、そしてそこで生み出した時間

を上司と部下のコミュニケーション、そして人材育成の時間に振り向けよう、という動き

である。研究の関心も「正しい評価」から「現場のマネジメントに役に立つアセスメント」

へ移ってきていることは前述のとおりである。アセスメントの対象は、組織の最終業績結

果や、組織から個々の従業員に与えられた目標に対する目標達成度などではなく、従業員

のエンゲイジメントや、心理的安全性の認知度など、従業員の心理的側面に焦点を当てた

アセスメントにシフトしてきている。 
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2.2 リサーチクエスチョンと仮説 

2.2.1 リサーチクエスチョン 

前節までに述べた様々な課題認識を踏まえ、ここで一旦本研究のリサーチクエスチョン

を述べる。その上で、リサーチクエスチョンの導出に至った理論的背景や、それぞれの用

語の詳説は、次節以降に行うこととする。 

本研究では、Demerouti & Shaufeli（2001） ; Hakanen & Roodt（2010） ; 島津

（2014）; Bakker & Demerouti（2014）等による一連の JD-R 研究を援用する。JD-R と

は、Job Demand-Resource の略称である。仕事において従業員に求められる仕事の要求度

（demand）と、従業員が持っている各種の資源（Resource）が、従業員の心理的側面に

影響を及ぼしてパフォーマンスに影響を与える現象を現したモデルである。国内外におい

てこの JD-R モデルを用いた多数の研究の蓄積があり、その妥当性が確認されている。本

研究では、第 1 章で行った他のホワイトカラーとの比較から明らかになった大学職員の特

性を踏まえ、大学職員により適合するよういくつかの改変を加えた大学職員バージョンの

JD-R モデルを提案する（図 2）。改変のベースにしたモデルは、島津が 2014 年に提案し

た JD-R モデルである。島津（2014）のモデルについては 2.5.1 において詳細は後述する

が、Hakanen & Roodt（2010）の JD-R モデルで提唱された健康障害プロセスと動機付け

プロセスという 2 つのプロセス（Dual process）の概念を踏襲し、さらに Resource を「個

人の資源」と「仕事の資源」に分割することで、より精緻化を行ったモデルである。これ

らの先行研究におけるモデルを援用しつつ、本研究において筆者が加えた改変点、つまり、

大学職員バージョンの JD-R モデルのオリジナリティは以下のとおりである。 

① ストレス反応の先行要因に「仕事の要求度」に加え、第 1 章で明らかになった大学

職員フィールドの強みである「衛生要因」を加えた。 

② 近年のホワイトカラー職種における上司の持つ様々な影響に関する研究成果1を踏ま

え、「仕事の資源」を「仕事の資源（組織）」と「仕事の資源（上司）」の 2 つに

分割した。 

 
1 近年のホワイトカラー職種における上司の持つ様々な影響に関する研究には、Pearce

（2002）のシェアドリーダーシップ、George（2003）のオーセンティックリーダーシッ

プ、Greenleaf（1977）；Reink（2004）；Eva et al.（2019）のサーバントリーダーシップ

などがある。 
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③ Job Resource の後続要因に、売上や利益、ノルマといったプレッシャーにさらされ

ることなく、人類の発展や若者の未来に対して夢を語り、夢に向かって仕事ができ

るという特徴を大学職員の強みと捉え、「内発的動機付け」や「情緒的組織コミッ

トメント」を加えた。 

④ 職務成果の可視化が困難で成果に遅効性がある職員にとって当てはまりの良いアウ

トカムとして、「プロアクティブな行動」を設定した。プロアクティブな行動の構

成要素として、先行研究の成果をふまえ2「プロアクティブ・ビヘイビアー」と「ジ

ョブ・クラフティング」、また、ナレッジワーカーであるホワイトカラー職種に重

要な「知識仲介行動」、そして大学特有の教員と職員の重層構造を踏まえて「教職

協働促進行動」を設定した。 

 

この大学職員バージョンの JD-R モデルに基づき、リサーチクエスチョン（以下、

「RQ」）を 3 つ設定した。 

1つ目は JD-Rモデルの健康障害プロセスに関するRQであり、「高い仕事の要求度は職

員のストレス反応に作用し、その結果プロアクティブな行動に負の影響を与えるのではな

いか。ただし、良好な衛生要因はその負の影響を緩和するのではないか。」と設定する。 

2 つ目は、JD-R モデルの動機付けプロセスに関する RQ であり、「個人の資源、仕事の

資源は職員のワーク・エンゲイジメント、モチベーションやコミットメントに作用し、そ

の結果プロアクティブな行動に正の影響を与えるのではないか。」と設定する。 

3 つ目は、プロセス横断型の RQ であり、「各種資源はストレス抑制効果を持つのでは

ないか。」と設定する。 

 
2 プロアクティブ・ビヘイビアーの先行研究として、Parker Williams & Turner

（2006）; Grant & Ashford（2008）; Bindhi & Parker（2011）などがあり、ジョブ・ク

ラフティングの先行研究として Wrzesniewski & Dutton（2001）;高尾（2019）、知識仲

介行動に関しては Senge（1990）;石山（2018）などがある。教職協働促進行動はオリジ

ナルに策定した。 
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図 2 大学職員バージョンの JD-R モデル 

モデルに示された、PB/JC とは、Proactive behavior / Job crafting の略であり、従業員

の自己主導的で進取的な行動及び仕事のタスク境界もしくは関係的境界においてなす物理

的・認知的変化のことである。知識仲介行動とは、組織内において知を媒介する

Knowledge broker の行動のことである。WE とは、Work Engagement の略であり、仕事

に関連するポジティブで充実した心理状態を指す。IM/AC とは、Intrinsic Motivation / 

Affective Commitment の略であり、仕事に対する内発的な動機付けや組織に対する情緒

的なコミットメントを指す。 

 

2.2.2 仮説 

大学職員バージョンの JD-R モデルで示した、健康障害プロセスと動機付けプロセスに

関してそれぞれ仮説群を構築した。さらに、プロセスを横断した 3 つ目の仮説群を構築し、

定量分析による仮説検証を通して大学職員バージョンの JD-R モデル全体の妥当性の検証

を行った。 

健康障害プロセスに関する仮説群は、仕事の要求度（Demand）がストレス反応を高め、

その結果プロアクティブな行動を抑制すること、ただし、整った衛生要因はストレス反応
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を抑制し、ストレス反応によるプロアクティブな行動の抑制効果を緩和する、という因果

のプロセスを示している。動機付けプロセスに関する仮説群は個人の資源（柔軟性や開放

性、ポジティブフレーミングなど）や、仕事の資源（組織）（組織の柔軟性・開放性、心

理的安全性など）、そして仕事の資源（上司）（上司の柔軟性・開放性、権限の委譲や心

理的安全性など）が、職員の WE や IM/AC、すなわち仕事に関連するポジティブで充実し

た心理状態や、仕事に対する内発的な動機付け、組織に対する情緒的なコミットメントを

促進し、その結果として様々なプロアクティブな行動を促進するという因果のプロセスを

示している。プロセス横断の仮説群は、個人の資源と仕事の資源がストレス反応を抑制し、

ストレス反応によるプロアクティブな行動の抑制効果を緩和する、という因果のプロセス

を示している。 

これらの仮説に含まれる人的資源管理論や組織論、経営学における様々な構成概念の理

論背景については次節以降において詳説する。 

以下が本研究の仮説である。 

 

RQ1 健康障害プロセスの仮説群 

仮説 A-1 仕事の要求度（Demand）はストレス反応を高め、衛生要因はストレス反応

を抑制する 

仮説 A-2 ストレス反応は PB/JC を抑制する 

仮説 A-3 ストレス反応は知識仲介行動を抑制する 

仮説 A-4 ストレス反応は教職協働促進行動を抑制する 

 

図 9 RQ1 健康障害プロセスの仮説モデル 
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RQ2 動機付けプロセスの仮説群 

仮説 B-1 個人の資源、仕事の資源（組織）、仕事の資源（上司）は WE を促進する 

仮説 B-2 個人の資源、仕事の資源（組織）、仕事の資源（上司）は IM/AC を促進する 

仮説 B-3 WE と IM/AC は PB/JC を促進する 

仮説 B-4 WE と IM/AC は知識仲介行動を促進する 

仮説 B-5 WE と IM/AC は教職協働促進行動を促進する 

 

 

図 10 RQ2 動機づけプロセスの仮説モデル 

 

RQ3 プロセス横断の仮説群 

仮説C-1A 個人の資源、仕事の資源（組織）、仕事の資源（上司）はストレス反応を抑

制する 

仮説C-1B 個人の資源の自己効力感・開放性、柔軟性・創造性、ポジティブフレーミン

グ、仕事の資源（組織）の柔軟で開放的な風土、人材育成・成長機会、教

職協働風土、心理的安全性、仕事の資源（上司）の柔軟性・開放性、人材

育成・成長支援、権限の移譲、心理的安全性は、ストレス反応を抑制する 
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図 11 RQ3 プロセス横断の仮説モデル 

 

図 12 RQ3 プロセス横断の仮説モデル（下位尺度） 

2.2.3 人材・組織マネジメントの潮流 

次節以降において、リサーチクエスチョンの導出に至った理論的背景を述べるが、各論

に入る前に本項で人材・組織マネジメントの潮流の全体像を概観しておく。 

近代の人材・組織マネジメントに関する学術的な源流は米国に見ることができる。米国

では、1910 年～1920 年代に急激に工業化が進展し、作業の機械化・標準化が進んだ。技

術革新は新たな職務の生成と職務内容の変更をもたらした。また、企業が大規模化・複雑

化する中で、勘と経験だけでは経営がおぼつかなくなり、組織的・体系的・計画的な管理
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が求められるようになっていった。それに伴い労働者の採用・教育訓練・配置・昇進・賃

金の差配、安全衛生管理等の、いわゆる人事労務に関する問題が重要となりはじめた。こ

の頃に注目を集めたのがテイラーの「科学的管理法」（Taylor 1911）である。当時のアメ

リカでは、労働者が効率を上げ、同じ量の作業を短時間で済ませればその分給与を引き下

げるという「成り行き管理」が当たり前のように行われていた。それでは従業員の効率を

あげよう、良い物を生産しようというやる気は生まれない。そこでテイラーは「差別出来

高給制」を考案し、労働者の努力に報いた。同時に、工場のライン仕事の効率を 3S

（Simplification, Standardization, Specialization）により高め、定型化、単純化し、分業

制にすることで飛躍的に生産性を高めた。科学的管理法によって合理化を進めたフォード

の自動車は 1910 年に 950 ドルであったが、1924 年には 290 ドルまで下がり、1920 年に

は 125 万台を生産するまでに急成長した（猿谷 1991）。このように、工業化の進展、技

術革新による新たな職務の生成と職務内容の変更、企業の大規模化による労働者管理の必

要性から、「人事労務管理論」が確立されていった。当初の人事労務管理論の特徴は、従

業員をコスト（expence）とみなし、いかに人件費を削減するか、あるいは、最小限のコ

ストでいかに生産性を向上させるかという点が主要な課題であった。この時代の管理の対

象は主にブルーカラー労働者であった。労働者は機械や原材料と同等の代替可能な「資本」

であり、労働市場から容易に調達可能なものとみなされていた。また、テイラーの差別出

来高給制度に見るように、人間は経済的な誘因によって動機付けられ、より経済的あるい

は効率的に行動しようとするものであるという「経済人仮説」に基づいた、コントロール

（Command and control）型の管理論であったと言える。 

その後、メイヨーとレスリスバーガーを中心とするハーバード大学の研究グループが、

シカゴ郊外のウェスタン・エレクトリック社のホーソン工場（Hawthorne Plant）で 1924

年から 1934 年の間に「親和動機」の実験を行った（Mayo 1946）。実験では、まず工場

内に選抜グループが作られた。特に業績で優れていた工員を集めたわけではないが、「自

分たちは特別に選ばれ会社から注目されているという感覚を持つ」、「集団としての一体

感と目的意識が形成される」という、後に「ホーソン効果」と名付けられた効果によって、

その後意図的に作業環境を他の工員より悪くしても生産性は変化せず、安定的に高水準を

維持した。この実験により、人間は常に金銭のみによって動機付けられるとは限らないし、

必ずしも経済合理的に行動するわけでもないことが明らかとなった。この一連の研究をホ

ーソン研究と呼ぶ。ホーソン研究を機に、テイラーの科学的管理法を批判し、人間の動機
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付けや能動的な参加、個人と組織の関係性の重要性を主張する人間関係論・行動科学が登

場し、組織心理学・産業心理学分野の研究及び実践の系譜が生まれた。その後、世界恐慌

（1929 年～1941 年）、第二次世界大戦（1941 年～1945 年）を乗り越え、米国は戦後の

繁栄期を迎え、経済は急速に拡大していった。その頃、1950 年から 1960 年代には、マズ

ロー（A.H.Maslow）、アージリス（C.Argyris）、マグレガー（D.McGregor）の主要著

書がそれぞれ、1954 年、1957 年、1960 年に相次いで出版され、心理学者を中心に行動科

学的管理論の潮流が顕著になっていった。ちょうどこの時期は、ホワイトカラー層がブル

ーカラー層を数の上で凌駕し始めた。労働者を機械や工場などの物的資本に対し、ヒト

（労働力）を資本として見なしてコントロールを行う人的資本管理論から、徐々にヒトを

コストではなく資産とみて、且つ競争優位創出のための中核的資源として認識するように

変化していった。 

その後、人的資源管理論、戦略的人的資源管理論を議論する人事労務管理分野と、モチ

ベーション研究を中心とした組織心理学・産業心理学のそれぞれの分野に別れ、多様で活

発な議論がなされていった。図 3 で、それらの議論のうち本研究に関係の深い議論に絞り、

時間軸で可視化した。 
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図 3 人事労務管理分野と組織心理学・産業心理学分野の議論の系譜 

 

次節以降において、人事労務管理分野、組織心理学・組織心理学分野の研究の歴史を振

り返り、且つ近年の経営学の議論をレビューし、リサーチクエスチョン導出の理論的背景

を述べる。 
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2.3 人事労務管理分野における議論 

2.3.1 人的資源管理から戦略的人的資源管理へ 

人的資源管理論（以下、HRM：Human Resource Management）は、1960 年代以降の

人的資本論（human capital theory）や行動科学（behavioral science）を理論的な根拠と

している。人的資源管理とは、人の能力を高めることが持続的競争優位を獲得するうえで

極めて重要であることを強調する雇用関係管理の戦略的アプローチの一つであり、その管

理は雇用に関する施策・計画・実践を統合した一連の組み合わせを通じて行われる

（Bratton, et.al. 2007）。人的資源管理では人材を組織的資産（organizational assets）

として位置づけるところに特徴がある。また、人的資源管理という用語にあらわれている

ように、人材を他の組織的資源とともに「管理しうる資源」として捉えていることがわか

る（森川 2010）。 

ホワイトカラーの数がブルーカラーの数を凌駕し始めたことで、それまで中心であった

金銭的インセンティブから、数多くの非金銭的インセンティブが想定されるようになって

いった。例えば、労働生活の質の向上を実現するために、職務転換、職務拡大と職務充実、

組織開発、目標管理制度、従業員参加など組織の中の個人の欲求と組織目的を統合しよう

とする諸施策などがある（朴容寛・金壽子 2014）。管理対象の軸足は次第にホワイトカ

ラーに移ってゆき、「創造力や責任ある行動」、知的生産を担う「未開発な資源」を重視

する HRM 研究・実践が盛んになっていった。また、ホワイトカラーを主対象とすること

で、管理の力点は集団から個人に比重が移っていった（黒田 2006）。テイラーの科学的

管理法の時代と比較して、HRM は「経済資源としての人間重視」と「人間的存在として

の人間重視」という 2 重の意味で、人間重視の理念を含むものに変化していった（岩出 

1989）。 

米国で HRM 研究が活発になった契機として、1970 年代以降にアメリカの、世界経済に

おける相対的地位の低下があげられる。この時期の米国は極度な不況に陥っていた。当時

米国では、頻繁な M&A、財務中心の戦略展開、短期的な財務成果重視の経営が行われて

いた。その結果、短期的視野に基づく経営、そして、開発・生産における技術力の欠如、

人的資源の軽視、協調体制の欠如などの問題があり、人材育成は疎かになり、製品の改善

や技術革新を怠っていた。すなわち、短期的な利益確保に奔走するあまり、儲かる事業を

見つけては投資し、儲からない事業からは撤退するという事業の切り貼りを続ける一方で、
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企業内部の経営資源の地道な蓄積を怠ってきた。それが経済低迷の原因であった（奥寺 

2010）。その頃、かわって経済成長を遂げていたのが、従業員への積極投資を行っていた

日本とドイツであった。1980 年代に入るとその傾向はさらに顕著になり、従業員のコミッ

トメントを価値ある資産としている日本企業のいわゆる「日本的経営」への注目が世界中

で高まった。1979 年には Ezra F.Vogel が『Japan as Number One : Lessons for America』

(Erza 1979）を出版し世界的にヒットしたことはその象徴であった。そこから、HRM の

成果として従業員のコミットメントを育むという思想を持つ「コミットメントモデルの

HRM」が台頭しはじめた。この頃、Porter がコミットメントの分析ツールである OCQ

（organizational commitment questionnaire：Porter, et.al. 1974）を開発したことが、コ

ミットメントモデルの HRM の台頭に拍車をかけた（西脇 2008）。 

HRM の学術的・理論的な発展への貢献は、1984 年にミシガンモデルとハーバードモデ

ルの 2 つの HRM モデルが登場した影響が大きい。ミシガンモデルはミッション・経営戦

略、組織構造と HRM とのフィット（外部フィット）と HRM の個別施策間のフィット

（内部フィット）という 2 つのフィットの重要性を主張する。フィットモデルあるいはマ

ッチングモデルと言われている（Fombrum et al. 1984）。ハーバードモデルは、HRM 施

策は従業員のコミットメント（Commitment）、組織目標と従業員の目標の一致

（ Congruence ）、従業員のコンピテンス（ Competence ）、費用対効果（ Cost 

Effectiveness）の 4 つの C の最大化が目標であることを主張する（Beer et al. 1984）。こ

れらのモデルから、経営戦略タイプの HRM、戦略分類と人事戦略のフィットモデル、

QWL 運動など従業員重視の動きに対応したハイコミットメントモデルなど、様々なモデ

ルが登場していった。 

さらに、Porter（1980, 1985） によって ｢コスト・リーダーシップ戦略｣ ｢差別化戦略｣、 

｢集中化戦略｣という、事業単位での基本戦略の分類概念が生み出されたことにより、｢戦

略に対応した HRM｣という概念が生まれた（木村 2007）。その結果、1980 年代半ば頃か

らは、経営戦略論や戦略的経営論に従事する研究者が HRM を経営戦略と結び付けて議論

し始め、戦略的人的資源管理（以下、SHRM：Strategic Human Resource Management）

という概念が生み出され、本格的な議論が始まった。Devanna, Fombrum & Tichy（1981）

の論文「人的資源管理：戦略的視点（Human Resource Management : A Strategic 

Perspective 」が研究の導火線であると言われている。SHRM とは、人的資源を激変する

環境変化に柔軟に適応し、競争に勝ち抜き、持続的競争優位を保つための戦略的資源
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（strategic resource）としてみなす見方ないしアプローチである（朴容寛・金壽子 

2014）。 

SHRM の代表的な概念としては、ベストプラクティス・アプローチ（best practices 

approach）とコンティンジェンシー・アプローチ（contingency approach）の 2 つがある。

前者は、特定の HRM 施策は必ず高業績を生む「最善の施策」（high-performing best 

practices）であるとし、コミットメントモデルの HRM を追求する。後者は、置かれた競

争環境や取り巻く環境が異なれば、企業が採用する競争戦略が異なり、それに伴い従業員

に必要な資質や行動特性が異なると理解し、多様な競争戦略と HRM の整合のパターンを

追求するものである。Miles ＆ Snow（1984）は、「HRM は戦略に従う」という概念を

たて、企業のとる戦略を「防衛型」、「探索型」、「分析型」、「受身型」の 4 つに分類

した上で、それぞれの戦略に適した HRM システムを提唱した。 

いずれのアプローチにしても、SHRM の中心的な概念には、戦略、HRM、業績の 3 つ

があり、常に最終的な「業績」について検討を行ってきた。初期のSHRM研究は、戦略に

基づいて HRM 施策をすれば業績が高まる、という仮説に基づいた実証研究が主であった。

組織の最終成果（例えば ROA や ROE）を従属変数とし、戦略に対応した HRM 施策を独

立変数とする一連の研究がなされたが、戦略に対応した HRM を採用することが好業績に

つながるという説は SHRM 研究においては実証されないことが多かった（木村 2007）。

因果関係が実証されないことから、経営戦略や組織構造などの違いを問わず、あらゆる状

況に普遍的に有効な最善の HRM が存在すると考える、ベストプラクティス・アプローチ

がSHRM論において優勢となっていった。ベストプラクティス・アプローチの研究では、

使用者による労働者への統制を中心とした旧来型の人的資源管理システムよりも、ハイ・

コミットメント型の管理の方が、高い組織業績につながる、という結果が示されていった 

（Beer 1984, Walton 1985, Lawler 1986, Pfeffer 1994）｡そして、コミットメントを高め

るためのどのような政策が組織全体のパフォーマンスを上げる効果が高いかが盛んに研究

されるようになった。しかし、SHRM の狙いである人事政策を通じた業績向上は、成功事

例をケーススタディとして示すことはできるものの、理論面でのサポートや実証研究によ

る科学的根拠を持った結果は十分に得られなかった（西脇 2008）。以下、西脇（2008）

の先行研究の整理をもとに一連の主要な研究結果を概観する。まず、Huselid（1995）は、

アメリカ企業（業種、規模は限定せず）を対象に、選抜、ジョブデザイン、苦情処理手続

など 13項目の「ハイ・パフォーマンス・ワーク・プラクティス」と離職、生産性、企業の
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財務パフォーマンスの関係を分析したところ、人事政策が財務パフォーマンスと競争戦略

に与える効果は限定的であることを明らかにした。Collins & Clark（2003）、Lambooij, 

et. al.（2006）、Lopez, et. al.（2005）は人事政策と財務パフォーマンスの直接的な因果

関係を分析したが、いずれも両者に直接的関係はないか限定的関係に留まると結論づけた。

これら一連の実証研究の結果は、組織の人事政策と財務パフォーマンスの関係に否定的で

あることや、個々の政策別で関係性が異なることを明らかにしてきた。つまり、戦略、

HRM、業績の視点から｢戦略に対応した HRM の有効性｣を主張しようとした先行研究は、

戦略と HRM との対応が業績向上に寄与することを実証できず、戦略にかかわらず唯一最

善の HRM が存在する、という説（ベストプラクティス・アプローチ）が支持される傾向

を後押しした。一方、事例研究では、Miles & Snow（1984）はヒューレット・パッカー

ドやテキサス・インスツルメンツなどの企業の事例から人的資源を最大限に活用するため

の HRM のあり方を提示し、Haynes & Fryer（2000）はニュージーランドの 5 つ星ホテル

の人事政策と成果について、事例検討をしている。事例検討にみるように、SHRM は理論

というより実践的色彩が強い。実験室での実験とは異なり、HRM システムと業績の因果

関係は他の変数を完全に制御して検証をすることが困難なため、厳密に証明することがで

きなかったのである。 

1990 年代後半には、HRM システムと業績の因果関係が証明できていないという、統計

的研究に対する様々な批判を受けて、HRM 研究の研究課題は HRM システムの最終業績

への直接的なインパクトではなく、最終業績に影響を与える先行要因の生起メカニズムの

解明へと移行していった。このメカニズム（最終業績の先行要因）をブラックボックスに

見立てたこの研究課題は、ブラックボックス問題（Black box problem）と呼ばれるように

なり（櫻井 2015）様々な研究者がこの課題に取り組み始めた。具体的には、HRM システ

ムと組織業績を媒介する変数の特定に関心が移ったのであるが、そこで注目されたのが、

これまで SHRM 研究で軽視されてきた個々の従業員の存在であり、特に、HRM に対する

従業員の反応（心理的側面）に分析の焦点があてられることになっていった（Guest 

2011）。SHRM の理論枠組みは、HRM をマクロな視点で捉えて経営全体の中に位置付け

ていく上で十分に学術的な貢献を果たしたと言えるが、一方で従業員が意思と感情をもっ

て相互作用するというリアルな職場から次第に離れてしまい、人そのものに対する関心を

低下させてしまった（守島  2010）という批判がある。その原因の一つとして、櫻井

（2014）は、HRM の特質の 1 つに、研究として管理主義の視座を持つことにあると指摘
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する。管理主義とは、Comand and Control の思想に基づくものであり、管理を業績とを

直接的に関連付ける考え方である。これによりSHRMは戦略と成果を常に紐づけて捉える

視座を持つことになった。そのことが、SHRM 研究が労働者の感情や感性といった人間性

をとらえる事に不得手となっている原因であると指摘する。しかし、ブラックボックス問

題へのSHRM研究者らの取り組みによって、再び従業員にスポットライトが当たることに

なった。以下、櫻井（2015）による整理をもとにブラックボックス問題研究を概観する。 

 

 

図 4 Black Box Problem 

 

Boxall ＆ Purcell（2003）は、AMO（Ability, Motivation, Opportunity）モデルを提

唱した。AMO モデルとは、従業員個人レベルの業績を能力、動機づけ、（表現の）機会

の 3 つをブラックボックスのなかに当てはめることで、HRM システムと業績の間のメカ

ニズムを説明した。AMOを高めるためにHRMシステムを設計することで、従業員の潜在

能力と自発的な努力を高め、結果的に従業員個人レベルおよび組織レベルの業績を高める

というモデルである。個々の従業員のモチベーションや自発的な努力が、結果として組織

レベルの業績改善につながる、というモデルである。Bowen & Ostroff（2004）は、媒介

変数として風土の強さ（climate）を提示した。風土には、従業員個人にとっての心理的風

土と、そこから生じる組織風土が含まれる。HRM システムと業績の間のブラックボック

スに、風土 → 従業員の知覚 → 従業員行動（変容）というメカニズムを提示した。

HRM システムを機械的に投入すれば同じような結果が得られるという仮説に対し、組織

の規範や風土がどのようなものか、それによって個々の従業員が HRM システムをどのよ

うに感じ、どのように受け止めるか、そして、どのように反応するかによって、従業員行

動は変化することを示している。Purcell & Hutchinson（2007）では、媒介変数としてリ

ーダーシップ行動が提示された。この研究では、HRM システムと業績の間のメカニズム

に 6 つの段階が設けられた。それは、意図された HRM システム→実行された HRM シス
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テム→知覚された HRM システム→従業員態度→従業員行動→（ユニット・レベルの）組

織業績、というものであり、現場のマネジャーによるリーダーシップ行動は実行された

HRM システムの段階に相当する。ここでは、HRM システムを機械的に投入すれば同じよ

うな結果が得られるという仮説に対し、現場のマネジャー（管理職）がどのような存在で

あるか、どのような行動をとるかによって、従業員の態度や行動に影響を及ぼすことを示

している。これらのブラックボックス問題における議論を踏まえ、Purcell & Kinnie

（2007）が、HRM システムが業績に影響を及ぼすまでのメカニズムについての統合的な

理論枠組みを提示した。このモデルでは、設計者によって意図された HRM システムが現

場のマネジャーのリーダーシップを通じて実践され、それが従業員の知覚に対して影響を

及ぼし、その知覚が従業員の態度と行動へと影響を与え、従業員行動が時間の経過に伴っ

て組織レベルの業績へと結び付いていくという、一連の因果モデルが示された。これらの

ブラックボックス問題への取り組みによって、SHRM の枠組みにおいて軽視されてきた

個々の従業員の知覚・態度・行動の変容が、組織業績へと影響を及ぼすという理論枠組み

が完成したのである。このような経緯を経て、2000 年以降の SHRM 及び HRM の研究に

おいては、HRM 施策に対する従業員の反応（心理的側面）に分析の焦点があてられ、中

でも、従業員の知覚としての組織コミットメントが中心的課題となっていった。 

ただし、近年、世界の MBA 等教育機関における SHRM は、組織の構造的側面、従業員

の人間的側面の双方について取り扱うようになっており、人事労務管理分野と組織心理

学・産業心理学分野を横断的に捉えた広義のSHRM論がトレンドとなってきている。こと

は付記しておく。 

   

2.3.2 組織コミットメント 

コミットメントの定義として長らく受け入れられてきた Porter, Steers, Mowday, & 

Boulian（1974）の定義を訳すと、「組織の目標・規範・価値観の受け入れ、組織の為に

働きたいとする積極的意欲、組織に留まりたいという強い願望によって特徴づけられる情

緒的な愛着」となる。Porter らは情緒的コミットメントの測定尺度として 15 項目からな

る OCQ（organizational commitment questionnaire:Porter,et.al. 1974）を作成し、長ら

く広く活用されてきた。しかし、OCQ には、項目の中に組織への積極的な意欲や、組織へ

の残留意図が含まれていることから、組織のパフォーマンスや離転職と相関があることは
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当然であろうという批判が生まれた。そこで、近年では OCQ への批判を踏まえ、組織コ

ミットメントを「情緒的（affective）」、「継続的（ continuance）」、「規範的

（normative）」という 3 つの下位次元からなる集合概念として捉えるようになってきた。

最もよく利用される尺度が、Allen & Meyer（1990）の尺度である。 

情緒的組織コミットメントは、組織行動論・組織心理学の分野で発展してきた概念であ

る。個人の組織に対する心理的愛着（Bowlby 1982）であり、最も一般的な組織コミット

メント概念とされ（Reichers 1985）、「ある特定の組織に対する個人の同一化及び関与の

強さ」と定義される（Porter et al. 1974）。情緒的組織コミットメントは、職務・役割と

いった組織内の個別要素に対してではなく、組織全体への情動的な同一化および関与の強

さを示していることから、職務満足などの組織内の個別要素に対する個人の態度と比較す

ると、相対的に長期にわたって保持され、一貫・安定していることが経験的に検証されて

いる（高橋 1997）。また、情緒的組織コミットメントは、自発的貢献意欲と残留欲求に

よって特徴づけられる（DeCotiis & Summers 1987, Porter et. al. 1974 など）とされる。 

一方、継続的組織コミットメントは、社会学の領域で発展してきた概念である。継続的

組織コミットメントは、組織の成員でいることの報酬と費用の関数である。すなわち、組

織在籍年数の長期化に伴ってコミットメントは高揚する（Reichers 1985）と捉える。

Becker（1960）が提示したサイド・ベット理論に依拠する。サイド・ベットとは個人の埋

没費用（sunk cost）の一種である。個人は組織に在籍し続けることによって、給与の上昇

や年功に応じた様々な付加給付を組織から受けることができ（Ritzer & Trice 1969）、ま

た、勤続が長期に及ぶほど、離転職をした際に当該組織と同等の給付をうけることが難し

くなる。したがって、サイド・ベットは、成員の組織への在籍年数と正の相関関係を示す

ものと想定されている（Grusky1966 ; Meyer & Allen 1984）。サイド・ベットが増加す

ることにより、個人が組織を去ることによって回収不能となる投資が増加する。個人は合

理的に自らのサイド・ベットを認知・評価し、組織に在籍「する必要がある」ためにコミ

ットメントを形成する。この性質から、継続的組織コミットメントは「計算的コミットメ

ント」や「道具的コミットメント」、「功利的コミットメント」とも呼ばれる。このよう

に継続的組織コミットメントは、経済的要因に基づくコミットメント概念である。 

規範的組織コミットメントは、自分は組織に留まり、適応しなければならないという義

務感・規範意識（Allen & Meyer 1990）と定義される。規範的組織コミットメントにおい

て内在化・同一化の対象となるのは、組織そのものではなく組織プロセスの一部である。
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組織における服従行為・服従構造の形成のメカニズムには規範と権威がある（Etzioni 

1961）。規範的組織コミットメントには個人の生得的な義務感や規範意識が含まれ、さら

には個人のパーソナリティが先行要因であるという指摘もある（McKenna 1994）。 

このようにコミットメント概念は多様であるが、HRM や SHRM のコミットメントモデ

ルが依拠しているのは組織との情動的な一体感を表す「情緒的組織コミットメント」であ

る。情緒的組織コミットメントは、賃金などの外的報酬に依存せず従業員の組織に対する

一体感、忠誠心、満足を高めることで自発的貢献意欲や残留欲求を引き出そうとしている

点で、内発的動機づけと近い（西脇 2008）とされる。情緒的組織コミットメントのアウ

トカムには、組織市民行動（organizational citizenship behavior）、役割外行動など、自

発的で内発的、進取的な行動があげられている。組織市民行動とは、自由裁量的で、公式

的な報酬体系では直接的ないし明示的には認識されない個人的行動であり、その個人的行

動の集積によって組織における効率性・有効性という機能を促進する行動（石橋 2016）

と定義される。 

このように、2000 年以降の HRM 及び SHRM 研究の中心的課題となっていったコミッ

トメントは、アウトカムとして自発的で内発的で進取的な行動を生み出すことが想定され、

内発的モチベーションと近い概念として取り扱われるようになっていった。 
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2.4 組織心理学・産業心理学分野における議論 

2.4.1 モチベーション・マネジメントと HRM・SHRM 

人材・組織マネジメントに関するもう一つの潮流は、組織心理学・産業心理学分野にお

けるモチベーション研究である。Wright & Boswell（2002）はマクロ組織論的研究を戦略

的（strategic）、ミクロ組織論的研究を機能的（functional）と分類し、HRM におけるミ

クロ的側面の分析の焦点は個人に当てられているとした。野中（1974）は組織論の類型を

構造論対動機付け論の 2分法でとらえ、マクロ組織論は構造理論､ミクロ組織論は動機付け

論（モチベーション理論）にほぼ対応する、と指摘した。モチベーションをベースにした

マネジメントは、人そのものではなく「人の心理」をマネジメントの対象と考え、従業員

の感情や心理と、パフォーマンスとの関係解明を通じて従業員の主体的行動を促進する人

事施策をいかに実現するかに着眼点を持っている。組織の最終成果ではなく、従業員の認

知や行動の変容、そして主体的で進取的な行動をモチベーション・マネジメントの成果と

捉える傾向があり、コミットメントモデルの HRM・SHRM と共通点がある。前節で見て

きたように、HRM 研究が SHRM 研究へと進展する過程で、より構造論的且つ戦略論的な

方向に議論が進み、感情や感性を持つ存在としての人が軽視されるようになっていった。

しかし、組織成果を従属変数とし、構造論と戦略論を独立変数とした研究ではその因果関

係が説明できず、しかし現実社会のケーススタディでは HR 施策によって成果を上げてい

る企業は少なくなかった。そこで、戦略や施策がどのようなプロセスで組織成果につなが

っているのか、そのメカニズムをブラックボックスに見立てた上で、その中に感情や感性

を持つ「人」の心理的側面や、人の心理的側面に影響を及ぼす組織風土を投入することに

よって、組織の最終成果を予測するという方向にSHRM研究は変化していった。マクロ戦

略論的であったSHRMが、ミクロ戦略論的であるモチベーション研究に取り組み始め、モ

チベーションやコミットメントといった従業員の心理的側面を、組織成果を説明する主要

な変数であると位置づけるに至った。この経緯は前節までで見てきたとおりである。 

さて、モチベーション・マネジメントは、ホーソン研究を機に、テイラーの科学的管理

法を批判し、人間の動機づけや能動的な参加、個人と組織の重要性を主張する人間関係

論・行動科学が登場することでその研究及び実践の系譜が生まれた。組織心理学・産業心

理学分野におけるモチベーション研究では、一貫して常に人の心理的側面に焦点をあてて

きた。ただし、モチベーションを HRM の後続要因と捉えるか、あるいは、組織の最終成
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果の先行要因と捉えるか、という点については諸論が存在する。また、人の心理的側面の

変化と組織パフォーマンスの間をつなぐリンク（因果関係）の解明は不十分であるという

批判は今日に至るまで常に存在し続けてきた。 

 

2.4.2 モチベーション研究 

「モチベーション」と「動機付け」は同義であり、本論では両方を使用する。さらに、

論者によって「動機付け」や「動機づけ」と表現が異なるが、本論では引用の際は原文通

り、それ以外は「動機付け」と表記する。 

モチベーションに関する学術的な研究の歴史は 1900 年初頭の Taylor の「科学的管理法」 

（Taylor 1911）にまで遡ることができる。前節においても確認したが、本節でも Taylor

から始まる研究の潮流を改めて概観する。 

当時のアメリカでは、労働者が効率を上げ、同じ量の作業を短時間で済ませればその分

給与を引き下げるという「成り行き管理」が当たり前のように行われていた。それでは従

業員の効率をあげよう、良い物を生産しようというやる気は生まれない。そこでテイラー

は「差別出来高給制」を考案し、労働者の努力に報いた。同時に、工場のライン仕事の効

率を 3S（Simplification, Standardization, Specialization）により高め、定型化、単純化

し、分業制にすることで飛躍的に生産性を高めた。人間は経済的な誘因によって動機付け

られ、より経済的・効率的に行動しようとするものだという「経済人仮説」に基づいたマ

ネジメントである。その後 1920 年代にメイヨーらがシカゴ郊外のウェスタン・エレクト

リック社のホーソン工場で実施した「親和動機」の実験（Mayo 1946）では、工場内に選

抜グループが作られた。特に業績で優れていた工員を集めたわけではない。しかし、「自

分たちは特別に選ばれ会社から注目されているという感覚を持つ」、「集団としての一体

感と目的意識が形成される」という「ホーソン効果」により、意図的に作業環境をその他

の工員より悪くしても生産性は変化せず、安定的に高水準を維持した。この実験により、

人間は常に金銭で動機付けられるとは限らないし、必ずしも経済合理的に行動するわけで

もないことが明らかとなった。「経済人仮説」から、「社会人（情緒人）仮説」に基づい

たマネジメントへの発想の転換、パラダイムシフトの端緒であった。ここから、人間関係

論・行動科学が生まれた。 
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初期のモチベーション研究は、より生物学的なアプローチからスタートした。例えば、

キャノン（Cannon 1932）は「ホメオスタシス（恒常性維持）」理論を提唱し、人間は生

来、生理的な過不足状態に陥った時、それを過不足ない状態にしようとする動機を持って

いるとした（不均衡から均衡への動機付け）。つまり「足りないものを足りる状態にする」

ことが人間の動機付けであると考えた。それに対しマギル大学のヘッブら（Heron & 

Hebb 1953）が行った実験として、全ての感覚を遮断しベッドに横になり続けるという、

感覚遮断実験がある。横になり続け、食事も得られ、１日 20ドルという当時としては良い

給与を与えた（つまり過不足ない状態にした）ところ、数時間から２日の間に全ての被験

者がギブアップした。たとえ過不足なく均衡が保たれていても感覚的刺激の欠如状態から、

刺激を求める強力なモチベーションを持ち始める「感性動機付け」の存在を発見した。こ

こから、人間は単に不足しているものを補う以外に、外部からの感覚的刺激を必要とする、

知的好奇心を持った存在である、ということが証明された。そして、ハーロウ（Harlow 

1950）がアカゲザルへのパズルの実験で、強制や報奨も、あるいは褒めることも罰するこ

ともなしに、アカゲザルがパズルに熱心に取り組み、次第に熟達していく様を観察し、

「課題に取り組むこと自体が内的報奨にあたる」として「内発的動機付け」を発見した。

特別な、または外的なインセンティブにうったえなくても、有意義な学習が得られ、効果

的な成果が継続したという発見である。ドゥンカー（Dunker 1945）は、モチベーション

の別の側面として、クリエイティビティを測定する「ロウソク問題」の実験を行った。非

常に簡単な問題の場合は報奨を与えたグループの方が早く回答をしたが、創造性が必要な

課題の場合は、報奨を与えたグループが、報奨を与えないグループよりむしろ回答の時間

が長かったことを発見した。創造性を必要とする課題の場合、報奨は視野を狭め、創造力

を鈍らせるということを明らかにし、報奨の負の側面を発見した。 

これらの生物学的な実証研究の時代を経て、マズロー（Maslow 1954）は人間が持つ５

つの欲求の段階的階層性である「欲求階層論」を提唱した。人間の欲求は低次なレベルで

ある「生理的欲求」から「安全と安定の欲求」、「所属と愛の欲求」、「承認・成功への

欲求」そして最も高次な「自己実現の欲求」へと段階を踏むとする。一つの欲求を満たす

とその欲求による行動の駆動力は失われ、一つ上の欲求の段階に移り決して同時に 2 つの

段階は踏まない。生理的欲求や安全・安定欲求など、必要を満たす欲求の上位に人間の欲

求は続くという人間の心理の性質を示している。ハーズバーグ（Herzberg 1968）はモチ

ベーションを高める要因と下げる要因は異なるという二要因論を示した。前者は仕事自体
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の性質、責任の委譲、まとまりのある仕事、職務遂行の自由、より困難な仕事、個人がエ

キスパートとして育つような仕事であり、「動機付け要因」と呼んだ。後者は制度、施設、

給与、人間関係など、仕事の環境に備わった性質であり、「衛生要因」と呼んだ。「衛生

要因」は、不足がモチベーションを下げることはあっても「衛生要因」の整備そのものが

モチベーションを高めることはないことを実証研究によって明らかにした。すなわち、給

与や賞罰などは「衛生要因」であり、意欲を高める「動機付け要因」とは別の存在であり、

それぞれに必要な施策は別ものである、という概念が初めて示されたのである。 

これら一連の研究から、人の行動を誘引するモチベーションの正体が少しずつ明らかに

なっていった。その後も、マクレランドの「欲求理論」（McClelland 1961）、チクセン

トミハイの「フロー理論」（Chikszentmihalyi 2000）、ピンクの「Drive」（Pink 

2013）、セリグマンの「ポジティブ心理学」（Seligman 2014）など、モチベーションに

関する研究は蓄積されてゆき、人間の行動を起こし、持続させる上でのモチベーションの

重要性、外発的動機付けのリスクとデメリット、内発的動機付けのメリット等に関する分

厚い研究の蓄積がある。 

 

2.4.3 内発的動機付け 

モチベーション研究の主要な課題に「内発的動機付け」がある。デシ（Deci 1985）は、

動機付けには「内発的動機付け（intrinsic motivation）」と「外発的動機付け（extrinsic 

motivation）」の 2 つがあるとした。以下に、外山（2013）による内発的動機づけの定義

に関する解説を引用する。 

 

内発的動機づけというのは（中略）、活動に対する好奇心や興味・関心によってもたら

される動機づけ（モチベーション）のことである。（中略）内発的動機づけに基づいた行

動は、行動そのものが目的となっており、他に目的があって行動しているわけではない。

外発的動機づけは、賞罰、強制、義務といった外部からの働きかけによってもたらされる

動機づけ（モチベーション）である。（中略）外発的動機づけに基づいた行動は、何らか

の目的を達成するための手段であると言える。つまり、その行動をすることが目的である

場合が内発的動機づけであり、その行動をすることが手段である場合が外発的動機づけで

あり、「目的-手段」の観点から動機づけを分類していることになる。 
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また、それぞれの特徴として以下を挙げている。 

 

外発的動機づけに基づいた行動の場合は、その目的が他にあるため、目的が無くなった

時点で自発的に行動することが無くなり、モチベーションが低下しやすい。つまり、報酬

を得ることや罰を回避することが目的で、行動はその手段となるため、常に誰かがみてい

てアメやムチを与え続けなければ行動しないということになる。外発的動機づけによって

目標達成に向けて動くことは確かである（中略）一方、内発的動機づけに基づいた行動は、

外的な報酬や罰は必要なく、そこから得られる達成感や充足感が報酬となるため、自発的

に、そして積極的にその行動に従事し、しかも継続的に行うことができる。強力かつ持続

的（後略）である。 

 

デシとライアン（Dici 1975）がソーマキューブのパズル実験によって報奨（外発的動機

付け要素）が内発的動機付けを台無しにする「アンダーマイニング効果」を発見した。ま

ず、パズルの取り組みに対して報奨を与えるグループと、与えないグループの 2 つに分け

た。当初は両グループ共に休憩時間にもパズルを熱心に楽しんだ。その後、1 つのグルー

プにパズルへの取り組みに対して報奨を与えた。すると、報奨を与えなかったグループに

比べ休憩時間にパズルに取り組む時間が著しく短くなった。さらにその後報奨をやめると

告げるとパズルへの取り組みは更に減少した。「その事自体が楽しい」パズルであるが、

報奨を与えることによって、目的がパズルを楽しむことから、報奨を得ることにすり替わ

り、パズルへの興味とモチベーションを台無しにしてしまったという実験である。「人間

は常に金銭で動機づけられるとは限らないし、必ずしも経済合理的に行動するわけでもな

いこと（経済人仮説の否定）」に加え、それどころか経済合理的な行為（報奨を与え行動

を誘引する）そのものが本来の動機付けを台無しにする負の効果がある、ということを明

らかにした点が画期的であった。なお、報奨の全てが否定されるものではもちろん無く、

レッパーらの実験では、「思いがけず得られる報奨なら大丈夫」であることが明らかにさ

れている。デシとライアンも、報奨の提供側が「これをすればこれを与える」という、

「他者統制」の意図を持ち、「交換条件付きの報奨」として使用する場合にアンダーマイ

ニング効果が生まれるが、成果に対する情報のフィードバックとして報奨を用いた場合は

その限りではないことを明らかにしている。 
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ただし、レッパーの実験でも明らかなように、報奨そのものが内発的動機付けを阻害す

るのではなく、「これをすればこれを得られる」という「期待」を被提供者が持ち、行為

の目的が報奨を得ることにすり替わることが問題なのである。報奨には中毒性があり最初

は「思いがけず」得られた報奨も、次ももらえるのでは、と「期待」が生まれ、次第に

「交換条件付きの報奨」になる（外山 2013）。 

内発的動機付け施策は、仕事そのものへの興味、魅力、やりがいを高め、自己実現や自

己の成長の実感を得られるようにする施策である。内発的なモチベーションは他者から直

接的に植え付けられるものではないが、個々人がそれを得られるような支援を行うことは

可能である。ただし、その支援を統制目的で行ったり、又は個人がそう認知したりすると、

外発的動機付け施策に変容する。デシは、内発的に動機付けられた行動を、「人がそれに

従事することにより、自己を有能で自己決定的であると感知することの出来るような行動

である。」と説明している。外発的動機付けのデメリットについてデシは、「ある活動に

対する外的な報酬として金銭が用いられる場合、対象者はその活動自体に本心からの興味

を失う」という「アンダーマイニング効果」を示した。当初仕事そのものに興味を持って

いても、報酬を得ることに目的がすげ変わってしまう、というネガティブな効果である。

さらに、報酬は目先の成果を達成することに注意を向かせ、組織にとってより本質的な課

題を先送りにするというデメリットがある。さらには、目先の成果を達成し、報酬を得る

ために不正が行われるリスクまである。信賞必罰、アメとムチによる動機付けは、一見公

平性が高く、合理的で効率的な動機付け施策に見えるが、種々の課題とリスクを持ってい

るのである。また、アマビル（Amabile 1996）は、「内発的動機づけは創造性につながり、

統制された外発的な動機づけは創造性を奪う」という「内発的動機づけの法則」を示した。

目先の成果に着目することで創造性が阻害されるというネガティブな効果である。短期的

なこと、単純なことに外発的動機付けは機能するが、長期的で複雑で、創造性を要する事

象には外発的動機付けは逆効果となる。同様の結果を示したドゥンカー（Dunker 1945）

の「ロウソク問題」の実験の結果は前述のとおりである。 

内発的動機付けにもとづく行動は、他者からの統制ではなく、自己決定的であり、自律

的である。「やらされている」ことではなく「やりたいこと」を行えている感覚である。

内発的動機付けがもたらす報酬は、楽しさと達成と有能感の感覚である。仕事自体が楽し

い、やりがいがある、貢献している、という感覚が内発的動機付けを高め、そこから得ら
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れる達成感や充足感が報酬となり、自発的に、そして積極的にその行動に従事し、しかも

継続的に行われる。自律的に考え、学習し、夢中になる。 

デシは、人間は生来「有能感」、「自己決定」、「関係性」への生得的欲求があるとし、

この感覚を得ることが出来る活動に対して「内発的動機付け」が生まれるとした。また、

その感覚をさらに得るために、意欲的な努力や学習が生じ、継続されるという。また鹿毛

（2013）は、「内発的動機付けとは、単なる楽しい体験ではない。その積極的な意義は

『質の高いパフォーマンスを生み出す動機付け現象』である点に見出すことができる」と

指摘している。 

職員を「処理者」から「遂行者」に変えるというベクトルは、すなわち「スキル（マニ

ュアル）ワーカー」から「ナレッジワーカー」への変化のベクトルである。ドラッカー

（Drucker 1968）は、脱工業化社会、すなわち知識基盤社会においては、生産・オペレー

ション中心のスキルワーカーのニーズが下がり、知的生産物を創造するナレッジワーカー

のニーズが高まることを指摘した。日本の大学界はまさに量的拡大期を終え、競争と淘汰、

個性化と生き残りの時代に入っている。知的生産物を創造し、組織の競争優位を生み出す

ことが求められ、職員にはナレッジワーカーとしての役割が求められている。ナレッジワ

ーカーに最も必要な資質は知的生産性である。知的生産性の代表は創造性（個人又は小集

団でより新奇で有益なアイデアを生み出すこと）である（城戸・内田 2008）。しかし、

統制された外発的な動機付けは創造性を奪ってしまう。城戸・内田（2008）は、「人間は

金銭等の外発的要因に動機づけられている時、できるだけ無駄なく効率的に目標達成する

ことに専心する。それに対して内発的に動機付けられていると、好きな仕事に従事してい

るためいろいろな問題に挑戦することに魅了されたり、自己決定や有能感から自分のアイ

デアに信念を持ったりすることになる。自分の仕事が好きで、信念を持ち、夢中になり、

執拗に探求を行う。反対に外発的動機付けの場合はこの探求をほとんどしない。これが創

造性の違いとなって現れてくる。ナレッジワーカーに必要なのは創造性である。」と指摘

している。ナレッジワーカーは、自律的であり、仕事自体に興味を持ち、課題を発見し、

探求し、創造性を働かせ、実験し、実践することが求められる。外発的動機付けには創造

性を阻害することや、仕事自体への興味を削ぐアンダーマイニング効果のリスクがある。

よって、スキル（マニュアル）ワーカーがナレッジワーカーにパラダイムシフトすること

を支援するためには、内発的動機付け施策を取ることが有効なのである。 
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2.4.4 ワーク・モチベーション論 

前節で見た通り、モチベーション論には分厚い研究の蓄積があり盤石なものとなってい

る。しかし、モチベーションの源泉には様々なことが想定され、且つ、モチベーションの

発揮場面も多様である。このような、広範なモチベーション理論の中で、特に仕事の場面

に焦点を絞った理論として、ワーク・モチベーション論がある。日詰（2009）は、ワー

ク・モチベーションを「組織や仕事に関連した目標に向かい高い水準で努力することの意

思や心理的プロセスであり、それにより働く人が何らかの欲求を満たそうとすること」と

定義している。代表的な関連理論には、目標設定理論（Locke 1990）、社会的認知理論

（Bandura 1979）、組織的公正理論（Greenberg and Folger 1983）などがあり、いずれ

も、従業員が職場内において何らかの行動を生起させ、推進し、持続するプロセスを説明

している。 

ワーク・モチベーション論は、通常のモチベーション論に比べると、場面を仕事に限定

している点に加え、「罰則」などのわかりやすいネガティブな外的報酬ではなく、「（役

割なので）頑張らねばならない」、「自分がやらねば」、「放おっておくわけにはいかな

い」などといった脅迫的な観念（内側から生じる外発的な動機付け）による行動誘引に対

する研究蓄積に特徴がある。脅迫的な観念を伴うワーク・モチベーション、すなわち「モ

チベーションの負の側面」は、確かに行動を誘引するが、必ずしも仕事に対するポジティ

ブな結果のみを生み出すものではない。「この仕事をしたい」、というモチベーションで

はなく、「この仕事をやり遂げねばならない」という抗いがたい衝動により、過度に仕事

をし続けてしまい、仕事を家に持ち帰ってしまうこともある。モチベーション研究におけ

る研究室内での心理実験ではあまり想定されなかったが、このような感情や行動は実社会

ではよくあることである。過度に仕事を続けてしまう結果、プライベートや自身の心身を

犠牲にしてしまうことがある。このような状態をワーカホリズムと言う。ワーカホリズム

は職業性ストレスと強く関係し、職業性ストレスはうつや怒りなどのネガティブな感情状

態である心理的ストレス反応を喚起することが、様々な研究で明らかになっている

（eg.Cooper and Marchall 1976 ; Karasek 1979 ; Hurrell and McLaney 1988 など）。仕

事のストレッサーによってストレス反応が生じるプロセスのことを「健康障害プロセス」

という（大塚 2017）。ストレス研究において、ストレス経験の後続要因と位置づけられ

るストレス反応には、短期的には血圧の上昇や緊張感、長期的にはバーンアウトや心臓疾

患などがあげられる（久保 1998）。健康障害プロセスは、このように個人の健康を阻害
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し、結果として組織のパフォーマンス、組織の生産性に対して様々なネガティブな影響を

生む。つまり、ワーク・モチベーションは、従業員の行動を誘引することは明らかである

が、その背景に脅迫的な観念を持っている可能性を持つ「諸刃の刃」という側面がある。

ストレス経験の先行要因としては、環境要因として過重負担や役割葛藤など、個人要因と

してパーソナリティや経験などがあり、対処行動である問題解決、他者からの助言、気分

の発散などによってストレス経験を緩和・軽減することが可能である（久保 1998）。例

えば、上司や同僚などからのソーシャルサポートが仕事のストレッサーと心理的ストレス

反応との関連を弱めたり、直接的に心理的ストレス反応を低減したりすること（種市・大

塚・小杉 2003）や、担当する職務に自律性がある場合、自らの知識や技能、能力が活か

されている感覚（自己効力感）がある場合には組織に対する前向きな行動が増加すること

（Parker and Well 1998）などがわかっている。 

モチベーション研究は、第二次世界大戦以降の 1950 年代から 1980 年代頃にかけて心理

学者によって精力的に取り組まれ、その時期に主要な理論のほとんどが提唱されたと言っ

ても過言ではない（池田 2017）。しかし、就業現場におけるモチベーション（ワークモ

チベーション）は、HRM の有効性を測定する上で重要な概念であることは間違い無いが、

組織の有効性とのリンクをどう捉えるか、ワーク・モチベーションの負の側面をどうコン

トロールするか、HR 施策が従業員にどのように受け止められるか、そしてそれが内発的

動機付け・外発的動機付けのどちらとして作用するのかなど、いくつもの留意点を持つ概

念でもある。モチベーション研究が実験室内での生物学的な研究から、人材・組織マネジ

メントの現場、臨床の場面での研究に変遷していったことで、現実社会の中の様々な変数

の相互作用の影響が加わるようになり、近年の経営学の分野では、様々な角度、視点から

活発な議論が行われている。しかし、池田（2017）は、（人材・組織マネジメントにおい

て）モチベーションに関心が寄せられてから 100 年あまりが経過したが、現在、組織の従

業員のモチベーションが旺盛かといえば必ずしもそうではなく、むしろ働く従業員を取り

巻く背景が複雑かつ多様化し、それに対応しうる理論と研究が必ずしも追いついていない

のが現状である、と指摘する。 

近年の組織はいったいどのような問題に直面しており、それに対して近年の経営学では

何に注目しているのであろうか。次節において、近年の経営学における議論を概観する。 
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2.5 近年の経営学における議論 

2.5.1 ワーク・エンゲイジメント理論と JD-R モデル 

初期のモチベーション研究では、キャノン（Cannon 1932）の「ホメオスタシス（恒常

性維持）」理論の実験や、へッブら（Heron & Hebb 1953）の「感覚遮断実験」、ハーロ

ウ（Harlow 1950）の「アカゲザルへのパズルの実験」、ドゥンカー（Dunker 1945）の

「ロウソク問題」、デシら（Dici 1975）の「ソーマキューブのパズル実験」など、実験室

におけるより生物学的なアプローチに近い研究が盛んに行われた。それらの基礎研究の蓄

積によって、モチベーションの理論的な枠組みが構築されていった。その頃のモチベーシ

ョン研究を基礎研究に位置づけるとすると、現代の経営学分野で盛んに行われている研究

は、より臨床的で応用的な研究であると言える。近年、経営学の分野で最も注目されてい

る概念の一つにワーク・エンゲイジメント（以下、WE）がある。WE はバーンアウト

（燃え尽き症候群）の対概念として生まれた。バーンアウト概念は、ワーク・モチベーシ

ョン論が取り扱う「モチベーションの負の側面」に該当する。WE とは、仕事に関連する

ポジティブで充実した心理状態であり、活力、熱意、没頭によって特徴づけられる。

Shimazu & Schaufeli（2009）によると、WE はワーカホリズムと弱い相関があるが、WE

は心理的・身体的ストレス反応に負の影響を与え、ワーカホリズムは正の影響を及ぼすこ

とを報告している。つまり、WE とワーカホリズムは、仕事に対する高い活動水準という

点では類似性があるが、仕事に対する認識の違いがメンタルヘルスへの反対の関連にある。

よって、従業員に何らかの行動を生起させ、推進し、維持する上で、それがバーンアウト

やワーカホリックに向かわないためには、WE を高めることが有効であると言える。 

WE はワーク・モチベーション論同様、仕事そのものを発生源としている点で範囲がよ

り限定された概念である（Kahn 1990）。Schaufeli, Salanova, Gonzalez-Roma & Bakker

（2002）による WE の定義を訳すと、「仕事に関連するポジティブで充実した心理状態で

あり、活力、熱意、没頭によって特徴づけられる。WE は、特定の対象、出来事、個人、

行動などに向けられた一時的な状態ではなく、仕事に向けられた持続的かつ全般的な感情

と認知である。」となる。WE の定義には、仕事へのポジティブな認知や態度が含まれて

いる。つまり、WE はより広範なモチベーション概念の中でも、「仕事そのもの」を源泉

とし、仕事をすることへの「ポジティブな認知や態度」を有している心理状態を示す概念

だと特徴づけることができる（向江 2018）。活力は、就業中の高い水準のエネルギーや
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心理的な回復力、仕事に対して努力しようという意志、困難に直面した際の粘り強さ、熱

意は、仕事への強い関与、仕事の有意味感や誇り、熱中、ひらめき、挑戦といった感覚、

没頭は、自身の仕事に深く集中し、幸福な気持ちで没頭している、といった特徴をもつ

（Schaufeli et al. 2002）。したがって、WE の高い人は、仕事に誇りややりがいを感じ、

熱心に取り組み、仕事から活力を得て活き活きとしている状態にあると言える（島津 

2018）。隣接する概念に職務満足があるが、WE と職務満足感との違いについて Bakker

（2011）は、WE が仕事に対する喜び（熱意）と高い活動水準（活力、没頭）を兼ね備え

ているのに対して、職務満足感は一般的に従業員のウェルビーイングのより受け身的な形

である、とその相違について説明する。 

2001 年に、Demerouti & Schaufeli（2001）が仕事の要求度と仕事のリソース、WE と

倦怠感に関するモデルを作成した（図 4）。翌年、WE の尺度が初めて開発され

（Schaufeli, Salanova, Gonzalez-Roma & Bakker 2002）、以降、JD-R（Job demand-

resourse）モデル（仕事の要求度―資源モデル）とし、今日に至るまで WE 研究の理論的

枠組として用いられてきた。Hakanen & Roodt（2010）の JD-R モデルでは、健康障害と

動機付けの 2 つのプロセス（Dual process）を整理した（図 5）。島津（2014）では

Hakanen & Roodt（2010）の Dual process 概念を継承しつつ、さらに、仕事の資源 

（Job resources）を個人の資源と仕事の資源に分けて精緻化を行った（図 6）。 

 

図 4 Demerouti & Shaufeli(2001)の JD-R モデル 
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図 5 Hakanen & Roodt(2010)の JD-R モデル 

  

図 6 島津（2014）の JD-R モデル  

 

島津（2010）による WE の効果に関する先行研究の整理によると、組織に対するポジテ

ィブな態度に関しては、WE が高いほど職務満足感や組織へのコミットメントが高く、離

転職の意思が低い（Schaufeli & Bakker 2010）。パフォーマンスに関しては、WE が高い

ほど自己啓発学習への動機づけや創造性が高く、役割行動や役割以外の行動を積極的に行

うほか（Sonnentag 2003 ; Bakker & Demerouti 2004 ; Schaufeli et al. 2006）、部下への

適切なリーダーシップ行動が多い（Schaufeli & Bakker 2010）。その他、ホテルやレスト

ランの従業員の WE が高いと、それらの施設を利用した顧客の満足度が高まり、施設の再

利用の意思につながること（Salanova et al. 2005）も示されている。また、WE が高いと

プロアクティブ行動が高まり、パフォーマンスが向上、離職率の低下につながることが示

されている（e.g.Bothama & Roodt 2012 ; Halbesleben & Wheeler 2008 ; Salanova & 

Schaufeli 2008）。 

Halbesleben（2010）は、WE に関する一連の研究のメタ解析を行っている。その結果、

先行要因である仕事の資源と WE との関連として、社会的支援と r=.32、自律性コントロ
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ールと r=.23 の相関を、同じく先行要因である個人の資源と WE との関連として、自己効

力感と r＝.32、楽観性と r=.37 の相関を有していた。WE の後続要因（outcome）では、

心身の健康と r=.17、コミットメントと r=.32、離職の意思と r=-.22、パフォーマンスと

r=.30 の相関を有していた。なお、島津（2010）は、自己効力感については、WE の規定

要因かつアウトカムであり、両者は双方向の関係を有していることを指摘している。これ

は自己効力感が WE を高め、上昇した WE が自己効力感を更に高めるという現象であり、

上方のらせん効果（upward spiral）と呼ばれている。ポジティブ心理学の領域において、

この上方のらせん効果の検討は主要なテーマの 1 つとなっている（Fredrickson 2002）。 

このように WE は、仕事の資源や個人の資源によって予測されるとともに、心身の健康、

組織行動、パフォーマンスを予測することができる。一方、WE について、私生活に及ぼ

す悪影響として、ワーカホリズムとの関連に関する研究もある（e.g.Shimazu & Schaufeli 

2009 ; Shimazu et al. 2012）。ワーカホリズムの定義は、「過度に一生懸命に強迫的に働

く傾向」とされており（Schaufeli, Shimazu, & Taris 2009 ; 島津 2010）、どちらも仕事

に取り組む活動水準の高さが共通している。Bakker & Leiter（2010）は、過度の WE が

マイナスの結果を招く可能性がある例として、「WE が高い従業員は自分の仕事を自宅に

持ち帰ることがあるかもしれない」、と述べている。しかし、Shimazu & Schaufeli

（2009）は、WE とワーカホリズムの間に弱い相関がある一方で、WE は心理的・身体的

ストレス反応に負の影響を、ワーカホリズムは正の影響を及ぼすことを報告している。こ

れは、仕事に対する高い活動水準という類似性がある一方で、仕事に対する認識の違いが

メンタルヘルスへの反対の関連に表れているのではないかと考えることができるとしてい

る（向江 2018）。島津（2015）は、仕事に対する（内発的な）動機づけの相違によって

も説明することができるとし、WE は「仕事が楽しい」「I want to work」という認知に

よって説明されるのに対して、ワーカホリズムは「仕事から離れた時の罪悪感や不安を回

避するために仕事をせざるをえない」「I have to work」という認知によって説明される、

としている。 

ワーカホリズムへの注意と配慮を行いつつ、個人の資源と仕事の資源を高めることがで

きれば、WE を高めることが可能であり、WE を高めることができれば組織にとってのポ

ジティブなアウトカムが期待できると言える。WE を測定する尺度としては、Schaufeli et 

al.（2002）のユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度（UWES）が、現在の WE 研

究でもっとも広く利用されている。 
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2.5.2 プロアクティブ行動 

WE の代表的な後続要因として、自己啓発学習への動機づけや創造性が高く、役割行動

や役割以外の行動を積極的に行うといった進取的な行動であるプロアクティブ行動、そし

て、パフォーマンス向上、離職率低下などがあることが明らかにされている

（e.g.Bothama & Roodt 2012 ; Halbesleben & Wheeler 2008 ; Salanova & Schaufeli 

2008）。 

組織の目的達成には、そこで働く従業員が割り当てられた職務を着実に遂行することが

重要であることは言うまでもない。しかし、もし、組織のおかれた環境に変化が生じた場

合には、熟練した職務遂行だけでは必ずしも十分とはいえない。習熟した技能や知識によ

って職務を遂行しても、変化に対応できるとは限らないからである（太田他 2013）。そ

れに比べて、プロアクティブ行動（Proactive Behavior。以下、「PB」）は「状況や自身

の変化・改善を目指した自己主導的・先取り的行動」（Parker Williams & Turner 2006）

や、「個人が自分自身や環境に影響を及ぼすような先見的な行動であり、未来志向で変革

志向の行動」（Grant & Ashford 2008）、「個人が組織内において、将来を見越して変化

をもたらす目的で起こした主体的な行動」（Bindhi & Parker 2011）などと定義される。

つまり、組織に関係する何らかの出来事や問題に対して、生起後に対応するのではなく、

事前に予見して、自身の状況を変えるよう統制をはかる主体的な個人の行動、といえる

（太田他 2013）。 

PB 研究は欧米において研究蓄積が多いが、我が国における蓄積は乏しい（尾形 2016）

とされる。しかし、近年日本においても多様な研究が進められはじめている。例えば、星

（2016）の若年就業者の仕事満足と PB の効果、尾形（2016）の若年就業者の組織適応促

進と PB、小野寺（2021）の看護師のケアリング行動に与える PB の媒介効果、田中他

（2021）の PB の職場における能力向上への影響といった実証研究がなされ、様々な角度

から PB が従業員自身や組織の最終成果に与えるインパクトについて検討がなされている。

実証研究に用いる測定尺度についても種々の検討がなされている（太田他 2016）。 

VUCA の時代に社会に有為な人材を輩出するために、教育の質的転換を図ること、また、

かつて無い速度の少子化の中で生き残りをはかることにおいて、主体的・自律的・進取的

なプロアクティブな行動を取る職員がより多い大学の方が、持続可能性が高いと考えるこ

とは妥当である。 
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PB の測定尺度には、Ashford & Black（1996）の質問項目を翻訳し、日本企業で効果検

証した尺度がある。「革新行動」、「ネットワーク構築/活用行動」、「フィードバック探

索行動」、「ポジティブフレーミング行動」の 4 つを PB として定義している。PB の先行

要因としては、プロアクティブ・パーソナリティと組織の人事施策（組織の社会化戦術）

に関する研究蓄積がある。前者では、Bateman & Crant（1993）のプロアクティブ・パー

ソナリティ・スケール（PPS）があり、以降、このスケールを活用した様々な研究蓄積が

ある（Seibert, Kraimea & Crant 2001 ;  Crant 1995 ;  Kim, Hon & Crant 2009 ; Major, 

Turner & Fletcher 2006, Fuller & Marler 2009 など）。後者では、Mignerey, Rubin & 

Gorden（1995）、Kim, Cable & Kim（2005）、Ashforth, Sluss & Saks（2007）などが

ある。 

 

2.5.3 ジョブ・クラフティング 

WE の高まりは組織にとっても様々なポジティブなアウトカムを期待できるが、具体的

にどのような行動が個人にとっても組織にとっても望ましいかを説明する理論として、ジ

ョブ・クラフティング（以下、「JC」）概念がある。JC とは、Wrzesniewski & Dutton

（2001）が示した概念であり、その定義を訳すと「個人が自らの仕事のタスク境界もしく

は関係的境界においてなす物理的・認知的変化」となる。たとえば、自分の持つ知識を活

用してタスクを自ら変更するといった行動や、自分の仕事の意義を改めて見直すといった

ことが JC に含まれる。対立概念にはジョブデザインがある。ジョブデザインとは職務特

性モデル（Hackman & Oldham 1980）及びそれに基づいた職務再設計（Work redesign）

を指している。職務特性モデルは、5 次元で測定される職務の客観的特性が労働者の認知

的心理的状態を左右し、それが職務成果に反映されるというものである。伝統的なジョブ

デザイン研究においては、職務は仕事の意味を感じさせるように「会社や上司が設計して

従業員に与えるもの」という前提に基づくトップダウン、Command and control のアプロ

ーチが取られてきた（Oldham & Hackman 2010 ; Wrzesniewski & Dutton 2001）。広義

には、合理的に調整された職務が従業員の生産性を高めるとし、テイラーが工場のライン

仕事の効率化を 3S（Simplification, Standardization, Specialization）により高め、定型

化、単純化し、分業制にすることで飛躍的に生産性を高めた実現した科学的管理法の系譜

にあると言える。つまり、まず客観的な仕事というものが存在し、組織が完全にコントロ
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ール可能であること、従業員は組織から提供される環境を待つ受け身的な存在であるとい

うことを前提としている。Wrzesniewski & Dutton（2001）の「客観的な仕事というのは

その従業員にとっては存在せず、仕事は個々の従業員によって絶えず再創造され、創りだ

されている」という、社会構成主義に依拠した見方とは真逆の方向性にある。ジョブデザ

インの発想は、仕事がジョブディスクリプション（職務記述書）で明確に定められた定型

的な仕事には効果的であるが、職務の裁量の幅が広く、職務成果が定量的に測れないホワ

イトカラー職種に対しての効果は限定的である。それだけではなく、VUCA の時代、環境

変化が速くなり個人の価値観も多様化していく中、トップダウンかつ画一的なジョブデザ

インでは変化に対応できない。そのため、ある種ボトムアップ・アプローチである、JC の

研究が蓄積されてきた（eg.Berg et al.2013 ; 藤澤・高尾 2020）。JC では従業員は自らの

仕事を変更するという能動的な存在であり、「すべての従業員がジョブ・クラフターたり

うる」という見方をとる。仮にトップダウン式に与えられた職務でさえも当該個人にとっ

ては画一的なものでなくなりうる、という見方をしている点が画期的であった。 

JC では 3 つの次元が示されている（Wrzesniewski & Dutton 2001）。以下、高尾

（2019）による整理をもとに概観する。第一の次元はタスク境界（task boundary）の変

更である（Task Crafting。以下、「TC」）。例として、技術に興味をもつ人事の採用担

当者が、採用候補者を引きつけたり、コミュニケーションをとったりするために自らソー

シャルメディアを活用するタスクを追加するといった事象をあげている（Berg, Dutton & 

Wrzesniewski 2013）。第二の次元は他者との関係性もしくは相互作用に関する境界

（relational boundary）の変更である（Relational Crafting。以下、「RC」）。同僚や顧

客といった他者との関係性を増やしたり、その質を変えたりしていくことを指す。関係的

境界の変更の例として病院の掃除スタッフが、患者やその家族、訪問者とのコミュニケー

ションを増やすことなどがあげられている（Wrzesniewski & Dutton 2001）。第三の次元

は認知的な境界（cognitive boundary）の変化である（Cognitive Crafting。以下、

「CC」）。物理的な意味でのタスクの変更や他者との相互行為の変化がなくても、個々の

タスクや仕事全体について自分がどのように捉えるかを変えることができる。森永（2009）

は、タスクの自律度が低く、反復の多いルーティン業務に従事している人事部の給与計算

業務の担当者が、担当業務の背後にある仕事の流れに目をやることで作業に面白みを感じ

たり、仕事の意味を再確認したりしたことなどを例として挙げている。普段学生と接する

機会がない管理部門の職員が、何かのきっかけで学生の成長を目の当たりにし、「職員」
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という仕事の真の意味と意義を再認識し、職員という職業の可能性を拡張的に捉え直す、

という事例もこれに当たるだろう。 

この 3次元を想定すれば、従業員は「いつでも」、「いかなる場合でも」JC を行うこと

ができることがわかる。具体的なタスクを変更しているかどうかに関わらず、仕事の経験

を自ら変えようとする従業員は、JC を行っている者、すなわちジョブ・クラフターである

と定義できる。JC に注目する意味・意義について、高尾（2019）は従業員の個人―職務

適合 （person-job fit）の向上への期待や、仕事の有意味感によって仕事にポジティブな

意味を感じられること、そして、職務環境の流動性や不確実性がいっそう高まっている中

で、プロアクティブな行動（PB）が促進されることを挙げている。PB の特徴の一つは、

受身的ではなく、自己主導的（self-initiated）に変化を生み出すことであり、その意味で

JC は既に PB としての側面を持っている。変化の激しい環境では、あらゆる局面でトップ

ダウン式に環境に適合するように職務を調整・変更することが難しくなっており、トップ

ダウン式ジョブデザインには限界がある。その限界を補い、個々の従業員が自律的に環境

への適合をはかるプロアクティブ行動に注目することには意味がある。「状況や自身の変

化・改善」を行い、主体的且つ「自己主導的・先取り的」な行動を取る職員を増やすこと

は、「処理者」から「遂行者」へ、「スキル（マニュアル）ワーカー」から「ナレッジワ

ーカー」への変化のベクトルにフィットする。絶えず先を見越して仕事をクラフトし、得

た情報や知識を惜しみなく職場に還元し、職場の状況に影響を及ぼす職員が増えることは、

いずれの職場にとっても望ましい。JC は率先や個人的先取といった典型的なプロアクティ

ブ行動とも正の関係性が見られている（Niessen et al. 2016）。 

大学が学年暦にしたがって十年一日のごとくに業務をこなしていても存続し続けられた

時代には、職員がルーティン化した実務を支え、教員が教育研究に励み、学生は大学とい

う場を通過していくという『動かざること山の如』がアカデミズムの理想であったかもし

れない（慈道 2014）が、今、日本の大学は、長い大学史の中でも極めて大きく、かつて

ない程急激な転換期を迎えている。全体の 8 割を占める中小規模大学は、まもなくいつ潰

れてもおかしくないという時代に突入する。VUCA の時代の先行きは誰にもわからず、誰

も答えを持っていない。篠田（2019）は、大学行政のあらゆる現場に居て改革の最前線で

仕事をしている職員が、どのような感度、問題意識を持って実態を分析し、またそこから

どんなレベルの提案が出て来るのか、ここに大学総体の改革水準が規定されると指摘する。

法令上、事務を「処理する」存在から、「遂行する」存在になった職員に求められている
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のは、自らの仕事の「タスク境界」を変幻自在に超え、同僚やその他のステークホルダー

との「関係的境界」を織り直し、仕事に対する「認知」を、大学の根本価値である学位授

与・教育と結びつけ、仕事の意味や意義を問い直すことである。組織は職員がそのように

ジョブクラフトすることを支援する必要がある。そうすれば、仕事に誇りややりがいを感

じ、熱心に取り組み、仕事から活力を得て活き活きとした職員を育成することができる。

ただし、JC の概念には、自分の職務を縮小的に捉えたり、組織での人との関わりを最低限

まで減らそうとしたりすることも含めうる（中野 2015）ことや、JC によってマニュアル

の行間が創造的に日々改変されてゆくことは、仕事の属人化を招くといったリスクもあり

うる、という指摘があることは付記しておく必要がある。 

Tims ら（Tims & Bakker 2010）は、WE の理論枠組みである JD-R モデルに JC 概念

を取り入れた（図 7）。その際に個人と職務の不適合が生じた際、従業員自身の能力や選

好と整合を取るように職務要求や職務資源の水準を自ら変更することを JC として再定義

した。つまり、仕事の要求度が高まり疲弊感が生まれた際に組織に対して仕事の要求度の

調整を求めることと、WE が高まることで自分の能力や選好に応じて仕事の資源の水準を

変更する、というプロセスを想定している。 

 

図 7 Bakker & Demerouti(2014)の JD-R モデル 

 

このモデルは一定の説得力を持ち、関連する研究が積み重ねられているが、Tims と

Bakker らによる JC の再定義については批判が存在する。それは、JC を最初に提唱した

Wrzesniewski & Dutton（2001）の根本的な問題意識を十分に継承していないのではない
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か、という批判である。Wrzesniewski & Dutton（2001）が提唱したオリジナルの JC の

モデルは図 8 のとおりである。 

 

 

図 8 Wrzesniewski & Dutton(2001)のジョブ・クラフティングモデル 

 

ここでは従業員は自らの仕事を形作り、再定義する能動的実践として扱われている。JC

によって、彼らの仕事やその社会的環境を再構成することを通じて、従業員が自身の「仕

事の意味」（meaning of work）や「ワーク・アイデンティティ」（work identithy）を変

化させることが想定されている（高尾 2019）。他者がデザインした画一的（one size fits 

all）な仕事を従業員がどう受容するかを問題とするようなジョブデザインの視点では、

個々の従業員の仕事の経験を十分に捉えることができないとして、社会構成主義に依拠し

つつ、個々のタスクや相互作用を素材とし、従業員が自らの仕事経験を作り上げていると

いう見方を提示したのである（高尾 2019）。つまり、客観的な仕事というのはその従業

員にとっては存在せず、仕事は個々の従業員によって絶えず再創造され、創りだされてい

るという見方をとっている。この見方の優れた点は、この発想では、管理者であれ従業員

であれ、どんな個人でも JC によって新しい仕事を作り出すことが可能になるという点で

ある。つまり誰でも JC をする人、ジョブ・クラフターになりうる、という点である。 

WE と JC は共に組織と個人の関係性を捉え、共に個人と組織にとってのポジティブな

アウトカムを想定している点で共通する。WE がどちらかといえば従業員の心情により注
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目し、JC が働き方に注目しているが、両者をつなぐのは「人間は機械ではなく、心をもっ

ており、組織の文化や上司のありよう、個人の心の持ちよう、モチベーションの高低によ

ってその成果は高まりもすれば下がりもする」という視点である。JC は率先や個人的先取

といった典型的なプロアクティブ行動とも正の関係性が見られており（Niessen et al. 

2016）、広義における PB の一種と捉えることができる。JC における TC や RC は、PB

の定義と共通性が見られる。 

 

2.5.4 学習する組織と知識仲介行動 

WE や JC と共に近年の経営学分野で注目されている議論に、学習する組織と知識仲介

行動（ナレッジブローキング行動）がある。 

Senge（1990）は権威主義的な組織（「管理する組織」）への対概念として「学習する

組織（Learning Organization）」を提唱した。その背景にあるのは、加速する変化のス

ピードである。特にテクノロジーの進化や自動化によって均質なサービス（少品種大量生

産）においては差別化ができなくなり、より創造的な業務が増加したことや、インターネ

ットの普及によって上司と部下の情報格差が減少したこと、さらにはソーシャルメディア

の普及によってサービスの受け手の情報入手・情報交換が容易に、そして活発になったこ

となどにより、経営環境が大きく変わった。一人の経営トップが意思決定をして従業員に

指示を出し、従業員がその命令に従うというスタイルでは変化の速度に対応が難しくなっ

てきた。Senge は、「管理する組織」が、経営トップが意思決定をして従業員を従わせる

というトップダウン型であり、『効率』を指向しているのに対し、「学習する組織」は組

織内のあらゆるレベルで、人々の意思決定や学習の力を引き出し、そのことを通じて問題

発見・解決、イノベーションを実現することを志向していると示している。組織の構成員

に自主的な学習を促し、その成果を組織全体で共有することを通じて、組織成果を高め、

従業員成果も高める、という組織感へのパラダイムシフトである。 

そして、学習する組織概念の重要な柱として、「志の育成」、「内省的な会話の展開」、

「複雑性の理解」をあげ、実現手段として「システム思考（System thinking)」、「自己

マスタリー（Personal mastery）」、「メンタル・モデルの克服（Mental models）」、

「共有できるビジョンの構築（Shared vision）」、「チーム単位での学習（Team 

learning）」の 5 つのディシプリンを示した。第 1 章で示したとおり、大学は急激な変化
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の中にあり、これまでの常識は通用しなくなってきている。従業員一人ひとりの学習力、

ジョブ・クラフターとしての力量が今まさに必要となっている。 

Engestrom（2001, 2004）は、変化の激しい環境の中では、特定の領域において体系的

な専門知識を習得していく「垂直的な学習」に加え、部門を超え、組織を超えて問題を解

決するような「水平的な学習」が不可欠となると指摘する。垂直的学習とは、特定の領域

への「熟達化・専門特化」であり、一方の水平的学習とは、特定の領域外、専門外の学び

を通じて意識や常識が変わる、拡張される「異化」のプロセスである（石山 2018）。個

人及び組織レベルでの水平的な学習は、自己相対化、視野の拡大、新しいモノの見方の獲

得などが期待できる。外部（越境先）での学びを組織内に持ち帰り応用するプロセス（ブ

ローカリング）が代表的な組織的水平的な学習である（石山 2018）。学習する組織の実

質化には、水平的学習概念は有益であり、水平的学習を媒介する人材、すなわち、ナレッ

ジ・ブローカー（知識の仲介者）の存在が不可欠である。 

職員のフィールドで考えると、例えば、学内外の研修、専門書籍、業界雑誌・新聞、

WEB サイト、職員が開設しているブログ、業界情報メイリングリストなど、職員が日常

的に接する情報源は非常に多く、一人が全ての情報を網羅することは不可能である。もち

ろん、組織のトップが全ての情報に精通することも不可能である。溢れかえる情報の中、

それぞれの職員が獲得した情報や知見や技能を、自身の「垂直的な学習」（熟達化への情

報）としてのみ活用するのではなく、例えば、他部署の同僚に対してプッシュ型で提供し

てくれるような行為は、組織にとっては非常に望ましい。より多くの職員が知識や情報・

技能の媒介者となり、組織内を縦横無尽に駆け巡ることで、学習する組織は活性化する。

第 1 章で確認したとおり、他のホワイトカラーと比較した際の職員フィールドの特徴の一

つとして、「同業他社との制限のない情報交換と相互研鑽」があり、各地方に散在するコ

ンソーシアム組織を代表に、相互に人材を育成し合うプラットフォームが無数にある。そ

うした、知識や情報、技能を得る機会が豊富にあることが職員フィールドの強みである。

その機会を、自身の垂直的な学習（熟達化への情報）としてのみ活用するのではなく、水

平展開が活発化すれば、職員フィールドの強みをより活かすことができる。 
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2.5.5 協働促進行動 

第 1 章において職員フィールドの特色の一つとして、教員組織との重層構造を取り上げ

た。重層構造の例として、政治家―官僚モデルと医療従事者モデルの 2 つを挙げた。そし

て、現時点では教学部門の長や学長などの主要な重要ポジションの殆どは教員が担ってお

り、職員は直接的な意思決定者としてではなく、他職種である教員と連携しながら、物事

を決定し、前に進めていく役割を担っていることを述べた。法制度の改正により、職員に

求められる役割が事務に「従事する」から「つかさどる」に、そして事務を「処理する」

から「遂行する」に格上げになっており、より、教員とのコラボレーションの中で組織成

果を高めていく役割が増し、また、協働の機会が増していることも述べた。つまり、職員

には他職種である教員とのコラボレーションを促進し、コンフリクトをマネジメントしな

がら物事を前に進めていく力がより求められるようになっている。 

他職種とのコラボレーションについては、様々な分野での実践と研究がある。例えば、

公共政策の部門では、経営学的なアプローチを重視した公共部門改革である、ニュー・パ

ブリックマネジメントの実践において、公共部門、産業界、非営利組織、地域などがセク

ターを超えてコラボレーションをしている。医療や福祉のセクターでは、多職種間のコラ

ボレーションが最も進んでおり、関係する論考は枚挙に暇がない。大学セクターにおいて

は、2015 年に国家資格・公認心理師法案が可決されたことをきっかけに、心理臨床家の他

職種との協働に関するいくつかの調査や研究がなされている。厚生労働省が 2021 年に実

施した、公認心理師有資格者 35,400 を対象に行った調査（URL23、有効回答 13,688 件、

有効回答率 38.7％）によると、大学セクターを含む教育領域で働く公認心理師は、保健医

療領域の 30.2％に次いで 2 番目に多い 28.9％であった。また、他職種との連携については、

他の心理専門職 65％との連携が最も多いが、教育分野に限ると学校教職員が約 58％と最

も多い。大学の現場では、公認心理師は教職員との連携を日常的に行っていることがわか

る。坂本（2018）は、心理臨床家 241 名に対する質問紙調査をもとに、協働に関する尺度

を開発した。その結果、協働的支援態度尺度に下位尺度として、①集団的アプローチの着

想、②全体を俯瞰する判断と対応、③他職種集団への共感的理解、④付き合いやすい同僚、

⑤組織人としての自覚、⑥職業的社会化、⑦文化的社会化の 7 つが抽出された。この中で、

Gouldner（1957）が指摘する専門集団と組織に関する概念として、教員をコスモポリタ

ンとした場合に職員がローカルであるとすると、②全体を俯瞰する判断と対応、⑤組織人

としての自覚、⑥職業的社会化、⑦文化的社会化についてはむしろ職員は既に備えている、



116 

 

あるいは備えていることを前提としていると考えて差し支えない。また、①集団的アプロ

ーチの着想は、質問項目を見ると治療を前提にしたものであることから、心理臨床家のセ

クター固有の尺度であると言える。教職協働の場で重要であるのは、③他職種集団への共

感的理解と④付き合いやすい同僚の 2 つの下位尺度に該当する行動であると言えるだろう。 

法制度改革によって職員のみの役割が変更され、その結果として協働の場が増加すると

いうことは、職員が教員に対して共感的な理解を深め、歩み寄りを行う必然性がある。 

2.5.6 リーダーシップ 

リーダーシップ論は経営学で最も歴史のあるテーマの一つであり、今もなお活気あるテ

ーマの一つである。1900 年代初頭にまず登場したリーダーシップの理論は、「リーダーシ

ップ特性理論」である。優れたリーダーに共通する知能、身体、精神、行動など（Mann 

1959）、持続力、洞察力、指導力、自信、責任感、協調性など（Stogdill 1974）、パーソ

ナリティを含めたリーダーの特性を明らかにしようとした。しかし、リーダーのもつ特性

がリーダーシップに及ぼす影響は、研究によってばらつきがあり一貫した結果は得られず、

1950 年頃からリーダーシップ特性理論は衰退した（和久 2021）。ただし、リーダーシッ

プ特性理論は、特性を測定する尺度の精度が向上し近年再注目されており、心理学・経営

学関連のトップジャーナル 10 誌に掲載されたリーダーシップ研究（2002～2012）のうち

20%を占めた（和久 2021）。 

リーダーシップ特性理論の次に注目を集めた理論は「リーダーシップ行動理論」である。

リーダーシップ特性理論に対する反動的な立場から、リーダーの行動やスタイルからリー

ダーシップを探求する一連の研究がなされた。Lewin（1943）のリーダーシップ類型論、

Likert（1961）のマネジメント・システム論、三隅（1977）の PM 理論、Blake & 

Mouton（1978）のマネジリアル・グリッド論などがある。リーダーシップ特性理論がリ

ーダーの先天的な能力に注目していることに対し、リーダーシップ行動理論は、リーダー

の行動特性は学習によって後天的に修得可能であり、また、そのようにリーダーを育成す

ることが組織にとって望ましい、という前提に立つ。 

その後、リーダー行動の有効性はその時々の状況によって変わる、つまり、唯一最善の

リーダー行動は存在しない、という立場をとったFieldler（1971）やHersey & Blanchard

（1977）などによる「コンティンジェンシー理論」が提唱されるようになった。状況に応
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じてリーダーは行動を変えることが可能であると主張する「パス・ゴール理論」（House 

1971）なども生まれた。 

初期のリーダーシップ研究が、リーダー個人に焦点を当てていたのに対し、1980 年頃か

ら徐々にフォロワーの存在が注目され始める。リーダーだけではなく、部下が誰かによっ

てその関係性が異なり、生まれる成果も異なることを示した「LMX（Leader Member 

Exchenge）理論」や、部下を、観察、正当な報酬・評価することなどによって良好な関係

を構築する「TSL（Transactional Leadership）理論」などが生まれた。その頃米国では、

日本企業の強さの源泉が強い組織文化にあるという研究成果に基づき、強い組織文化への

変革を求める動きが生まれ、組織風土・組織文化変革を担うリーダー像が注目され、「変

革型」・「カリスマ型」リーダーシップ論が盛んになった。優れたリーダーはフォロワー

を惹き付ける魅力があり、組織に変革を起こすとされ、組織レベルでの変革を起こすリー

ダーの行動パターンが分析された。 

その後、2000 年頃までは新たな潮流と呼べるリーダーシップ理論のトピックは現れなか

ったが、2000 年頃には、Enron、Worldcom、Tyco、Arther Andersen による粉飾決算・

虚偽による一連の倒産という衝撃的な事件を発端として、米国では企業の経営トップの倫

理観・道徳観への注目が集まり始めた。日本においても、電通、東芝、日産など大企業に

おける不祥事、ライブドア事件などがあり、リーダーの影響力の発揮が組織変革の駆動力

となる一方で、権力の乱用や不正、ハラスメント、さらにはフォロワーによるリーダーへ

の盲従、事なかれ主義などの問題が指摘されるようになり、強い影響力を持つリーダーシ

ップの負の側面（破壊的リーダーシップ論）が注目されるようになった。淵上（2009）は、

このようなリーダーシップの負の側面への探究が、これまでのリーダーがフォロワーに対

して一方向に影響を及ぼし、フォロワーがそれに従うとする従来の枠組みを越え、より多

様な視点からリーダーシップ現象を解明する取り組みを引き起こしたと指摘する。 

強力なリーダーのリーダーシップにフォロワーが付き従うという、破壊的リーダーシッ

プの対極的な概念として、チーム内の複数の人間、時に全員がリーダーシップをとるとい

うPearce（2002）の「シェアドリーダーシップ論」や、そもそもリーダーシップはスタイ

ルや技術を学習し、ペルソナ（仮面）を身につけるのではなく、本来の自分を表現し、本

物（Authenticity)であるべきという George（2003）の「オーセンティックリーダーシッ

プ」など、いわゆる価値志向リーダーシップ（value-based leadership）と呼ばれる、リ

ーダー自身の信念や倫理性、向社会性、フォロワーへの支援といった、従来のリーダーシ
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ップ論で軽視されてきた側面を積極的に取り込んだ研究が活発化するようになってきた

（鈴木 2020）。他にも、「フォーマルリーダーシップ」、「ハンブルリーダーシップ」

など、ニューリーダーシップと呼ばれる一連のリーダーシップ研究の潮流が生まれた。 

こうした中、近年のリーダーシップ研究で国際的な注目を集めており、且つ、リーダー

シップ研究の中心的な領域の一つとなっている概念が「サーバントリーダーシップ」であ

る（鈴木 2020）。Greenleaf（1977）が 40 年以上前に提唱し、概念としては存在しつづ

けていたが、長い間リーダーシップ論の傍流に位置づけられてきた。鈴木（2020）による

と、サーバントリーダーシップとは、リーダーが自らを奉仕者として構成する他者志向的

な信念を持ち、自己や組織よりもフォロワーを優先的に尊重した行動を選択することで、

フォロワーの向組織性が発揮されるというリーダーシップ現象を指す（Eva et al. 2019 ; 

Greenleaf 1977）という。また、サーバントリーダーの特性として、フォロワーの能力的

成長や向組織性、向社会性を促すことを通じて、フォロワーが組織や社会に対する責任を

果たせるよう導き、ひいては組織が長期的に存続し、社会に対する責任を達成できるよう

導いていく役割を担う（Reinke 2004）。サーバントリーダーシップの測定尺度の開発も

盛んに行われ、様々な実証研究が蓄積されている。以下、鈴木（2020）のレビューにもと

づき、サーバントリーダーシップの効果を概観する。 

サーバントリーダーシップの効果として、社会コミュニティーや同僚、顧客への自発的

な貢献と組織市民行動の促進（Liden et al. 2008 ; Zhao et al. 2016 ; Chen et al. 2015）、

援助行動や協働、従業員レベルでの社会的責任の遵守（Neubert et al. 2016 ; Garber et al. 

2009 ; Grisaffe et al. 2016 ; Bande et al. 2016）などが挙げられている。また、エンゲイジ

メント（Van Dierendonck et al. 2014）、職務満足（Mayor et al. 2008）、課業達成への

粘り強さ向上（Walumbwa et al. 2018）、仕事への有意義感の知覚 （Khan et al. 2015）、

心理的健康の充実（Gotsis & Grimani 2016）などと正の関係にある。逆に、フォロワーの

逸脱的な行動（Sendjaya et al. 2018）、ストレスによる感情的消耗（Rivkin et al. 2014）、

仕事に対する冷笑的態度（Boddio et al. 2012）、怠業（Walumbwa et al. 2018）、離職意

思（Hunter et al. 2013）などのネガティブな態度と負の関係にある。また、サーバントリ

ーダーシップは、フォロワーの行動や態度への影響だけではなく、組織の風土にも影響を

与えている。例えば、チーム内での援助行動や組織市民行動の促進（Hu & Liden 2011）、

チーム・レベルでの有能感の向上（Irving & Longbotham 2007）、チーム内における心理
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的安心感の醸成（Schaubroeck et al. 2011）、創造性や革新性の向上（Yang et al. 2017 ; 

Yoshida et al. 2014）などと正の関係にある。 

第 1 章でみたように、大学組織の特徴の一つに教員組織と職員組織の重層構造がある。

教員組織は共同体的組織であり、ネットワーク型組織の特徴を持つ。一方職員組織は経営

体組織であり、ピラミッド型組織である。職員組織はウェーバー（1970）が示す権力と支

配の類型の一つである官僚制組織であり、権限や階層といった原則を持つ。官僚制組織で

は、業務が迅速かつ統一的且つ安定的に処理がされ、個人的な感情や非合理的な判断が排

され、客観的で予測可能性の高い組織活動が確保され、平等性が確保されるなどのメリッ

トがある。組織が大規模化しサービスが複雑化する中で、行政サービスの安定供給やイン

フラの維持・管理をするといった場合に大きなメリット（官僚制の順機能）がある。一方

で、マートン（1961）が指摘するように、官僚制には、形式主義・画一主義、形式的で杓

子定規、個々の事情を斟酌しない画一的な対応、繁文縟礼、セクショナリズムなど、いわ

ゆる「お役所仕事」と呼ばれるデメリット（官僚制の逆機能）が存在する。定型業務・イ

ンフラ維持業務には強みを発揮するが、非提携業務・イノベーションには弱みとして働く。

かつて、職員の役割は、日々のインフラ業務を漏れなくこなすこと、指示された業務を的

確に処理することが主であったが、法令改正が示すとおりその役割は「従事する」から

「つかさどる」、「処理する」から「遂行する」という具合に、求められる役割が変化し、

インフラの維持に加えて変化を創出していくことが求められるようになっている。サーバ

ントリーダーシップ概念の心理的安全性の提供や、フォロワーの成長を第一と捉え、組織

成果はゆくゆく必ず戻ってくるという信念は、職員に「一歩を踏み出させる」勇気を与え

る要素となる。このように、職員フィールド、そして職員の仕事に対する認知や行動に変

容をもたらす上で、上司の存在、そして上司のリーダーシップのありようが重要な先行要

因となることは想像に難くない。 
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2.6 本章のまとめ 

本章ではまず、日米両国の産業界及び日本の大学界の人材・組織マネジメントにおける

成果主義の普及の現状について、様々な先行調査や実証研究の結果からその課題を詳らか

にした。また、そもそも成果主義とはどのようなものであり、どのように発生し、どのよ

うに広がったのかについて、第二次世界大戦時の米国を起点とし、社会を取り巻く環境の

変化、社会構造の変化、経済環境の変化といった背景を含め、歴史的な経緯を踏まえてこ

れまでの議論の整理を行った。 

量的にホワイトカラーがブルーカラーを凌駕してから長い年月を経てなお、1900 年代に

工場労働のブルーカラー人材を対象に生まれた科学的管理法に端を発する、ジョブデザイ

ン、Command and Control の管理主義、ウォーターフォール型の人材・組織マネジメン

トが広く普及している。産業界においても、大学界においても、科学的にその成果や効果

が認められないにもかかわらず、他の代替策が無いことや、一度導入したものはなかなか

廃止にできないため、多くの企業や大学で粛々と継続している。従業員の効果実感や満足

度は日米双方非常に低い。そのような中、米国や英国では No rating のムーブメントによ

り、脱成果主義のトレンドが急速に生まれ始めている。評価する側の負担を下げること、

そしてそこで生み出した時間を上司と部下のコミュニケーション、そして人材育成の時間

に振り向けよう（評価から育成へ）という流れが生まれているが、我が国においてはまだ

大きな兆候は見られない。これらの議論を踏まえ、よりホワイトカラーに適した人材・組

織マネジメントのモデルとして、JD-R モデルを提案し、JD-R モデルにもとづくリサーチ

クエスチョンと仮説の構築を行った。 

本章の後半においては、本論が設定したリサーチクエスチョンと仮説の構築に至った学

問的背景について、人事労務管理分野における人的資源管理論（HRM）と戦略的人的資

源管理論（SHRM）、組織心理学・産業心理学分野におけるモチベーション理論、そして

近年の経営学における様々な理論枠組みについて、その研究の系譜をレビューし、科学的

管理法から No rating に至る間の学問的議論の変遷を確認した。 

人事労務管理分野では組織の構造的側面に注目し、組織の業績と HR 施策の関係を探る

研究や実践が盛んに行われたが、HR 施策と業績の因果関係は証明されず、統計的研究に

対する様々な批判を受けて HR 施策の最終業績への直接的なインパクトではなく、先行要

因として、最終業績に影響を与えるメカニズムの解明（ブラックボックス問題）へと関心
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が移行していった。ブラックボックスの中には、従業員がどのように感じ、受け止めるか

といった従業員の心理的側面や、組織の風土、上司の振る舞いなどが投入されていった。

このようにして、人事労務管理分野の関心は、組織の構造的側面の研究から従業員の心理

的側面への研究とシフトしていった。組織心理学・産業心理学分野では、ホーソン研究を

機にテイラーの科学的管理法を批判し、人間の動機づけや能動的な参加、個人と組織の重

要性を主張する人間関係論・行動科学が登場することで、モチベーション研究の系譜が生

まれた。モチベーション研究では、一貫して従業員の心理的側面にスポットが当てられて

おり、分厚い研究の蓄積があるが、組織の有効性とのリンクをどう捉えるか、ワーク・モ

チベーションの負の側面をどうコントロールするかといった点に課題があることを述べた。

近年の経営学では、モチベーションの負の側面を考慮したワーク・エンゲイジメント理論

とそれを引き出すリーダーシップ論や組織風土（climate）論、組織の最終成果の先行要因

としてプロアクティブ行動やジョブ・クラフティング、そして組織学習やナレッジブロー

キング等、といった、様々な実践的課題が取り扱われるようになっていることを述べた。 

次章では、本章で提案した、大学職員バージョンの JD-R モデルについて、量的研究を

通じてその妥当性の検証を行うこととする。 
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第 3 章 量的研究による JD-R モデルの妥当性の検討 

3.1 本章の目的、方法とデータ 

3.1.1 目的 

本章では、第 2 章において導出したリサーチクエスチョン及び仮説について、アンケー

ト調査データによる量的研究によって検討を行い、大学職員バージョンの JD-R モデルの

妥当性を検証することを目的とする。 

3.1.2 方法 

以下の手続きによって、インターネット調査を実施した。分析には、SPSS バージョン

27.0.0.0 を使用した。 

対象者  ： 大学・短期大学の事務系職員 

実施期間 ： 2022 年 2 月 22 日～2 月 28 日 

実施方法 ： 楽天インサイト株式会社調査 

有効回答数 ： 600 件 
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3.1.3 データ 

表 60 に回答者の基本属性を示した。 

表 60 基本属性 
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3.2 探索的因子分析による変数の構築 

アウトプットとアウトカムの諸項目については、第 2 章で詳述した先行研究を参考に質

問項目を作成した。インプット項目については、仕事の要求度（Demand）は独自に作成

した。個人の資源は近藤他（2017）の創造性・柔軟性及び堀江他（2009）の効力感の項目

を参考に独自に作成した。ただし、個人の資源には Ashford & Black（1996）のプロアク

ティブ行動の尺度のうち、ポジティブフレーミング行動の項目である「いつも物事の明る

い面を考える」、「結果がどうなるかはっきりしないときは、いつも一番良い面を考え

る」、「自分の将来に対しては非常に楽観的である」を追加した。Ashford & Black

（1996）は、これらの行動特性を後続要因として設定しているが、本研究の枠組みに当て

はめると先天性の影響が強い個人の資源に当てはめることが適切であると判断したためで

ある。仕事の資源については、関本他（2001）が日本の組織風土に適合した尺度開発を行

った項目を参考に、組織風土及び上司に関する質問項目を作成し、それぞれに心理的安全

性に関する項目を追加した。衛生要因については独自に作成した。探索的因子分析（主因

子法、プロマックス回転）を行い、変数の構成を行った。因子数はそれぞれ平行分析によ

り決定した。命名した各因子名及びそれぞれの α 係数は以下のとおりである。 
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表 61 質問項目及びα係数 

 

表 62 仕事の要求度（Demand） 

 

表 63 衛生要因 
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表 64 個人の資源 

 

 

表 65 仕事の資源（組織） 
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表 66 仕事の資源（上司） 

 

 

表 67 アウトプット_ストレス反応 
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表 68 アウトプット_WE と IM/AC 
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表 69 アウトカム_PB/JC 

 

表 70 アウトカム_知識仲介行動 

 

表 71 アウトカム_教職協働促進行動 
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3.3 基本属性・各変数の検定 

まず、基本属性と高低 2 群化したアウトプット・アウトカム及び Demand の関係につい

て、χ 二乗検定を行った。有意差のあった項目について示す（表 72）。 
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なお、設置区分、大学規模、転職経験の有無、最終学歴、所属部署による有意差は無か

った。以下、それぞれの変数ごとにその特徴を見ていく。 

 

（1）WE 

WE は、年齢、任期、雇用形態、職位、管理職ダミー、大学職員の志望順位において統

計的な有意差が見られた。概して年齢が高く、職位が高く、管理職であるほど、また、大

学職員の志望順位が高いほど、WE は高い傾向が見られた。意外な結果としては、有期雇

用・非正規雇用者が無期雇用・正規雇用より WE が高い傾向が見られた。これについてよ

り詳細に確認すると、非正規雇用者の中に 60歳以上が 22.5%、管理職が 24.7%おり、再雇

用者や役職定年後にラインの管理職を離れてスタッフ管理職として、得意領域で活動して

いる管理職が相当数いる可能性があり、その結果として WE が高く出ている可能性がある。

また、本データでは明らかではないが、有期雇用の中には、IRer や URA 等といった、専

門職人材が含まれている可能性がある。専門職人材は組織ではなく自身の専門性にコミッ

トする（ローカル志向ではなくコスモポリタン志向）ことから、WE が高くなっている可

能性がある。 

 

（2）IM/AC 

IM/AC は、年齢、職位、管理職ダミー、大学職員の志望順位において統計的な有意差が

見られた。概して年齢が高く、職位が高く、管理職であるほど、また、大学職員の志望順

位が高いほど、IM/AC は高い傾向が見られた。 

 

（3）仕事の要求度（Demand） 

性別、任期、雇用形態、職位において統計的な有意差が見られた。概して、男性、無期

雇用、正規雇用、主任・係長・課長補佐相当以上ほど、仕事の要求度（Demand）が高い

傾向が見られた。 

 

（4）ストレス反応 

性別、年齢、職位において統計的な有意差が見られた。概して、女性、30 歳未満と 40

歳～49 歳、主任・係長・課長補佐や課長相当のストレス反応が高い傾向が見られた。 
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（5）PB/JC 

年齢、性別、任期、雇用形態、職位、管理職ダミー、大学職員の志望順位において統計

的な有意差が見られた。概して、男性、30 歳未満や 50 歳以上、無期雇用、正規雇用、職

位が高いほど、管理職であるほど、そして大学職員の志望順位が高いほど、PB/JC が高い

傾向が見られた。 

 

（6）知識仲介行動 

年齢、職位、管理職ダミーにおいて統計的な有意差が見られた。概して、年齢が高いほ

ど、職位が高いほど、管理職であるほど、知識仲介行動が高い傾向が見られた。 

 

（7）教職協働促進行動 

職位、大学職員の志望順位において統計的な有意差が見られた。概して、職位が高いほ

ど、大学職員の志望順位が高いほど、教職協働促進行動が高い傾向が見られた。 
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3.4 分析結果の検証 

3.4.1 区分間の相関 

ロジスティック回帰分析に先立ち、各合成変数間の相関関係を確認した。大半の変数に

は 1%水準で有意な相関関係が見られた（表 73）。 

表 73 変数間の相関 

 

 

3.4.2 ロジスティック回帰分析による仮説の検証 

仮説についてロジスティック回帰分析を行った。従属変数として取り扱う際の各変数は、

高低 2 群化し 1、0 を付与してダミー変数とした。 

仮説検証の第一ステップとして、図２に示した大学職員 JD-R 全体モデルに基づき、健

康障害プロセスと動機付けプロセスを分割せずに Input 項目を全て投入したロジスティッ

ク回帰分析を行った。検証結果は、表 74～表 76 の通りであるが、動機付けプロセスにつ

いては、WE を従属変数とした際の仕事の資源（上司）が非有意であったが、その他の

Input 項目は全て有意な結果となった。しかし、健康障害プロセスのストレス反応を従属

変数とした分析では、仕事の要求度（Demand）は有意であり、衛生要因の p 値は.05未満

ではないものの、.064 であることから仕事の要求度（Demand）がストレス反応を高め、

衛生要因がストレス反応を抑制するという、概ね仮説のどおりのプロセスが確認された。

一方、Resource の各項目については、個人の資源は統計的に有意であるものの、仕事の資

源（組織）や仕事の資源（上司）は有意ではなかった。 
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表 74 ストレス反応の先行要因（Input 全体） 

 

表 75 WE の先行要因（Input 全体） 

 

表 76 IM/AC の先行要因（Input 全体） 

 

 

これらの結果を勘案すると、健康障害プロセスと動機付けプロセスは、それぞれ独立的

に機能していると考えることができる。以降の分析では、RQ1 と RQ2 の２つのリサーチ

クエスチョンについて、それぞれのプロセスごとに仮説の検証を行った。 
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3.4.2.1 RQ1 健康障害プロセスの仮説群 

 

仮説 A-1 仕事の要求度（Demand）はストレス反応を高め、衛生要因はストレス反応を

抑制する 

仕事の要求度（Demand）は、仮説どおりストレス反応を促進し、衛生要因は抑制した。 

表 77 ストレス反応の先行要因 

 

 

仮説 A-2 ストレス反応は PB/JC を抑制する 

ストレス反応は、仮説どおり PB/JC を抑制した。 

表 78 PB/JC の先行要因 

 

 

仮説 A-3 ストレス反応は知識仲介行動を抑制する 

ストレス反応は、仮説どおり知識仲介行動を 3 割強抑制した。 

表 79 知識仲介行動の先行要因 
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仮説 A-4 ストレス反応は教職協働促進行動を抑制する 

ストレス反応は、仮説に反し教職協働促進行動への抑制効果は有意ではなかった。ただ

し、ストレス反応の p 値は.05 未満ではないものの、.064 であることから概ね 3 割強抑制

効果があるという解釈ができる。 

表 80 教職協働促進行動の先行要因 

 

 

以上、健康障害プロセスの仮説 A-1～4 の仮説検証結果を示した。検証結果は図 13 のと

おりである。支持された仮説は実線で、棄却された仮説は破線で示した。仮説 A-4 は非有

意であるものの、p 値は.05 未満ではないものの、.064 と有意水準に近い。 

 

 図 13 RQ1 健康障害プロセスの仮説検証結果 

  

3.4.2.2 RQ2 動機づけプロセスの仮説群 

 

仮説 B-1 個人の資源、仕事の資源（組織）、仕事の資源（上司）は WE を促進する 

 

個人の資源と仕事の資源（組織）は仮説どおり WE を促進した。仕事の資源（上司）は

仮説に反して WE を促進しなかった。 
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表 81 WE の先行要因 

 

 

仮説 B-2 個人の資源、仕事の資源（組織）、仕事の資源（上司）は IM/AC を促進する 

 

個人の資源、仕事の資源（組織）、仕事の資源（上司）は、仮説どおり IM/ACを促進し

た。 

表 82 IM/AC の先行要因 

 

 

仮説 B-3 WE と IM/AC は PB/JC を促進する 

 

 WE、IM/AC は、仮説どおり PB/JC を促進した。 

表 83 PB/JC の先行要因 
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仮説 B-4 WE と IM/AC は知識仲介行動を促進する 

 

 WE、IM/AC は、仮説どおり知識仲介行動を促進した。 

表 84 知識仲介行動の先行要因 

 

 

仮説 B-5 WE と IM/AC は教職協働促進行動を促進する 

 

 WE、IM/AC は、仮説どおり教職協働促進行動を促進した。 

表 85 教職協働促進行動の先行要因 

 

 

以上、動機づけプロセスの仮説 B-1～5 の仮説検証結果を示した。検証結果は図 14 のと

おりである。支持された仮説は実線で、棄却された仮説は破線で示した。 
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図 14 RQ2 動機づけプロセスの仮説検証結果 

 

3.4.2.3 RQ3 プロセス横断の仮説群 

  

仮説 C-1A 個人の資源、仕事の資源（組織）、仕事の資源（上司）はストレス反応を抑

制する 

 

個人の資源、仕事の資源（組織）は、仮説どおりストレス反応を抑制した。仕事の資源

（上司）は仮説に反してストレス反応を抑制しなかった。ただし、ストレス反応の p 値

は.05 未満ではないものの、.054 であることから概ね 3 割強の抑制効果があるという解釈

ができる。 

表 86 ストレス反応の先行要因 
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仮説 C-1B 個人の資源の自己効力感・開放性、柔軟性・創造性、ポジティブフレーミン

グ、仕事の資源（組織）の柔軟で開放的な風土、人材育成・成長機会、教職

協働風土、心理的安全性、仕事の資源（上司）の柔軟性・開放性、人材育

成・成長支援、権限の移譲、心理的安全性は、ストレス反応を抑制する 

 

個人の資源のポジティブフレーミング、仕事の資源（組織）の教職協働風土と心理的安

全性、仕事の資源（上司）の心理的安全性は、仮説どおりストレス反応を抑制した。しか

し、個人の資源の自己効力感・開放性、柔軟性・創造性、仕事の資源（組織）の柔軟で開

放的な風土、人材育成・成長機会、仕事の資源（上司）の柔軟性・開放性、人材育成・成

長支援、権限の移譲は、仮説に反してストレス反応を抑制しなかった。 

 

表 87 ストレス反応の先行要因_下位尺度 

 

 

以上、プロセス横断の仮説 C-1A～B の仮説検証結果を示した。検証結果は図 15、16 の

とおりである。支持された仮説は実線で、棄却された仮説は破線で示した。ただし、仮説

C-1A の仕事の資源（上司）からストレス反応への効果は、 p 値は.05 未満ではないもの

の、.054 と有意水準に近い。 
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図 15 RQ3 プロセス横断の仮説検証結果 

 

図 16 RQ3 プロセス横断の仮説（下位尺度）の検証結果 
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3.4.3 独立変数の影響度の要約 

ここまでにおいて、主に有意確率を元にした仮説検証の結果を見てきた。本節では、有

意水準あるいは非常に有意水準に近い変数の、後続要因に対する影響度について、焦点を

当てる。ロジスティック回帰分析では各独立変数がどのぐらい従属変数に影響を及ぼして

いるかを調べることができる。オッズ比を利用したそれぞれの影響度の結果の要約を表 88

～98 に示す。 

表 88 健康障害プロセス_ストレス反応への影響 

 

表 89 健康障害プロセス_ストレス反応の PB/JC への影響 

 

表 90 健康障害プロセス_ストレス反応の知識仲介行動への影響 

 

表 91 健康障害プロセス_ストレス反応の教職協働促進行動への影響 

 

表 92 動機付けプロセス_WE への影響 

 

表 93 動機付けプロセス_IM/AC への影響 
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表 94 動機付けプロセス_PB/JC への影響 

 

表 95 動機付けプロセス_知識仲介行動への影響 

 

表 96 動機付けプロセス_教職協働促進行動への影響 

 

表 97 プロセス横断_ストレス反応への影響 

 

表 98 プロセス横断_ストレス反応への影響_下位尺度 
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3.5 量的研究による JD-R モデルの検討結果の考察 

3.5.1 健康障害プロセスに関する考察 

ロジスティック回帰分析の結果、仕事の要求度（Demand）が高い場合に、高ストレス

になるリスクが約 2 倍高まることがわかった。しかし整った衛生要因がストレス反応を半

減近くに抑制することもわかった。裏を返すと、仕事の要求度（Demand）が高く、なお

かつ衛生要因が不十分な場合は高ストレスになるリスクがかなり高まるということである。

高ストレスになると、プロアクティブな行動に悪影響を及ぼし、プロアクティブ行動やジ

ョブ・クラフティング、知識仲介行動を 3 割以上抑制してしまう。プロアクティブな行動

とは、自己主導的・先取り的・主体的で変革志向の行動であり、しばしば役割外の行動が

含まれる。つまり、決められたことを決められたとおりに正確に処理する、という志向性

に対して、プロアクティブな行動はまだない未来に向けて理想と現実のギャップを捉えて

自分と自分を取り巻く環境における改善点を見つけ出し、仕事・認知・関係性の境界

（boundary）を越え、リスクをテイクして行動する、という点に特徴がある。現状を変え

る際には、上司・同僚、その他のステークホルダーとの様々な摩擦が生まれる可能性があ

る。その摩擦を乗り越え、理想に向けて変化を生み出すには相応の心理的なエネルギーが

必要であるが、ストレス反応が高まると、そのような心理的エネルギーが必要な行動に一

歩を踏み出せなくなる、ということは想像に難くない。 

 

3.5.2 動機づけプロセスに関する考察 

健康障害プロセス同様ロジスティック回帰分析を行った結果、個人の資源は WE と

IM/AC の両方を約 3～5 倍促進することがわかった。個人の資源とは、自己効力感・開放

性、柔軟性・創造性、ポジティブフレーミングの 3 つの下位尺度から構成される。これら

の要素が高い人材を採用すること、あるいは現有の職員のこれらの資質を伸長させること

で、WE と IM/AC を促進することができる。また、仕事の資源（組織）が WE と IM/AC

の両方を約 3～5倍弱促進することがわかった。仕事の資源（組織）とは、組織の柔軟性・

開放性、人材育成・成長機会、教職協働風土、心理的安全性（組織）の 4 つの下位尺度か

ら構成される。組織のこれらの要素を高める施策を行うことによって、職員の WE と

IM/AC を促進することができる。そして、仕事の資源（上司）は WE への直接効果は見ら
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れなかったが、IM/AC を 2 倍以上促進することがわかった。仕事の資源（上司）とは、柔

軟性・開放性、人材育成・成長支援、心理的安全性（上司）、権限の委譲の 4 つの下位尺

度から構築される。上司のこれらの要素を高めること、あるいはそのような資質のある上

司を管理職に登用することで、職員の IM/AC を促進することができる。IM/AC と WE は

強い相関関係にあることから、IM/AC の伸長を経て WE の伸長することも期待できる。 

WE と IM/AC はプロアクティブな行動である PB/JC や知識仲介行動、教職協働促進行

動を約 1.2倍から 2.1倍促進することがわかった。WEは仕事への熱意・没頭・活力を示す

概念であり、IM/AC は金銭や指示命令ではなく、仕事そのものへの興味関心や、組織その

ものへの無条件な愛着を示す概念である。個人の資源と仕事の資源を高めることを通じて、

職員の WE と IM/AC を高めることができれば、職員のプロアクティブな行動を促進する

ことができることがわかった。 

 

3.5.3 プロセス横断に関する考察 

プロセス横断の視点では、個人の資源や仕事の資源（組織）が高い場合に、高ストレス

になるリスクが約 4 割低減することがわかった。仕事の資源（上司）の p 値は.05 未満で

はないものの、.054 であることから概ね 3～4 割のストレス低減効果を持つと解釈できる

と考える。 

ストレス低減効果についてより詳細に確認するために、3 つの資源の下位尺度を用いて

ロジスティック回帰分析を行った結果、個人の資源ではポジティブフレーミング、仕事の

資源（組織）では教職協働風土と心理的安全性が有意となり、合成変数では非有意であっ

た仕事の資源（上司）からは心理的安全性が有意となった。全体として、個人の資源と仕

事の資源は約 3 割～4 割強のストレス低減効果を持っていた。 

 

3.5.4 量的研究による JD-R モデルの検討結果の考察 

3 つのリサーチクエスチョンと 11 の仮説を構築し、600 名の職員のデータを元に量的研

究を行った。仮説の一部は棄却されたが、一部は有意水準に非常に近い数値での棄却であ

ったこと、そして、全体としては仮説の大半は支持されたことから、大学職員バージョン

の JD-R モデルの妥当性は確認できたといえる。すなわち、JD-R モデルが想定した、仕事
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の要求度（Demand）がストレス反応を高め、プロアクティブな行動を抑制してしまうと

いう健康障害プロセスと、個人の資源、仕事の資源（組織）、仕事の資源（上司）といっ

た各種資源が職員の WE や IM/AC を高め、その結果プロアクティブな行動を促進すると

いう動機づけプロセスの存在が、量的研究によって確認できた。これによって、大学職員

バージョンの JD-R モデルが現実に即した概念モデルであると捉えることができる。 

職員の仕事が十年一日のごとく変わらなければ、また、仕事の環境が急速に変化する

VUCA の時代でなければ、必ずしも職員にプロアクティブな行動を強く求める必然性は無

い。少品種大量生産の工業化社会の時代には、従業員には勤勉性や正確性、組織への従順

さがより重要であり、従業員一人ひとりのプロアクティブな行動は、むしろエラーを発生

させる要因として捉えられていた。当時はナレッジワーカーより、スキルワーカーが大量

に必要な時代であった。しかし、多品種少量生産の脱工業化社会・知識基盤社会の今日、

そして、変化の激しい VUCA の時代においては、ジョブデザインの発想による組織マネジ

メントは、ブルーカラー職種の一部を除いてほとんど不可能になってきている。大学にお

いても、ほとんどつぶれることがなく、安定していた時代は定められた業務を如何にミス

なく、漏れなく、正確に行うか、といった能力が重宝されていたが、いつつぶれてもおか

しくない、という時代においては、一人ひとりの職員が主体的で進取的な行動を取り、現

状に、日常の業務に創造的な変化を加えるジョブ・クラフティングを行っていくことが不

可欠となっている。 

しかし、職員が人間である以上、仕事に対するエンゲイジメントや内発的なモチベーシ

ョン、組織に対する情緒的なコミットメントといった、人の心理的な側面について、例え

ば上司や組織が業務命令で指示をしたからといって高まるようなものではない。信賞必罰、

アメとムチ、命令や金銭的報酬といった外発的な動機付け施策はむしろ職員の心理にネガ

ティブな影響を与える。大学職員バージョンの JD-R モデルが示すように、職員の WE や

IM/AC を高めるために組織や上司がまずなすべきことは、仕事の要求度（Demand）の調

整、衛生要因の整備、個人の資源、仕事の資源（組織）、仕事の資源（上司）の開発であ

る。その結果として、職員のストレスが抑制され、WE や IM/AC といった心理的側面が促

進され、そして、組織にとって望ましいプロアクティブな行動が生まれ、最終的に組織の

成果として帰ってくる。 

本章でその実効性が確認された大学職員バージョンの JD-R モデルについて、次章では、

実際の職場において何が、どのようにして、職員の WE や IM/AC に影響を与え、プロア
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クティブな行動を生み出しているかについて、具体的なケーススタディをもとに理解を深

めてゆく。 
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第 4 章 ケーススタディによる JD-R モデルの妥当性の検討  

4.1 本章の目的 

前章の量的研究によって、大学職員バージョンの JD-R モデルの妥当性が確認された。

しかし、一人ひとりの職員の職場におけるどのような体験が、どのような作用を生んでい

るのかについて、また、それが職員の認知や行動にどのような影響をあたえ、どのような

変容を生んでいるのかについては必ずしも明らかではなく、その実態は依然ブラックボッ

クスの中にあると言える。本章では、現場で実際に起こった出来事を手がかりに、大学職

員バージョンの JD-R モデルの理解を深めることを目的とする。 

用いるケースとしては、①仕事の資源（上司）が部下に影響を与え認知や行動の変容を

促した事例（Case1）、②個人の資源が組織成果を高めた事例及び仕事の資源（組織）が

もつ規範や風土が職員に影響を与え認知や行動に変容を生んだ事例（Case2）の 2 つであ

る。 

 

図 17 各ケーススタディで特に着目した Demand と Resource 
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4.2 Case1 「仕事の資源（上司）」の影響 

4.2.1 インタビューの概要 

第 2 章において、近年のリーダーシップ研究で最も注目されている理論の一つであり、

且つ、主流となりつつあるサーバントリーダーシップ論について概観した。サーバントリ

ーダーシップの効果として、同僚や顧客への自発的な貢献と組織市民行動の促進、エンゲ

イジメントや職務満足の増進、課業達成への粘り強さ促進、仕事への有意義感の知覚向上、

心理的健康の充実、チーム内における心理的安心感の醸成などが、先行研究から明らかに

なっている。また、本研究の量的研究の結果においても、仕事の資源としての上司が、職

員の IM/AC に影響を及ぼしていることがわかっている。上司の何が、WE や IM/AC を促

進する効果が強いのかをより詳細に確認するために、説明変数を仕事の資源（上司）に絞

り、さらにその下位尺度を使用してロジスティック回帰分析を行った。 

表 99 上司の WE への影響 

 

表 100 上司の IM/AC への影響 

 

 

分析の結果、上司の柔軟性や開放性、人材育成・成長支援、権限の委譲は WE と IM/AC

を約 1.5 倍から約 1.8 倍促進することがわかった。日々接し、指示を受け、管理監督され

ている上司がどのような人物であるかということは、一人ひとりの職員のやる気や仕事へ
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の取り組みに大きく影響することは想像に難くない。柔軟性・開放性の高い上司とは、部

下に対して粗くてもよいから迅速な意思決定を尊重したり、既存の考えや経験の枠にとら

われることなくものごとを柔軟に考えることを推奨したり、個性をのびのびと発揮するこ

とを許したり、目先のことにとらわれず長期的な視点で考えていくことを奨励するような

人材である。このような上司の元であれば、様々な工夫をしてみよう、提案してみよう、

チャレンジしてみよう、という思考が働き、活力、熱意、没頭によって特徴づけられる

WE や、仕事そのものへの興味関心が高まり、また、組織や自分の仕事に対する情緒的な

愛着が増すことは想像に難くない。量的研究の結果はそのことを如実に表している。しか

し、実際の現場において、職員と上司との間にどのような相互作用があり、上司のどのよ

うな働きかけや、上司の人間としての有り様が、部下のどのような認知や行動の変容を促

進し、あるいは抑制しているのかについては量的研究からだけでは見えてこない。そこで、

本節では、九州地方に所在する学生数約 5000 人強の、社会科学系の中規模私学における

ケースを取り上げ、上司と部下の間の相互作用について、現象学的に理解を深めることと

する。A 大学は、80 年の伝統を持ち、所在県の私学の雄である。2015 年 9 月 5 日に、上

司の存在とその影響によってその後の職員人生が変わった、という K.Y.に対して行ったイ

ンタビューを、JD-R モデルの枠組みで解釈を行った。文中に記載している年数等、各種

情報はすべてインタビュー当時のものである。 

 

4.2.2 職員 K.Y.のケース 

K.Y.は A 大学の卒業生で入職 12 年目である。職務経歴は、教務課 4 年半、総務課 7 年

である。学生時代は某体育会系クラブのキャプテンとして活躍した。もともとは高校の日

本史の教員志望であったが、出身県は日本史教員の採用がほとんどなく、就職課のアドバ

イザーに「うちの職員になったら一般企業の営業より時間に余裕があるし、教員の勉強し

ながら働けるよ。」と言われ、「すぐに教員にはなれなくてもせめて学生との関わりもあ

る教育機関で」という思いもあって、職員になった。結果的に就職後の 5 年ほどは所在県

で日本史教員の採用は無かった。教務課では多少学生との関わりはあったが、教員志望か

ら職員になった K.Y.にとっては、本当の意味での関わりとは言えなかった。そして、総務

課の業務では学生との接点はほぼ無くなった。入職以来「大学で職員としてやっていく中

で、これでいいんだろうか」と、自学卒でストレートに職員となった社会経験の少なさに
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対しコンプレックスのような感情を漠然と抱いていた。また、経験の少なさから、学生と

関わる際の自信が今ひとつ持てなかった。 

転機は突然おとずれた。2013 年から 2014 年にかけて高等教育系の通信制の大学院に進

学を決意したことをきっかけに、K.Y.の職員人生は新たなフェーズに向かって動き始めた。

進学の動機は、前述のコンプレックスに加え、よりレベルアップするために体系的に高等

教育組織について学びたかったという上昇思考、そして、当時学園の志願動向や財務指標

が芳しく無く、一職業人としての「いざという時のためにエンプロイアビリティを高めて

おきたいと思った」、という自身のキャリアに対するリスクマネジメントの視点もあった。

そして、自分の背中をドンっと押すような、あるインパクトの強いプライベートなライフ

イベントがあり、その勢いで出願を決意したのだという。大学院進学の意思を固めたこと

について、直属の上司（課長）と、職員の大先輩として尊敬しているもう一人の上司（部

長）N.N.に伝えた。直属の上司は驚き、感心していた様子であった。もともと、他者の人

材育成や自己研鑽にそれほど熱量のある方ではなかったが、もちろん、邪魔をするような

方でもなかった。一方、N.N.はとても喜び、応援してくれた。N.N.は自分自身の自己研鑽

にも非常に熱心であったが、後輩、特にやる気のある若者に対してはとても積極的で、研

修・研鑽の場をどんどん紹介し、連れ出してくれる存在であった。K.Y.は「N.N.さんほど

勉強熱心で、行動が伴う方は知りません。」という。この上司、特に N.N.の存在が、JD-

R モデルにおける K.Y.の動機付けプロセスを促進し、健康障害プロセスを抑制した。N.N.

がいなければこの Case1 は生まれることがなかっただろう。 

さて、大学院生としての生活が始まると、他大学のモチベーションの高い職員の中にい

ることで多くの刺激を受けた。「自分の大学職員としての実力『人生偏差値』がわかり、

もっと頑張ろうと思った。」という。大学院での研究テーマを「大学の教育力向上に果た

す職員の役割と必要な力」と決め、研究をすすめ、論文にまとめた。大学院在学中、勤務

する大学で自身の研究を実践する素材を探す中で、所属する総務課が所管している入学式

に着目した。実は、このテーマに決めたのは、大学院の入学式で在学生が活躍し、新入生

を精一杯おもてなししている姿に感銘を受けたことがきっかけであった。その入学式と比

べると、自学の入学式は「新入生を歓迎しよう」という意識を欠いた「前年踏襲」に終止

した、形式張ったセレモニーに見えた。「大学生になったぞ、がんばろう！と決意を新た

にする機会になっていないのではないか」と思った。そこで、「学生が作る新入生歓迎セ

レモニー」プロジェクトを企画した。企画書を作成し、上司を説得し、機関決定にこぎつ
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けた。直属の上司は「面白そうだし、いいことだと思うから頑張ってほしい」と言ってく

れた。N.N.も面白がってくれ、大いに応援してくれた。 

学生を募集したところ 12 名の学生が手を上げてくれた。そして、11 月に職員である

K.Y.１名と、学生 12 名、計 13 名によるプロジェクトがキックオフし、その後約半年近く

にわたって学生との質の高い濃密な時間を過ごした。12 月中旬までは週２回の会議を開い

た。学生たちが作業するためのワークルームを獲得した後は、定例会議以外にも日常的に

活動が生まれた。プロジェクトは機関決定されているので、日中に業務として活動を行う

ことはもちろん可能であったが、教育職ではない職員が学生とディスカッションや作業を

していても、周囲から見ると遊んでいるように捉えられるという懸念があっため、「日中

に行うのは正規に段取りしたミーティング（チームを運営するにあたって決まった回数・

時間でミーティングをすると学生たちと決めたもの）のみ」という線引きをすることを上

司と決めた。それ以外で相談に乗ったりコミュニケーションを取ったりしたものは、業務

扱いとしなかった。例えば、心配して様子を見に行ったらディスカッションになった、な

どの時間は業務外として扱った。もちろん、正規のミーティング等が勤務時間外に及んだ

場合には、業務として超過勤務処理がされていた。このように、上司、そして組織から、

しっかりと業務としての承認を得た活動となった。 

これまで、学生に広報スタッフとして、広報室の取材等に協力してもらうような形での、

学生の力を取り入れた活動はあったが、職員が監修し、学生達がゼロから自由に活動する、

というようなプロジェクトはこれまで学内にはなかった。学生と共にプロジェクトを進め

る中で、「学生が凄い。キラキラしている。クリエイティブだ。劣等感と焦りを感じた。」

という体験をし、大いに刺激をうけた。わからないことが多く、プロジェクト・マネジメ

ント、ファシリテーション、イベント企画などの研修を受け、書籍を読み漁った。 

その後、紆余曲折はあったが、2015 年 4 月に A 大学史上初、「学生が作る新入生歓迎

セレモニー」を実現にこぎつけた。具体的な内容は割愛するが、抜粋すると、学生手作り

の大学紹介ムービー、新入生目標カードの貼りだし（これは後日キャンパス内で行った）、

目標カードの新入生同士の交換会、自治会と協力してのフィナーレなどである。出席した

学生や保護者、学内の教職員からとても良い反響を得た。K.Y.は、「教育機関で働くから

には、働く動機は金ではなく学生であるべきだと思う。」と自信がみなぎる。入学式を終

えてプロジェクトは一旦解散した。しかし、その後も、学生による大学紹介ムービーを入

試課が使わせて欲しいと申し出てくれたり、別の部署の職員が「次は手伝わせて欲しい」
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と申し出てくれたりと、生まれた芽は継続していた。ムービーを作る際に、学生が情報教

育課の職員にノウハウについて教えを請うたり、様々な部署の職員にインタビューしたり

したことなどを通じて、関係性が継続したという。 

A 大学には、専任職員全員が年に 4 回ほど集まる集会、「事務職員総会」がある。K.Y.

がその総会で、プロジェクトの成果報告をした際に会場から拍手がおこった。総会は少し

重々しい空気感の中で粛々と進むのが常で、誰が話しても大抵拍手などは起こらない。そ

の中で自身の成果報告に対して拍手が沸き起こった時、「好感を得ている」、という手応

えを強く感じた。直属の上司と N.N.にも随分と評価してもらえた。二人の上司は、他大学

での成果報告の機会をいくつか設けてくれたほどに喜んでくれた。このプロジェクトは翌

年以降も続いた。予算の拡大を目論んで学内 GP（学内の競争的予算）に申請したところ、

その年の教員の取組を抑えて 7 件中 2 位（教員 6 件、職員 1 件）で選定された。「今が大

学職員としてのキャリアの中で最も充実している。」という発言からも見られるように、

個人の資源である「自己効力感」が高まっている。学生との相互作用を大学の力にすると

いう価値観は、組織文化にある程度定着し、以降、学生の意見を取り入れて何かをする機

会はずいぶんと増えた。「このプロジェクトが発端であったというエビデンスはありませ

んが、自分自身はパイオニアのつもりでいます。」と K.Y.は自身の経験に誇りをもってい

る。 

 

4.2.3 仕事の資源（上司）の影響に関する考察 

K.Y.のこのプロジェクトは、総務課が入学式の式典を担当していたことから、全く別業

務とは言えないが、それでもこれまでに無い新たな業務である。「やらなくても」大学の

運営に支障を来すものではない、いわゆる「プロアクティブ」な取り組みであると言える。

「Must」ではなく「Want」の業務であって、ゼロを維持する業務ではなく、ゼロをプラ

スにするオフェンスの業務である。このような業務は、伝統的、官僚的組織特性を持つ大

学組織においては、しばしば「仕事が増える」、「余計なこと」、あるいは「遊んでいる

のではないか」等と受け止められることがある。しかし、K.Y.の場合は、上司や組織から

の明確な承認を受け「安心して」プロジェクトに邁進できた。安心感が生まれた背景には、

日中の活動の承認、時間外の活動を残業扱いとすること、活動の場所を提供してくれるな

ど、組織が労働条件・環境を整えた（衛生要因の充足）こと、企画書をもとにした提案に
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対する機関決定の後はほとんど口を挟まず、完全にプロジェクトにまかせマイクロコント

ロールをしなかった（権限の委譲）こと、上司の心理的・情緒的な応援や支援（心理的安

全性）があったこと、そして、新しい提案に対し、過去からの慣行を否定された（つまり

これまでの入学式は十分ではないと批判された）と受け止めるのではなく、「面白そうだ

し、いいことだと思うから頑張ってほしい」と直属の上司が言ってくれたこと（柔軟性・

開放性）などが要因であったことは想像に難くない。さらに、K.Y.にとって、N.N.の存在

は非常に大きく、「N.N.さんがいるから安心だ。そして N.N.さんに認めてもらいたいと

思っているし、褒めてもらえるととてもうれしい。もっと頑張ろうと思える。」と、N.N.

が K.Y.の心理的安全性の最後の砦として存在してくれたこと、また、柔軟で開放的な思考

を促進してくれる存在であったことが、K.Y.の WE や IM/AC、そしてプロアクティブな行

動が促進された大きな要因であると考えられる。このような恵まれた環境の中、K.Y.は、

活力、熱意、没頭によって特徴づけられるワーク・エンゲイジメントや、仕事そのものへ

のやる気（内発的モチベーション）が高まり、また、組織や自分の仕事に対する情緒的な

愛着（仕事や組織への情緒的コミットメント）が増したであろう。「プロジェクトをやる

のに夢中で、上司がどのように思っているかどうかをそう言えば考えたことはありません

でした。」という発言からは、活動中に「没頭」していた様子がありありとうかがえる。

また、プロジェクトの中で、「学生が凄い。キラキラしている。クリエイティブである。

劣等感と焦りを感じた。」という経験を経て、書籍を読み漁ったり研修に参加したりする

など、自己研鑽を始めた。そして、「あるワークショップでのファシリテーションを学生

が褒めてくれた。」という成功体験をする。努力をし、実践し、学生からの称賛を得たと

いうプロセスを通じ、K.Y.の自己効力感や、物事を前向きに捉えるポジティブフレーミン

グといった、「個人の資源」が開発されたであろう。K.Y.はこの経験を経て、スチューデ

ント・コンサルタント資格を取得し、さらに、学協会等で本事例の発表を全国で精力的に

行うなど、自らを磨き、高める強い意欲（熟達志向）が格段に伸長した。 

理解ある上司という「仕事の資源」のもと、のびのびと活動した結果、新入生や保護者

が満足し、周囲の教職員やプロジェクトメンバーとして関わった学生など、全員にとって

ポジティブな効果が生まれた。また、何より K.Y.自身が、自分の仕事はそもそものミッシ

ョン（このプロジェクトの場合は新入生へのウェルカムスピリット）を達成するために、

現状をいくらでも変えていい（タスク・クラフティング）、新しい他者と一緒に仕事をす

ること（学生とのプロジェクト）でより高みを目指すことができる（関係性クラフティン
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グ）、大学職員という仕事には無限の可能性がある、という仕事の再定義（認知クラフテ

ィング）を経験したことを通じて、見事に「ジョブ・クラフター」として成長したことが、

人材・組織マネジメントの観点における最大の成果であると言える。「ある時、上司から、

学生と接するようになって変わったね、といったようなことを言われました。たしか、随

分と大人になった、といったことを言われました。」。良質な仕事の資源の存在が K.Y.の

WE や IM/AC を高めたこと、そしてプロジェクト活動の中で開発された自己効力感やポジ

ティブフレーミングといった「個人の資源」が直接的に作用し、プロアクティブな行動を

促し、新入生、保護者、教職員全てが満足するという組織の最終成果を生んだ事例である。

極めつけに、「大学の教育力向上に果たす職員の役割と必要な力」を修士論文としてまと

め、理論と実践を統合した点は特筆に値する。ジョブ・クラフティングの後続要因として

Wrzesniewski & Dutton（2001）は、従業員が自身の「仕事の意味」 （meaning of work）

や「ワーク・アイデンティティ」（work identithy）を根本的に変化させる可能性を示し

ているが、まさに K.Y.はこの経験を経て、大学職員という職業の「仕事の意味」や「ワー

ク・アイデンティティ」を紡ぎ直したに違いない。 

Case1 で主に確認された事象を JD-R モデルに当てはめたものが図 18 である。強く観測

されたものを太線、観測されたものを中太線で表現した。 

 

図 18 Case1 で主に観測された事象 
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K.Y.のケースの特筆すべきもう一つの視点は、量的調査の結果、仕事の要求度

（Demand）やストレス反応が他より高く、WE や IM/AC が他より低い傾向が見られた総

務課という管理部門において、WE や IM/AC が高まり、プロアクティブな行動が生まれた

ことである。総務・人事労務・財務系は、Demand 高群は 4 番、ストレス反応高群は 2 番

目と高く、WE と IM/AC は下から 2 番目と低い（表 101）。また組織風土や人材育成の状

況について見ると、総務課は柔軟で開放的な組織風土は下から 2 番目、人材育成・成長機

会も下から 3 番目と低い（表 102）。 

 

表 101 部署別集計_Demand・ストレス反応・WE・IM/AC 

 

表 102 部署別集計_組織風土・人材育成 

 

 

K.Y.のケースは、たとえ数値的に低い傾向がある総務課という部署であっても、仕事の

資源や衛生要因の整備によって、一人の貴重な人材の開発がなされうるという、発見の事

例である。もともと WE や IM/AC を育みやすい部署（情報・図書系や企画系、就職・進

路系など）であれば、より、人材開発は容易かもしれない。ただし、K.Y.の「優しくも厳
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しい、羊飼いのような上司の皆さんにはとても感謝していますし、こんなことよそではそ

うはないのかもしれないとは思います。」という言葉には、「総務だからできないわけで

はない、良い上司がいればどの部署でも成長できる」、という期待を持たせる一方、逆に

上司次第ではたとえ平均値として高い部署に配属されても成長できない、ということも暗

に示唆している。部下の立場からすると、どの上司のもとに配属されるか、という「運次

第」という側面がある。 

そこで次節では、上司という「運」に頼るのではなく、部署自体が持つ規範や組織の風

土によって、職員の WE や IM/AC を、そしてプロアクティブな行動をより安定的に生み

出すことができるのか、という視点で事例検討を行う。 
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4.3 Case2 「仕事の資源（組織）」の影響 

4.3.1 インタビューの概要 

前節では、上司という仕事の資源に恵まれて成長し、成果をあげた職員のケースを見た。

部署に関わらず良い上司のもとであれば成長し、成果を上げられることが確認できた反面、

上司次第ではたとえ成長しやすい部署に配属されたとしても、思うように成長したり成果

をあげたりできない可能性も逆説的に同時に示唆された。そこで、上司という「運」に頼

るのではなく、部署自体が持つ規範や組織の風土によって、職員の WE や IM/AC を、そ

して PB をより安定的に生み出すことができるのか、という視点で、本節では、特に仕事

の資源（組織）の影響が色濃く見られたケースを取り上げる。 

まず、仕事の資源（組織）のどの要素が WE や IM/AC を促進するのかをより詳細に確

認するために、説明変数を仕事の資源（組織）に絞り、且つ、仕事の資源（組織）の下位

尺度を用いてロジスティック回帰分析を行った。 

 

表 103 組織の WE への影響 

 

表 104 組織の IM/AC への影響 

 

組織の柔軟性・開放性、人材育成・成長機会、課題に対して教職員が協働で課題に向か

い合うような教職協働の風土があると、WE と IM/AC をそれぞれ約 1.4 倍から 3.8 倍促進
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した。心理的安全性（組織）の p 値は.05 未満ではないものの、.054 であることから概ね

1.3 倍の促進効果を持つと解釈できる。組織の柔軟性・開放性とは、粗くてもよいから迅

速な意思決定が尊重されたり、既存の考えや経験の枠にとらわれることなく、ものごとを

柔軟に考えることが推奨されたり、個性をのびのびと発揮することが許される、といった

組織の風土である。第 2 章において、「アジャイル方式」ないしは「リーンスタートアッ

プ」というビジネス方式が、シリコンバレーから他の産業部門にも急速に広がったことを

述べたが、ここで言う組織の柔軟性・開放性と共通する概念であると言える。このような

組織風土があれば、様々な工夫をしてみよう、提案してみよう、チャレンジしてみよう、

という思考が働き、活力、熱意、没頭によって特徴づけられるワーク・エンゲイジメント

や、仕事そのものへの興味関心が高まり、また、組織や自分の仕事に対する情緒的な愛着

が増すことは想像に難くない。量的研究の結果はそのことを如実に表している。 

また、ストレス反応との関係においても、何がストレス反応を抑制するのかをより詳細

に確認するために、ストレス反応を被説明変数に、そして説明変数を仕事の資源（組織）

の下位尺度を使用してロジスティック回帰分析を行った。その結果、教職協働の風土や、

心理的安全性（組織）がストレス反応を約 4 割抑制することがわかった。 

表 105 組織のストレスへの影響 

 

 

第 1 章において、他のホワイトカラー人材と比較を行った結果見えてきた職員組織の弱

みは、組織の柔軟性や開放性、革新性や行動的な組織風土であった。つまり、職員の組織

は、WE や IM/AC を高めるという点において、弱みがあるということである。1 章で述べ

た、組織の柔軟性や開放性とは、上司に自由にものが言えること、個性を発揮できること、

目先のことではなく長期的視点で物事を捉え、長期的な成果の追求が許されること、過度

なルールがないことなど、心理的な安全性を含めた組織の柔軟さや開放性を示している。

これが、職員は他のホワイトカラー人材の組織に比べて弱みとなっていた。つまり、他の
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ホワイトカラー人材の組織に比べて細かいルール、脱個性、目先の業務中心となっている

可能性がある。もう一つの弱みである、革新的で行動的な風土は、走りながら考える、迅

速な意思決定、ユニークな発想、他者との違いを強みと捉える、といった組織の状況を示

しているが、こちらも職員は他のホワイトカラー人材の組織と比べて弱みとなっていた。

つまり、職員組織はリスクを伴う新たなチャレンジに後ろ向きで、慎重で遅い意思決定を

している可能性がある。 

これら量的研究の結果について、より現象学的な理解を深めるために、本節では中国地

方に所在する学生数約 3000人の、社会科学系の中小規模私学である、B大学における事例

を取り上げた。B 大学は、当時日本ではほとんど事例のない、プロジェクト型教育を企

画・立案・運営及び提供することだけに特化した K 館という内部組織を置いて様々な成果

を生み出しており、全国から注目を集めていた。K 館は、教務課や総務課、学生課等とい

った、大学のインフラを担ういわゆる「伝統的な部署」とは一線を画し、「非伝統・ノン

インフラ部署」として、柔軟、開放、革新、チャレンジを是とする部署である。 

B 大学がこの組織を置いた理由は、組織風土改革や人材開発のためでなく、あくまで教

育改革が主眼である。しかし、人材・組織マネジメントの観点からこの組織を眺めると、

伝統的な組織内にまったく異なる規範・価値観をもった内部組織を作り、しかもその規範

や価値観は職員が他のホワイトカラー人材の組織と比較して「弱み」と感じている要素を

克服する事が可能な、「組織内インキュベーター」として捉えることができる。伝統的な

部署からみると非常に柔軟で、開放的で、革新的な組織風土や仕組みは、職員の心理にど

のような影響を与え、人材・組織マネジメントの観点で何を生み出しているのであろうか。 

2015 年 11 月 27 日に、当時 K 館職員の H.N.と T.Y.、前 K 館職員の O.T.の３名に対し

て実施したインタビューを、JD-R モデルの枠組みで解釈を行った。文中に記載している

年数等、各種情報はすべてインタビュー当時のものである。 

  

4.3.2 K 館の概要 

K 館は、伝統的な「大講義中心」、「一方通行の授業中心」の大学のありように対する、

「これで良いのか、これで社会に必要な人材輩出ができているのか」という、理事長の問

いかけがきっかけとなり、2004 年にこの問題を取り扱うワーキンググループが立ち上がっ

たことに始まる。ワーキンググループは理事長（当時は学長兼務）をトップとし、副学長、
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学部長、事務局長、教員 2 名、職員 2 名という、理事長肝いり、学内中枢人材計 8 名のプ

ロジェクトとして始まった。2005 年にプランの骨子を作り上げ、準備室立ち上げを経て

2006 年に K 館は開設された。K 館のミッションを「人間力の獲得」と定め、そのような

人材を育成するには座学だけでは難しいと判断し、体験的な学びを提供することを目的に

K 館科目群と K 館プロジェクトの 2 つの柱を作った。体験型の学びは、課題解決型や地域

連携型、海外研修型など、学びのスタイルや内容は多種多様である。施設にも特徴があり、

宿泊施設、学生の活動スペース、学生が運営するカフェなどを備えた３階建の建物全体が

K 館である。キャンパスから少し離れた駅の近くに所在している。物理的にも、伝統的な

部署が居並ぶ本キャンパスから離れ、独特の存在感を醸し出している。当時、専従の職員

が 6 名、兼務教員 4 名（館長、副館長、科目創造センター長、プロジェクトセンター長）

が配属されていた。K 館は理事長肝いりのワーキングとして始まったという立ち上げの経

緯もあり、学内では「特殊な部署」として認知されていた。その業務スタイルは伝統的職

員の職務スタイルとは一線を画していた。K 館の立ち上げから携わり、10 年間管理職を務

めた O.T.は、「理事長は、ここは特区だ、と言った。特区なので、いろいろなチャレンジ

ができた。失敗してもいい、と思えた。」と語った。JD-R モデルに当てはめると、理事

長がこの新しい組織に注入した最大の要素は、「組織の柔軟性・開放性」と「権限の委譲」

（「いろいろなチャレンジできた」）と、「心理的安全性（組織及び上司）」（「失敗し

てもいいと思えた」）である。これらを組織の DNA に明確に注入することで、K 館は他

の伝統的部署とは完全に一線を画した組織として産声をあげることとなった。 

 

4.3.3 職員 O.T. のケース 

O.T.は大学職員歴 25 年目で、B大学の卒業生である。学生時代は某体育会系クラブの主

将を経験し、インタビュー当時はそのクラブの部長であった。職務経歴は、総務管財（施

設）3 年、入試広報 11 年、K 館での 10 年を経て現在キャリアセンター課長として１年目

である。K館には、開設 2年前の構想の段階から携わり、開設後は 10年間管理職（課長）

として部署の運営を担った。迫力のある大きな体、太い眉、しかし他者に安心感を与える

優しい目が印象的で、典型的な「体育会系」、「親分肌」がにじみ出る好人物である。

「他者と関わる力は、入職後すぐに任された某体育会系クラブ監督の 4 年間の経験の影響

が大きかった。」いと自己分析する。しかし、学生時代に某体育会系クラブ主将をされて
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いたことをみると、既に他者と関わる上で必要な素養を十分にもっていたことは容易に推

察できる。監督時代は、就業時間終了後にグラウンドに向い、練習終了後はまた職場に戻

って仕事をしていた。「業務に差し支えはさせないと決めていた」。また、「監督は選手

を公平に、そして最初から最後まで見、最後に評価をしなくてはならない。人をよく見な

いといけない。この経験は現在の業務スタイルのベースになっている。」という。K 館に

移り、全く新しい仲間とまっさらの部署を立ち上げ、仕事を作り、地域社会や産業界とネ

ットワークを作り、教員と協働し、そして学生と関わりながらの 10年間が始まった。水を

得た魚のように、人を見、育て、仕事を作り、部署を育てた。O.T.は、近年の外部労働市

場が発達した後の事務職員のイメージとは異なる雰囲気を持っている。むしろ横山（2015）

が指摘する古きよき時代の職員（「当時の職員採用は、教員の推薦やクラブ・サークル等

で目立つ学生の一本釣りが中心。ほとんどが縁故採用だった。」）のイメージに近い。つ

まり、体育会系、人情が厚い、面倒見がいい、人間臭い、という表現がぴったりである。

O.T.は他者と関わる、学生と関わる、人を育てる、ということがあまりにも普通であり、

その必要性や重要性に関しても揺るぎない信念を持っていた。 

O.T.は理事長肝いりの K 館立ち上げプロジェクトにおいて職員 2 名のうちの一人として

選出され、実質的には企画の中心人物であった。前述のとおり、「理事長は、ここは特区

だ、と言った。特区なので、いろいろなチャレンジができた。失敗してもいい、と思え

た。」と、理事長自身が K 館という組織に「柔軟性・開放性」の規範を埋め込み、さらに、

失敗してもいいのだという感覚である「心理的安全性」を担保したことによって、O.T.は

K 館のミッションに純粋に向き合うことができた。O.T.を JD-R モデルに当てはめると、

個人の資源である「自己効力感・開放性」と「柔軟性・創造性」、「ポジティブフレーミ

ング」の 3 つすべてが高い印象を受ける。O.T.のもともとの前向きな性質が、理事長の生

み出した規範・組織風土と良い相乗効果を生み、しがらみを感じずに次々に新機軸を打ち

出すことができたのだろう。 

前向き志向の O.T.に向き合って話を聞いていると、これまで順風満帆、なんの問題も無

かったかのよう錯覚を覚えるが、新しいものを作るときに何も問題が起きないということ

などあり得ないと感じ、「仕事においてモチベーションが下がった経験、気持ちが萎えた

経験はありますか？」と尋ねてみた。すると、「多分いくらでもあったがあまり思い出せ

ない。ハシゴを外された感があるときはモチベーションが多少下がる。でも自分のやろう

としていることは正しい、と信念を持っていればたいしたことはない。」と回答があり、
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非常に強いストレス耐性を感じた。第 3 章における JD-R モデルのプロセス横断仮説にお

いて、ポジティブフレーミングが高い場合はストレス反応をおおよそ半減させることがわ

かっているが、O.T.はまさにその具体的な好例である。育成より評価に主眼があり、ポジ

ティブな事例報告がほとんどない成果主義的なマネジメント制度である目標管理制度につ

いても尋ねてみた。O.T.にとって目標管理制度は特にネガティブな印象は無く、「コミュ

ニケーションツールでしかないと思っている。部下と仕事の話を、膝を付き合わせてする

ことはなかなか無いので良い機会だと思っている。部下と話すときに手ぶらで話すより何

かあるほうが話しやすい。ツールとして用意してもらって、こうしたほうがいいんじゃな

いの、とか言いながら話す。役に立っている。」とのことであった。物事の負の側面には

あまり興味がなく、正の側面をうまく探し出している。どこまでもポジティブフレーミン

グの強い、前向きな意見である。 

K 館における O.T.の上司は、K 館構想を練るためにワーキングを立ち上げ、ワーキング

のリーダーとなった理事長であると捉えることができる。JD-R モデルに当てはめると仕

事の資源（上司）である理事長が、K 館の初代管理職である O.T.に権限を委譲し、失敗し

ても良いという心理的安全性を担保し、柔軟性・開放性を提供した。その結果、組織の規

範・風土が伝統的部署とは一線を画すことになった。もともと個人の資源が高い O.T.に、

仕事の資源（上司）、仕事の資源（組織）というあと 2 つのリソースが整い、「自分のや

ろうとしていることは正しい、と信念を持っていればたいしたことはない。」という発言

からも見て取れるように、「有為な人材を輩出し社会に貢献する」、というミッションに

共感し、K 館での仕事に誇りを持ち、仕事そのものにやりがいを感じ、組織に愛着を持つ

という IM/AC がぐんぐん高まり、さらに、「活力・熱意・没頭」によって特徴づけられる

WE も高まり、プロアクティブ行動によって次々に成果を生んでいった。その成果のうわ

さは全国に広がり、当時の K 館には全国から多くの大学関係者が次々に見学に訪れていた。 

理事長が「特区」を作り、組織に柔軟性・開放性の DNA を注入し、権限を委譲し、そ

して心理的安全性を担保した。3つの仕事の資源のうち 2つを整えた上で、仕事の資源の 3

つ目である個人の資源が高い管理職を配置した今回のケースは、JD-R モデルに当てはめ

て捉えるならば、「成功の要件」が見事に整った実践、見ようによっては実験であったと

いえよう。 
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4.3.4 職員 H.N. のケース 

H.N.は大学職員歴 12 年目で B 大学の卒業生である。入職後 1 年間インターンシップ推

進室で業務をした後、立ち上げスタッフとして K 館に着任し、以降 11 年間一貫して K 館

で勤務している。H.N.は学生時代に大学祭実行委員長を経験している。大学祭実行委員会

には多種多様な学生が集う。「熱い」ものもいればそうでないもの、何も言わずに動くも

のもいれば指示を待つもの、イノベーションが必須と主張するものもいれば前年踏襲を良

しとするものもいる。実行委員長には、そのような様々な想いや行動特性、主義主張をも

った、学年も学科も性別も違う多様な学生を束ねる力が求められる。さらに、教職員や外

部と関わり、利害を調整し、時にはネゴシエーションをしながら想いを形にしていくなど、

非常に複雑で難易度が高い。実行委員長の仕事は一言でいうと「大仕事」である、と言え

よう。H.N.からは、そのような不確実性の高い「修羅場」をいくつもくぐってきた人間の、

「大概のことはなんとかなるし、そうしてみせる」という、経験値の高さからくる自信と、

実力に裏付けされた自己効力感の高さが感じられた。JD-R モデルの「個人の資源」に当

てはめると、「自己効力感・開放性」、「柔軟性・創造性」、そして「ポジティブフレー

ミング」の 3 つ全てが、生まれながらに高い、あるいは経験を経て開発された人材である

と感じた。海のものとも山のものともわからない、ゼロから立ち上げた K 館の中で、誰に

頼るでもなく自分の頭で考え、多種多様な人の協力を得ながら、学生たちのために体験学

習の場を創出し、教育成果を上げてゆくという仕事のスタイルは、適性がなければ非常に

ストレスフルな場となることは想像に難くない。まるでベンチャー企業のようなその仕事

のスタイルに見事にフィットし、部署を引っ張ってどんどん成果を上げていたのが H.N.で

あった。 

H.N.のような、「大学祭実行委員長になろう、やってみよう」と学生時代に考えるよう

な素地をもった人材にとって、K 館はもってこいの職場である。H.N.には、「分からない

こと、できないことがあれば自分で何とかするのが当然です。」という発言から見て取れ

るように、プロアクティブな行動特性がもともとあった。よって、何もわからないところ

から K 館がスタートした時には、必要にかられて色々と勉強をしたという。K 館の仕事で

は、例えば学外に学生を送り出す前のオリエンテーションや、現場で必要なスキル研修を

職員が実施する事も少なくない。実習が始まれば、日常的な指導を直接的に担うこともあ

り、「教員とほとんど変わらない」役割を担っていた。もはや教員と職員といった区分を

意識することはほとんどなく、「K 館スタッフ」として、相互協力し、組織のミッション
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達成に注力していた。自身が学外の研修で身につけた知識や技能はすぐに仕事に活かした。

「わからないことを勉強するのは当たり前、学んだことを学生に提供するのも当たり前。」

という組織の風土を作っていった。プロジェクト・マネジメントの PDCA サイクル、ファ

シリテーションのノウハウ、企画から運営までのノウハウなどを学び、学生や同僚の教

員・職員に還元し、部署のカラーを作っていった。H.N.は、その後、K 館業務で生まれた

縁により某国立大学の博士後期課程にまで進学し、今日では某私立大学の教員として活躍

している。 

そもそも、総務や教務、学生課といったいわゆる「伝統的部署」の職務経験が無い H.N.

は、K 館の仕事のスタイルや規範、組織風土が特別なものであるという認識すら当初は持

っていなかった。他部署から異動してきた職員の声を聞く中で「K 館の特殊性」に後で気

づいていったという。その上で、大学で働く上で、K 館の日常にある「現場を知る、教育

を知る、学生と関わる、ということは全ての職員に有益なのではないか。」と、考えるよ

うになった。ただ、「全員が K 館スタイルで毎日働く必要は無い。大学にはいろんな機能

があるので、それぞれの仕事スタイルがあれば良い。しかし、一度は経験したほうがいい

とやっぱり思う。」という意見を述べてくれた。ただし、「自分は伝統的職員スタイルの

部署にはできれば行きたくない・・・。」とのことであった。 

第 1 章で述べたように、大学職員を取り巻く環境や期待される役割が変化している。か

つて安定的であった大学という職場の不確実性は着実に高まり、いつ閉鎖（倒産）しても

おかしくない時代が目の前に来ている。職員には仕事に「従事する」ではなく「つかさど

る」こと、「処理する」ではなくて「遂行する」ことが求められるようになっており、そ

のことは、法令にまで記載された。法令に記載されるほどまでに、職員個人、あるいは職

員の組織の変革が求められている、言い換えれば期待されていると言える。しかし、現時

点では、他のホワイトカラーに比べて柔軟性や開放性、革新性などに課題を抱えている。

人材育成においても、OJT、OFF-JT、自己研鑽、職場外学習全てにおいて十分とは言え

ない現状がある。そこで、K 館を、学生への教育機関としてではなく、職員の人材・組織

マネジメントのリソースという観点で違う角度から眺めた時、このような異なる規範や風

土を持つ内部組織に、H.N.のようなベンチャー的働き方に「フィットする」人材ではなく、

逆に「フィットしない」人材を送り込むことによって、その人材が開発される可能性はあ

るのだろうかという問いが浮かぶ。あるいは、開発されずに、健康障害プロセスの負の影

響が生じるのであろうか。今日、大学職員フィールドでは部分的に専門人材が生まれてい
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るとはいえ、現時点で日本の職員の大半は人事異動によって部署間を異動してゆくジェネ

ラリストである。もし前者であれば、K 館を、人材・組織マネジメントにおける人材育成

の拠点、学内インキュベーターとして捉えることができる。K 館というリソースを活用し、

人事異動を通じて粛々と人材育成をしてゆくことが可能かもしれない。しかし、もし後者

であれば、ストレス反応を高め、メンタルヘルス不調者を量産してしまうリスクがある。

そうであれば、H.N.のような、個人の資源の高い人材を選別し、配置することによって成

果を上げる組織とし、人事異動の対象とはせず、専門人材として配置することが望ましい

という結論になる。 

H.N.のケースを見ると、個人の資源が高い人材を、仕事の資源が高い部門に置くと、即

座に、そして次々にプロアクティブな行動が行われていく、ということがわかる。つまり、

K 館のように、クリエイティビティを要するような部門の成果を高めるには、採用や適材

適所への配置が非常に重要であることを物語っている。H.N.は K 館のような職務スタイル

に「フィットする」人材であり、K 館によって能力が「開発された」というより、能力が

「活かされた」事例であると言える。人材・組織マネジメントの視点では、人材を「活か

す」ことも重要であるが、「開発する」ことも重要である。時代は全ての部署の職員に対

して、現状維持・前年踏襲の業務スタイルから、変革を生み出す業務スタイルへの転換を

求めている。K 館のような組織内インキュベーターに人材を送り込むことで、人材が「開

発」されうるか、次節では、ベンチャー的働き方に「フィットしない」人材が、K 館のス

タイルに戸惑いつつ、徐々にアジャストし、人材開発がなされていった事例、すなわち、

「学内インキュベーターとして機能した」ケースについて検討を行う。 

 

4.3.5 職員 T.Y. のケース 

T.Y.は B 大学の卒業生で、大学職員歴は 14 年目である。職務経歴は、教務 7 年、学生 3

年、K 館 4 年で現在に至る。大学職員になった動機は、4 回生の時に取得した司書資格を

活かせる職業を探す中に、大学職員（図書館職員）がたまたまあったためである。学生時

代はどちらかと言えば地味な読書好きの学生で、大学へのコミットメントはほとんどなく、

つながりもなかった。故に大学職員に応募した際も「大学職員というのは学生時代から教

職員と仲良くしていた人がなるもので、そうそうなれるものではない。」と思っていた。

「ダメ元で受けたが、意外にも受かってしまった。なので、結果的に大学職員になったが、
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夢や希望を持って大学職員になったわけではなかった。」という。入職後、思っていた図

書館ではなく残念ながら教務課に配属された。だからといって特に落ち込んだわけでもな

く、「仕事は仕事」とすぐに割り切った。教務課の仕事では、PC のスキルアップなど必

要なことは最低限したが、それ以上に熱く何かを成し遂げよう！というモチベーションは

なかった。7 年間の教務課での業務を終え、学生課に異動し、学生と関わる機会が生まれ

た。しかし、「腹を割る」、という関わり方ではなく、社会人として指導をする、支援を

する、という「一線を引いた」関係性であった。適切な距離を保ち、大人対大人という関

わり方が正しいと思っていた。そしてほどなくして、K 館に異動が決まった。 

K 館への異動は希望したわけではない。人事異動として人事部から申し渡された。K 館

の存在はもちろん知っていたが、設立の経緯やミッション、立ち上げメンバーの想いなど、

詳しい内容はあまりわかっていなかった。外から見て K 館の職員の仕事はわからないこと

だらけであった。「何をやっているのか、なぜそこまでやるのか」という感想を持ってい

た。よって、異動が決まった時は嬉しさや楽しみといった感情は全くなく、ただ不安と戸

惑いが大きかった。異動してみると、K 館の職員の業務スタイルは、それまでの「伝統的

職員」の業務スタイルと全く違っていた。「最初はキョロキョロソワソワしていた（当時

の上司である O.T.談）」。異動当初に上司（O.T.）と同僚（H.N.）がかなり時間をとって

業務の説明をしてくれたことは助かった。その後も上司と同僚が聞きやすい環境を作って

くれた。それでも日々わからないことだらけであった。正解が一つではない課題が次々に

発生し、「これであっているのだろうか」、「これで大丈夫なのだろうか」という不安ば

かりだった。前節で検討した K.Y.の入学式改革の事例は、もしプロジェクトが失敗に終わ

っても、これまでどおりの入学式を実施することができる、要するに、「ゼロをプラスに

できなくとも、最悪現状維持できる」という類のものであったが、K 館の仕事は教育プロ

グラムを開発・運用し、教育成果を着実に上げ、そして最終的に単位を認定する必要があ

る。責任は重く、よって、仕事の要求度（Demand）は高い。Demand の高まりはストレ

スを高めることとなり、辛い思いも経験した。押しつぶされそうなプレッシャーの中、あ

る時、プロジェクトが上手く行かず困っていると、同僚（H.N.）から、「寄り添ってくだ

さい、とことん。」と言われ、気が楽になった。肩肘はらなくていいんだ、対等でいいん

だ、と。目からウロコがこぼれ、迷いがなくなった。そして寄り添いをしはじめ、自然と

自分を出した。すると学生も自分を出してくれた。一緒に喜び、悲しんだ。それまで、職

員と学生は一線を引き、大人としてある種模範的に行動しなくてはいけないと思っていた。
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しかしその関わり方では学生は本音を話してくれない。プロジェクト活動は、人間関係を

含め、様々な困難やトラブルがあるので、本音で話しあわないと解決しないことが日常的

にある。自分が本音にならなければ学生も本音にならない。徐々に、行動が変わり、自己

開示が出来るようになった。すると学生も自己開示してくれるようになった。「寄り添う」

ことができるようになった。そして、プロジェクト活動の中で発生する様々な課題が、表

面化せずに温存されるということが無くなり、問題が起きるとその都度出し合い、話し合

って解決がなされるようになっていった。プロジェクトが上手くいき、学生も成長し、学

生の人間力を育てるという組織のミッションに貢献できるようになっていった。 

ある時、インドネシアに行くプロジェクトの担当になった。学生を引率することになり、

英語の勉強を始めた。学生と同じレベルの英語ができるぐらいでは引率の意味がないと思

って一生懸命勉強した。同じ頃、ファシリテーションやプロジェクト・マネジメントも学

んだ。新しいことにも柔軟に、そして開放的に次々に取り組むようになっていった。「キ

ャリアの中で最も集中して勉強した」という。自分の成長を実感した。そして、「仕事が

楽しい」、「今が一番充実している」と感じた。自分を成長させようという意欲（熟達志

向性）が湧き、行動が変わっていった転機について尋ねると、「学生スゲー！、と尊敬し

た経験です。」という。学生が、自分の大切な時間を使って、こんなプロジェクトを行い、

達成したり失敗したり、泣いたり笑ったり、感動したりする姿に触発された。 

JD-R モデルに当てはめると、個人の資源が必ずしも高くはなかった T.Y.であるが、こ

れまでと全く違う組織規範、組織風土の中で過ごし、初めは仕事の要求度（Demand）の

高さにストレスが一気に高まったが、仕事の資源（上司）や同僚からの支えや、上司や同

僚による心理的安全性の提供、そして、柔軟、開放、革新を是とする組織風土、さらに上

司からの権限の委譲によって、T.Y.にチャレンジが生まれた。学生との相互作用による効

果も相まって、仕事が「楽しい、充実している」といったような発言から見られるように、

WE や IM/AC が徐々に高まっていった。さらに、様々な学習なども自主的にはじめ、そこ

で得た知見を活用してプロアクティブに行動し、プロジェクトを成功に導き、成果を生ん

でいった。JD-R モデルの動機づけプロセスが見事に活性化した事例として見ることがで

きる。 

T.Y.は「こういう経験を 30 歳ぐらいまでにつむと本当に良いと思う」という。筆者が

「それは年齢の問題ですか？」と問いを重ねると、「うーん、年齢より本人の『欲求』が

重要でしょうか。（仕事への向き合い方に関して）もったいないよね、と思えるかどうか。
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自分自身は人とのコミュニケーションはそんなに好きではなかったが、K 館に来て好きに

なった。知的欲求も高まったし、いろいろな行動も変わった。ありがたいです。他の人も

経験したらいいと思う。」という。ここに来れば全ての職員の価値観が変容し、行動も変

わりますか？という問いに、「変わると思います。K 館の業務スタイルはそういう効果が

ありますが、ただし、学生と絡む仕事をしたことが全く無い人が、K 館のような深く絡む

ことを求められる部署にいきなり配属されると精神的にしんどいかもしれません。」と、

個人の資源が非常に強い O.T.や H.N.からは出されなかった、JD-R モデルにおける「健康

障害プロセス」のリスクを示唆する言及があった。「しかしむしろ年齢が問題なのではな

く、例えば年配の職員でも学生課、就職課などある程度学生とコミュニケーションを取る

部署を経験したことがあれば馴染めると思いますよ。」と、健康障害プロセスのリスクが

非常に高いとまでは感じていない様子である。T.Y.が感じるように、健康障害リスクがそ

こまで高く無く、動機づけプロセスの効果が非常に高いのであれば、学生時代やキャリア

の初期にプロアクティブな行動を行っていなかった人材を、K 館のような組織に配属する

ことで人材開発ができる、という可能性が見えてくる。ただし、「上司の支援が大きいと

感じている。具体的には、仕事の采配を適切にしてくれることや、明確な権限委譲、そし

て仕事のことを同僚に対して自分に代わって説明してくれるなど、自分の仕事を正確に見

てくれている、応援してくれている、という安心感の存在が大きい。安心してのびのびと

仕事ができている。」と、単なる組織の規範や風土だけではなく、そこにいる良い上司や

同僚という、もう一つの仕事の資源の存在が不可欠であることも見えてくる。また、権限

を委譲し、マイクロコントロールを行わないこと、また、心理的安全性を提供してくれる

ことは、不確実性の高い環境の中で「失敗してもいいのでやってみる」というプロアクテ

ィブな行動には絶対的に不可欠な要素であることも、本事例から浮かび上がる。 

伝統的部署を経て K 館に異動した T.Y.に対し、もう一度伝統的部署に戻ることになった

場合の心境を聞いた。「別に（伝統的職員スタイルの部署に）戻ることは怖くないし全く

問題ない。」という意外な回答が返ってきた。モチベーション論を素直に読めば、K 館の

業務の後に伝統的、あるいはマニュアルが整備され個々人の裁量の幅が少ない業務に戻る

ことは、自己決定の低下や自己効力感の低下が予測できるため、モチベーションの低下を

招くはずであるが、当事者の感想は異なった。「ここで培った考え方、技能、態度は活き

ると思う。たぶん伝統的な部署にいっても、言われたとおりに言われたことだけやる、と

いうことは無い。色々改善したり提案したりすると思う。」とのことであった。つまり、
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「自分は既に価値変容した。言われたことだけをやる気はまったくない。伝統的な部署で

もいろいろ工夫できるはず。変えられるはず。」という、ジョブ・クラフターとしての資

質が既に開花している印象を受けた。過去に、K 館の業務を経て伝統的スタイルの部署

（学生課、教務課、キャリアセンター）に異動した職員が 3 名（内１名は O.T.）いるが、

それらの職員からも不満の声は聞こえてこないという。ただし、「では、例えば 100％マ

ニュアル仕事を求められ、個人の裁量が全く認められない工場のライン仕事があるとして、

そこにうつったとしてもモチベーションを維持できますか？」と少し意地悪な質問を重ね

ると、少し時間をおき、「確かにそれは困ります」という回答であった。T.Y.は「自己決

定」が全く出来ず WE や IM/AC が生まれる余地がないようながんじがらめの環境、とい

う前提に対して No と言ったのである。これを逆に捉えれば、「大学のどの部署でも、か

なりジョブ・クラフティングができる余地がある」と本人が受け止めている証左であると

言える。さらに、伝統的な部署への異動を「（客観的にみて組織にとって）良いことだと

思う。ここで培ったものを色々な部署に還元したい。」と、組織への貢献に対して期待感

を持っていること、つまり情緒的な組織コミットメントが高まっていることも特筆に値す

る。 

  

4.3.6 仕事の資源（組織）の影響に関する考察  

B 大学のケースは、理事長が K 館を「特区である」と定義付け、組織の柔軟性、開放性、

革新性などを是とする規範を生み出し、伝統的部署の職員からは「特殊な部署」として認

知されることによって一定の距離感をもって仕事に取り組むことができ、さらに理事長が、

失敗してもよい、チャレンジしてほしい、という心理的安全性を担保したことによって、

K 館の職員の WE や IM/AC が高まり、プロアクティブな行動が生まれ、組織成果が高ま

っていった事例である。また、O.T.や H.N.のように個人の資源がもともと高い人材をその

ような部署に置くことで、プロアクティブな行動が抑制されることなく、「どんどん」と

仕事が進んでいくことが見て取れた。また、個人の資源がもともと高かったわけではない

T.Y.も、上司が提供する心理的安全性や組織の柔軟で開放的な風土によってストレス反応

が徐々に軽減され、仕事の中でチャレンジをし、その中で育まれた自己効力感によって

WE や IM/AC が伸び、プロアクティブな行動が次第に生まれていった。T.Y.のキャリア初

期の仕事観は「やるべきことを正確にしっかりこなし、生活のために対価（給与）を受け
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る」というものであり、「仕事は仕事」と割り切っていた。異動当初は K 館の「まるでベ

ンチャー企業のような仕事のスタイル」に「フィットしない」人材であったと言える。し

かし、K 館での仕事を通じて、WE や IM/AC が高まり、プロアクティブに行動するように

なった。その結果、「仕事が楽しい。」、「今が一番充実している。」と感じるようにな

った。異なる規範や風土を持つ内部組織に、「フィットしない」人材を送り込むことによ

って、その人材が開発される可能性はあるのだろうかという問いに対し、T.Y.の事例は、

部署自体が持つ規範や組織の風土の影響によって、次第に認知が変容し、行動が変容し、

プロアクティブな行動が生まれ得た、すなわち「学内インキュベーターとして機能した」

事例であるといえる。ただし、仕事の資源（組織）に加え、T.Y.の事例は O.T.という仕事

の資源（上司）の影響が強くあったことも忘れてはならない。部署自体の規範や風土とい

った仕事の資源（組織）によって動機づけプロセスが活性化し、一方で、上司の具体的な

支援によって健康障害プロセスが抑制された。この 2 つを満たすことで、K 館のような組

織が学内インキュベーターとして機能し、人材を安定的に開発できる。 

ここまで、K 館のインキュベーターとしてのポジティブな側面に着目してきたが、ネガ

ティブな側面が一切無いわけではない。それは衛生要因についてである。衛生要因とは、

制度、施設、給与、労働環境、人間関係など、仕事の環境に備わった性質のことであり、

衛生要因の不足は人のモチベーションを下げる要因となる。いくら動機づけ要因を高めて

も、衛生要因の不足に関する不満は解消しない。2 つは別の要因（二要因論）である。衛

生要因に問題があると述べた背景として、H.N.が「家族の問題がある。子供が３人いるが

K 館で働くと週末にどうしても仕事が入る。今月も週末の休みは無い。残業もある。平日

に振休をとっても子供は学校にいって会えない。シフト制を敷いているが生活のリズムが

狂うことがある。解決はなかなか難しい。業務をスリム化するしかないかな。」と述べ、

T.Y.は「仕事は満足している。しかし、残業や週末の仕事が多いところは苦しんでいる。

子供（2 人）のことが気になる。」と述べた。K 館の仕事は職員の認知や行動に変容を及

ぼし、WE や IM/AC を高め、結果としてプロアクティブな行動を促進するメリットがある

が、一方で、残業と週末の業務が増え、「子どもと過ごす時間が減る」という、ワーク・

ライフコンフリクトが発生するという側面も観察された。メリットがある一方、第 2 章で

述べたように、過度に仕事をし続けてしまう、仕事を家に持ち帰ってしまう、といった

「モチベーションの負の側面」や、仕事によるプライベートの犠牲といった負の側面の存

在が示唆されることも一方の事実である。 
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以上、本節では、K 館という、伝統的部署とは一線を画す規範や風土を持った内部組織

を持ち、そこに人材を配置することで、WE や IM/AC が高まり、プロアクティブな行動を

生み出すことが可能であることを、事例として見た。Case2 で主に確認された事象を JD-

R モデルに当てはめたものが図 19 である。強く観測されたものを太線、一定以上に観測さ

れたものを中太線で表現した。 

 

 

図 19 Case2 で主に観測された事象 
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4.4 ケーススタディの考察 

大学職員バージョンの JD-R モデルは、仕事の要求度（Demand）がストレス反応を高

め、プロアクティブな行動を抑制してしまう「健康障害プロセス」と、個人の資源や仕事

の資源が WE や IM/AC を高め、プロアクティブな行動を促進する「動機づけプロセス」

の存在を示している。第 3 章の量的研究によってそのメカニズムが実態に即していること

がわかった。しかし、実際の職場で、個人の資源の何が、仕事の資源である「組織」の何

が、そして仕事の資源である「上司」の何が、どのように職員の認知や行動に影響を与え

ているかについては量的研究からだけでは見えず、その実態はブラックボックスの中にあ

った。本章では、そのブラックボックスの中を、2 つのケーススタディを通じて現象学的

に理解し、そして職場で実際に起きている事象を通じて JD-R モデルをより立体的に描写

することを試みた。 

Case1 では、部下が様々なきっかけを契機として「その気」になった時、上司が柔軟

的・開放的に提案を受け止め、提案を喜び、本人の背中を押し、さらに心理的安全性と衛

生要因の充足をはかったことで、たとえ平均的には WE や IM/AC が高まりにくく、且つ

ストレスが高まりやすい管理部門であったとしても、プロアクティブな行動が生まれた。

つまり、上司が、部下の提案に対してオープンマインドであり、かつ、過去の前例にとら

われずチャレンジの背中を押し、業務として位置づけたりワークルームを提供したりする

などといった、環境（衛生要因）を整えること、そして、一旦任せたらマイクロコントロ

ールせず、裁量を与えること、そして、常に心理的安全性を提供することで、部下はこれ

ほどまでにのびのびと、プロアクティブな行動を取ることができるのである。仕事の資源

（上司）が、JD-R モデルの動機付けプロセスを大いに促進したと言える。ここから見出

される示唆としては、日々接し、管理監督を受ける上司という存在が、部下にとって如何

に影響が強く、管理職の育成がいかに重要か、ということである。管理職の育成の方向性

は、第 2 章で述べたとおり、リーダーシップ特性理論における旧来の管理型・トップダウ

ン型リーダーではなく、非営利組織である大学においては、部下の成長を第一義に捉える

こと、そして組織成果を長期的に捉えること、心理的な安全性を重視することに強みのあ

るサーバントリーダーとしての育成が望ましいことも見て取ることができる。また、組織

的にプロジェクトを公認すること、ワークルームを提供すること、時間外勤務扱いにする



174 

 

ことなど、衛生要因の充実が健康障害プロセスを抑制し、ストレス反応軽減に有効である

ことも確認ができた。 

Case2 では、組織自体がプロアクティブな行動を奨励するような規範を持っており、且

つ心理的安全性が担保されている場合、そこに個人の資源が高い人材を採用・配置するこ

とで 3つの資源が整い、JD-Rモデルの動機づけプロセスが一気に活性化し、組織成果がど

んどん高まる現象が見て取れた。一方で、個人の資源がもともと高いわけではない人材を

配置しても、もう一つの資源である「上司」が整ってさえいれば、健康障害プロセスの影

響は限定的で、動機づけプロセスの方が強く活性化することが見て取れた。ここから見出

される示唆としては、伝統的に官僚的でピラミッド構造を持つ職員組織であるが、たとえ

一部でも異なる規範を持つ「特区」を内部に置き、そこに個人の資源の高い人材を配置す

ることで組織成果が高まること、そしてもう一つは、人事異動を通じて「特区」に順次配

属することで、ある程度安定的にプロアクティブな行動を取る人材、すなわちジョブ・ク

ラフターを育成できる可能性がある、ということである。K 館のような常設の「特区」を

部署としておくことは大きな決断であり、大きな組織改編となるが、日常業務とは異なる

「プロジェクト」を作っている大学は少なくないはずである。そのプロジェクトに、異な

る規範、異なる組織風土の DNA を明確に、そして明示的に注入し、心理的安全性や裁量

を与えることで、擬似的に「特区」を生むことは可能である。ただし、仕事の資源（上司）

とのセットであることが重要であることは繰り返し述べておく。 

ケーススタディを通じて、大学職員バージョンの JD-R モデルが予測する因果のメカニ

ズムのブラックボックスの一つ一つが詳らかになっていった。両ケースから得られた示唆

を逆説的に捉えると、組織に柔軟性や開放性がない状態、すなわち、官僚制の逆機能が強

すぎる場合や、現状に変化を加えた際にもし失敗したら組織が犯人探しをするのではない

か、自身の安全性が保たれないのではないか、と職員自身が心理的安全性に不安を感じて

いたならば、職員の内発的モチベーションも、情緒的な組織コミットメントも、そしてワ

ーク・エンゲイジメントも促進されない、ということである。同じように、上司が部下の

意見や提案に対して常にオープンではなく、組織のミッションに照らした本質的な価値判

断ではなく前例踏襲的・保守的であり、また、部下の成長が組織の成長に必ずつながると

いう信念（サーバントリーダーシップ）を持たず、また、部下を信頼せず、権限の委譲が

できずにマイクロコントロールをしてしまうようならば、職員の内発的モチベーションも、

情緒的な組織コミットメントも、そしてワーク・エンゲイジメントも促進されない、とい
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うことである。職員の内発的モチベーションや、情緒的な組織コミットメント、そしてワ

ーク・エンゲイジメントを促進できなければ、ジョブ・クラフティングはおこらず、また、

プロアクティブな行動も生まれない。ジョブ・クラフティングやプロアクティブ行動が生

まれなければ、職員が大学職員という仕事の意味（meaning of work）や「ワーク・アイ

デンティティ」（work identity）を変化させ、「一皮剥ける」ことも期待できない。「やる

べきことを正確にこなし、生活のために対価（給与）を受ける」という、スキルワーカー

としてのマインドの域をでることもない。 
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第 5 章 総合考察、本研究の貢献及び限界と残された課題 

5.1 総合考察 

本論の冒頭でも述べたように、現在世界は VUCA（変動性「volatility」、不確実性

「uncertainty」、複雑性「complexity」、曖昧性「ambiguity」）の時代にあり、未来に

は「変化が激しく不安定で先行きの見えない複雑な世界」が待っている。特に、日本は世

界最速レベルの少子高齢化が進行している。日本はかつて明治維新の時代に約 3330 万人

であった人口を、150年間で約 4 倍の約 1億 2700 万人に増加させた。その人口を、今後わ

ずか 80 年間で最大で明治維新時と同じレベルの人口、すなわち現在の約 1/4 程度にまで、

一気に失うことが予測されている。これほどまでの変化は千年単位で見ても類をみない極

めて急激な減少となる。現代を生きる若者や子どもたち、そしてこれから生まれてくる子

どもたちにとって、極めて苛烈な環境が待っている。そのような環境の中でも、たくまし

く生き抜ける確かな力を提供し、その結果として日本が持続可能な国でありつづける上で、

今日の教育機関の責任は極めて重い。教育機関はそのことを重く自覚する必要がある。そ

して、教育機関がその責任を全うしていく上で、教員の役割はもちろん重要であるが、職

員の役割も極めて大きい。職員の役割を法令上事務に「従事する」から「つかさどる」に、

また、「処理する」から「遂行する」に格上げをした背景には、マクロレベルでのこのよ

うな大きな環境の変化に対する切実な必要性がある。また目の前の現実を見ても、人口減

少と競争環境の激化によって、特に学生数・大学数ともに全体の 8 割強のシェアを占める

中小規模・小規模の私立大学にとっては、近い将来倒産・閉鎖のリスクが十分にありえる

状況にある。荒波の中を突き進む大学を、行き当たりばったりではなく、意図した方向に

着実に進め、荒波に飲み込まれないように巧みに運営する上で、トップである学長の役割

は極めて大きくなっている。また、その学長を支える要員として、職員の役割も極めて重

要である。 

職員という職業は、現在も「安定職種」として人気があり、高い採用倍率になっている

が、志望動機には安定性や広範な転勤の少なさ、休みの取りやすさなどが上げられている。

「教育にイノベーションを起こそう」、「苛烈な未来を生きる若者を支えよう」、「日本

の持続可能性を維持する最優先課題の一つは教育だ」といったマインドの人材を十分に採

用できているとは言い難い。法令上役割が格上げされたからと言ってすぐに職員の志望者

層が変化するわけでもないし、職員の働き方が変わるわけではない。期待される役割に向
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けて、地道に人材・組織マネジメントを行っていくことが重要である。人材・組織マネジ

メントを通じて変化を生んでゆく方向性とは、与えられた目標、割り振られた仕事、指示

された業務を処理する（スキルワーク）だけでなく、未来を見据え、自身の頭で考え、本

質を捉え、役割外の行動や進取的で創造的な行動（ナレッジワーク）を取ることができる

人材を組織に一人でも多く増やすことである。篠田（2019）が述べるとおり、職員がどの

ような感度、問題意識を持って業務を遂行し、どんなレベルの提案を出せるかという点が、

大学総体の改革水準の規程要因だからである。職員の力量が大学の存亡を、ひいては苛烈

な時代に生きる現在の子どもたちや若者、そしてこれから生まれてくる子どもたちの未来

を左右するのである。職員は、そして職員フィールドはもっと変わらねばならない。 

内発的で創造的、そして進取的な行動は、組織や上司が指示・命令したからといって生

まれるものではない。それどころか、外発的な動機づけ施策はアンダーマインニング効果

を生み、逆効果となってしまう。MBO 等の成果主義的な人材・組織マネジメントにはそ

のようなリスクがあるが、日本の産業界、大学界は未だ MBO が隆盛である。鈴木（2017

）は、「MBO は、組織の上位が計画した組織目標に、組織の下位部門と現場で働く人々

を上から統合する仕組みであり、Command and Control の管理思想を本質とする。そこ

では、従業員は定められた諸目標の達成のみを意識するのが道理であるため、創造性や創

意工夫は、MBO の運用とは本質的に矛盾している。」と指摘する。さらに、「階層制組

織における上司の権威とトップダウンの目標への社員の統合を、威嚇と不安によって維持

する役割を業績評価制度は果たしている。」とし、且つ「しかしそれは、黙従（silent 

compliance）を確保することはできても創造的なアイデアを引き出す労働環境ではない。

職場には常に心理的安全の欠如した緊張状態がある。」と指摘する。米国や英国ではこれ

らのデメリットを科学的に分析し、よりプロアクティブな行動を引き出す No rating、脱

MBO に向けたパラダイムシフトのうねりが生まれているが日本ではまだ大きな潮流は生

まれていない。内発的で創造的、そして進取的な行動を生み出すには、MBO とは異なる

信念に基づいた人材・組織マネジメントが必要なのである。 

本論では、そのような課題認識にもとづき、おおよそ 100 年間の人事労務管理論と組織

心理学・産業心理学及び近年の経営学の議論を踏まえ、職務成果の可視化が困難で、且つ

成果に遅効性があるという特徴を持つ職員に、よりマッチした人材・組織マネジメントの

モデルとして、大学職員バージョンの JD-R モデルを提案した。JD-R モデルに基づいて第

2 章で構築したリサーチクエスチョンは以下の 3 つである。 
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RQ1 健康障害プロセスに関する RQ 

「高い仕事の要求度は職員のストレス反応に作用し、その結果プロアクティブな

行動に負の影響を与えるのではないか。ただし、良好な衛生要因はその負の影響

を抑制するのではないか。」 

RQ2 動機付けプロセスに関する RQ 

「個人の資源、仕事の資源は職員のワーク・エンゲイジメント、モチベーション

やコミットメントに作用し、その結果プロアクティブな行動に正の影響を与える

のではないか。」 

RQ3 プロセス横断型の RQ 

「各種資源はストレス抑制効果を持つのではないか。」 

 

3 つのリサーチクエスチョンから 11 の仮説を構築し、第 3 章においてロジスティック回

帰分析による仮説検証を行ったところ、大学職員バージョンの JD-R モデルの妥当性が確

認された。しかし、実際の職場で、個人の資源の何が、仕事の資源の何が、どのように職

員の認知や行動に影響を与えているかについては量的研究からだけでは見えず、その実態

はブラックボックスの中にあった。そこで、第 4 章では 2 つのケーススタディを行い、職

場で実際に起きている事象を通じて現象学的に検証を行った。これらの検証を通じて、大

学職員バージョンの JD-R モデルが実態に即した概念モデルであることを確認することが

できた。 

職員の役割が格上げされ、期待が高まっているが、仕事の要求度（Demand）も年々高

まり、健康障害リスクは着実に高まっている。ストレス反応が高まれば、プロアクティブ

な行動を抑制してしまう。第 3 章でみたように、仕事の要求度（Demand）はストレス反

応を約 2 倍高める要因であり、ストレス反応はプロアクティブな行動を 3 割以上抑制して

しまう。そのようなネガティブなアウトカムを生まないためには、仕事の要求度

（Demand）のコントロールと、衛生要因の充足が大切である。衛生要因の充足は 4 割以

上のストレス抑制効果がある。また、個人の資源はストレス反応を 4 割強抑制する効果が

あることから、採用活動を通じたストレス耐性の高い組織づくりや、採用後の個人の資源

の開発が重要である。また、動機付けプロセスを活性化させ、プロアクティブな行動を促

進するには、職員の WE や IM/AC、つまり仕事へのエンゲイジメントや内発的モチベーシ
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ョン、そして組織への情緒的なコミットメント高めることが有効である。WE や IM/AC の

高まりは、プロアクティブな行動を約 1.2 倍から約 2.5 倍促進する。しかし、これらの行

動は、研修で身につけさせ得るようなものでもないし、ましてや指示・命令すれば伸長す

るというようなものでもない。第 4 章のケーススタディで見たように、上司がサーバント

リーダーとして振る舞い、心理的な安全性を提供し、提案に対して柔軟で開放的であり、

且つしっかりと権限を委譲してマイクロコントロールの欲求を自制することができれば、

あるいは、組織自体がプロアクティブな行動を奨励するような規範をもっており、そこに

心理的な安全性がしっかりと担保されていれば、WE や IM/AC はたしかに伸長し、JD-R

モデルの動機付けプロセスは活性化する。健康障害プロセスが抑制されて動機づけプロセ

スが活性化すれば、プロアクティブな行動が次々に生まれ、組織にとって望ましい成果に

つながってゆく。第 3 章において、個人の資源、仕事の資源（組織）、仕事の資源（上司）

は WE や IM/AC を約 2.1 倍から 5.5 倍促進することもわかった。これが、本研究が明らか

にした大学職員バージョンの JD-R モデルのメカニズムの全てである。 

職務成果の可視化が困難なホワイトカラー、その中でも特に成果に遅効性がある大学職

員の人材・組織マネジメントにおいては、人の心理的側面を軽視してはいけない。仕事の

要求度（Job Demand）や仕事の資源（Job Resource）が現在どのような状態にあり、何

を改善する必要があるかを問い、それぞれの組織の現状を踏まえて探索的に組織開発・人

材開発に力を注がねばならない。JD-R モデルのメカニズムへの理解は、人材・組織マネ

ジメントを行う上で以下のような問いを提供してくれる。 

 

⚫ 我々は、「仕事の要求度（Demand）」を適切にコントロールし、「衛生要因」を整

え、「ストレス反応」を抑制できているだろうか？ 

⚫ 我々は、「個人の資源」の高い人材をうまく採用できているだろうか。また、採用

後に自己効力感や開放性、柔軟性や創造性、そして物事を前向きに捉えるようなポ

ジティブフレーミングといった「個人の資源」の開発は行えているだろうか？ 

⚫ 我々は、組織の柔軟性や開放性、心理的安全性を高め、人材育成や成長機会を提供

し、職員の仕事に対するエンゲイジメントや内発的なモチベーション、組織への情

緒的なコミットメントを引き出せているだろうか？ 

⚫ 我々は、管理職を柔軟性・開放性を持ち、部下の成長を重視し、組織成果を長期的

に捉えること、心理的な安全性を重視することに強みのあるサーバントリーダーと
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して育成できているだろうか？そして、管理職は、権限の委譲を行ってマイクロコ

ントロールの欲求を自制し、部下の仕事に対するエンゲイジメントや内発的なモチ

ベーション、組織への情緒的なコミットメントを引き出せているだろうか？ 

⚫ 我々の職員は、仕事に対するエンゲイジメントや内発的なモチベーション、組織へ

の情緒的なコミットメントの高まりを通じて、プロアクティブな行動を生み出して

くれているだろうか？ 

 

大学職員バージョンの JD-R モデルの信念は、Command and Control の管理思考、外発

的な動機づけ施策、そして成果主義的な人材・組織マネジメントの対極にある。今後少子

化はますます加速化する。適切な人材・組織マネジメントを行い、職員の WE や IM/AC、

つまり仕事へのエンゲイジメントや内発的モチベーション、そして組織への情緒的なコミ

ットメントを高め、また、職員が健康で働きがいを持って過ごす職場にプロアクティブな

行動は生まれる。プロアクティブな行動に溢れる組織こそ、変化に強く、困難に打ち勝つ

組織である。「人々の可能性をもっと引き出す組織とは、どんな組織だろうか？どうすれ

ばそんな組織を実現できるだろうか？」（Frederic, L. 2014）という問いに真剣に向き合う

必要がある。血の通った組織を作るために、近道はない。人々の可能性を引き出すことが

できた組織と、そうでない組織はこの後訪れる本格的な厳しい時代において、決定的な差

が生まれることになるだろう。 
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5.2 本研究の貢献 

大学職員研究は 1970 年代から始まった（羽田 2013）が、理論的な考察は 1990 年代ま

ではほとんど無かった（寺崎 2010）。1990 年代後半から文献出版数が増えはじめ、2000

年代後半から急増した（伊藤 2010）。急速に勃興した大学職員論であるが、一方で様々

な課題が指摘されてきた。例えば、「大学職員論を含む高等教育研究そのものが研究論文

と実践報告の区別も曖昧な分野であり、基礎的、実証的研究の層が薄い。」（羽田 2010）

といった指摘や、「大学職員論は定義自体が明確でなく、その対象は多分に曖昧性を有し

ており、高等教育研究の他の領域と比較してもまだまだ研究手法の開発余地が大きく、今

後実証研究をすすめる一方で、人的資源管理論や組織論、経営学といった関連領域の研究

手法を援用しつつ、大学職員研究の理論的側面を深化されることが期待される。」（大場 

2014）といった、「大学職員論とはいったい何学で何論なのか？」といった指摘である。

これらの指摘は幾度となく繰り返しなされてきた。これらの議論を踏まえ、本研究では、

近年の人的資源管理論における従業員のコミットメントや自己効力感、創造性といった従

業員の人間的・心理的側面、また、組織論における組織風土と職務の条件や環境、さらに、

経営学におけるワーク・エンゲイジメントやジョブ・クラフティング、ナレッジブローキ

ング・プロアクティブビヘイビアーなどといった概念を大学職員研究に援用し、実証的に

検討を行った。大学職員研究ではこれまで十分に行われてこなかったアプローチであり、

本研究の大学職員研究への理論的貢献であると考える。ただし、本研究で用いた人的資源

管理論や組織論、経営学における様々な理論や概念は、社会背景や時代背景、文化の影響

によって必ずしも普遍的なものではないという批判が常にあることは、自覚しておく必要

がある。 

また、第 2 章で示したとおり、1900 年頃に工場労働のブルーカラー人材を対象に生まれ

た科学的管理法に端を発して発展した人事労務管理分野であるが、ブルーカラーの数をホ

ワイトカラーが凌駕してから長い年月を経てなお、ジョブデザイン、Comand and Control

の管理主義、ウォーターフォール型組織マネジメントといった、科学的管理法に通じる視

座による人材・組織マネジメントが広く普及している。HRM や SHRM の分野においては

次第にコミットメントやモチベーションをベースにしたマネジメントに軸足が移り、近年、

特に米国や英国の経営学の分野ではNo ratingやOKR など、評価から育成へ、人的資本論

から人的資源論へ、管理主義からモチベーション・マネジメント論へといったトレンドの
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変化が生まれているが、我が国においては大学職員に限らず他のホワイトカラー人材のフ

ィールドにおいてもまだその方向へのパラダイムシフトのうねりは十分には発生していな

い。本論で示した WE や IM/AC を核とし、プロアクティブな行動を成果に見立てた JD-R

モデルは、成果の可視化が困難な職種、成果に遅効性がある職種など、他のホワイトカラ

ー人材のフィールドにおいても十分援用可能なものであり、ホワイトカラー研究への実践

的な貢献であると考える。 
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5.3 本研究の限界と残された課題 

本研究の限界と残された課題は多い。全てをあげることはできないが、まず、職員と一

言でいっても、すでに十分に教員と対等に職務を担っている者もいれば、教員や上司の指

示の下、マニュアルに則った職務のみを担っている者もいる。また、人事異動の対象から

はずれ、専門職として職務にあたっている職員もいる。そのような人材を職員ではなく教

員身分、いわゆる「第三の職種」として雇用する大学も増えてきている。このように「職

員」という一言では括りきれない現状が生まれているが、本研究の量的研究ではその変数

を統制できていない。今後、具体的な組織開発・人材開発を検討する上ではより精緻に検

討する必要がある。本研究は、職員の人材・組織マネジメントに初めて JD-R モデルを適

用して検討したものであり、その意味では基礎研究に位置づく。本研究を土台にした、応

用研究を積み重ね、実際の現場に適用していくことが今後の課題である。 

また、WE と IM/AC が生み出す効果については、様々なアウトカムが想定されるが本研

究ではそのほんの一部を取り扱ったに過ぎない。例えば、WE のアウトカムに関連する現

象として、先行研究では「クロスオーバー効果」（個人の WE は別の個人にも「伝染する」

という現象）（島津・江口 2012）がある。第 4 章の Case1 では、K.Y.のチャレンジ、そ

してキラキラと輝く学生たちに感化された他部署の職員が、「次は手伝わせて欲しい」と

申し出てくれた。Case2 でも、T「学生スゲー！、と尊敬した」経験が T.Y.の行動を変え

た。このような、他者の WE の高まりが部下や別の同僚の WE に刺激を与えるという相互

作用は、実際の現場に当てはめると十分考えられる。また、自己効力感等の個人の資源は

WE や IM/AC を高め、そこから得られる成果や他者からのフィードバックがさらに個人の

資源を高めていくという現象がある。ポジティブ心理学の領域でこれを「上方のらせん効

果（Upward Spiral）」という。Case1 では、入学式における新入生や保護者の笑顔が

K.Y.の自己効力感を高めた。その後、いつも重々しく静まり返っている「事務職員総会」

で拍手喝采を受けたことを追い風に、翌年の学内 GP（学内の競争的予算）獲得にチャレ

ンジし、並み居る教員の企画を退けて第 2 位という成果を上げたことでさらに自信を深め

た。その後もプロジェクトの成果を、全国を飛び回って報告する中で、自己効力感が高ま

っていった。そして、スチューデント・コンサルタントの専門資格を取得するなど、次々

にポジティブな影響の連鎖が発生している。組織風土に関しては、Case1 において K.Y.が、

「教育職ではない職員が学生とディスカッションや作業をしていても、周囲から見ると遊
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んでいるように捉えられるという懸念がある。」と述べているように、また、第 1 章でみ

た大学職員フィールドの弱みが組織の柔軟性や開放性、革新性や行動的な風土であったよ

うに、大学職員フィールドにはまだまだプロアクティブな行動の取りづらさや、ジョブ・

クラフティングのやりづらさがある。しかし、Case1 における K.Y.のように、「誰か」が

突破することによって、その後も継続的に組織風土が変わり、一度変わった風土は簡単に

は戻らない、という発見があった。すなわち、JD-R モデルでアウトカムに設定したプロ

アクティブな行動が、今度は仕事の資源である組織風土や上司に影響を与え、その結果ま

た別の職員の WE や IM/AC に影響を与えてゆくという、「影響の循環」とみられる因果

プロセスが観察された。本論では、JD-R モデルのコーザリティを一方向の直線的影響と

して分析したが、ケーススタディによるブラックボックスの解明を経て、変数間の相互作

用や「上方のらせん効果（Upward Spiral）」、さらに「影響の循環モデル」の存在が浮

かび上がってきた。これら変数間の相互作用の解明も今後の研究課題である。また、本研

究がアウトカムに据えたプロアクティブな行動は、上司や組織から指示命令されたからと

いって生まれるものではなく、人の心理に強く影響され、そして人の心理は様々な影響に

よって揺れ動く。それが現実の社会であり、現実の職場とはそのようなダイナミックな複

雑性の中にある。本研究はその複雑性の一端に光を当てたに過ぎずない。さらに、Case1

のような、恵まれた上司との出会いがあるかどうかは一職員にとっては、ある種「運」の

ような要素があり、また、Case2 のように組織内に「特区」を持つ大学は現時点で多くは

ない。それでは、良い上司に恵まれない、組織内「特区」が無い組織で働く職員はどうす

れば良いのか、という問題が残る。「上司」や「組織」以外の職員にとってのリソースと

して、学外の越境学習があるが、本論では取り扱えていない。 

これらの課題については今後継続して取り組んでいきたい。 
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5.4 おわりに 

筆者は 1996 年に当時新設校であった私立大学の職員として入職し、2021 年まで 25 年

間奉職した。その後、同一法人の中高部門に異動したが、アイデンティティは大学職員と

してのそれが依然強い。もともと、何かを実現したい、という具体的な理由や目標があっ

て職員になったわけではなく、また、学生時代にお世話になった職員さんがいたわけでも

ない。「ご縁となりゆき」で大学職員フィールドに飛び込んだ、というのが正直なところ

である。その後、多少の異動はあったがキャリアのほとんど、20 年近くを教務課で過ごし

た。入職初年度の職場を振り返ると、パソコン（Windows3.1）は事務所の中央に数台お

いてあって必要な時はそこに出向いて作業をしていた。事務所はまだ禁煙ではなく常に煙

がモクモクと充満していた。一部の職員は自前で調達したワープロで文書の作成をしてい

たが、手書きで書類を作成している者も多かった。あらゆる業務は紙ベースで行われ、事

務所は紙とダンボールに埋もれていた。膨大な事務作業があり、毎年繰り返すルーティン

業務や、教員や上司から指示された業務を来る日も来る日も処理するというスタイルでキ

ャリアが始まった。就職して2年目に1人1台のパソコンとメールアドレスが付与された。

なんとか業務を圧縮して時間捻出をするために、しゃかりきになって書類のデータ化を進

めていると、「何をパチパチ入力ばかりしている。キャンパスを回るなど、ちゃんと仕事

をしろ。」と指導を受けた。当時、パソコンの前にいることはすなわちサボっている、と

みなす上司が実在した。1996 年の 18 歳人口は 155 万人で大学入学者数は 59 万人、大学

への進学率は約 38％という時代である。進学率はまだ上がり続け、大学数もどんどん増え

ていた時代であり、「定員割れ」という言葉を職場で聞くことはまだなかった。職場は牧

歌的であり、「何か変えなくてはならない」という空気を感じることはあまりなかった。

また、教員と職員の格差の肌感覚は今日の比ではなかった。一部の教員からは「ジム」と

呼びすてにされ、教員が決定した事柄にはとやかく言わず、処理することが職員の役割で

ある、と教員も、そして職員自身も感じていたように思う。職員が教員の委員会で発言す

ることはほとんどなかった。職員に対して、今日であればハラスメントと言われても仕方

がないような言動をする教員も少なからずいた。当時、職員に対する研修や出張はほとん

ど無く、名刺は減らず、メールアドレスを持っていてもあまり使うことがなかった。他大

学の情報を得る術もほとんどなく、日々の仕事をK・K・D（感と経験と度胸）でこなして

いた。後に聞くと、当時どこの大学も一部の例外を除いて大差が無いような状況であった
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が、特に、新設大学であったことと、大学立ち上げスタッフの殆どが異業種からの転職人

材であり、第 4 章Case1 の K.Y.の上司のように、職員業界に精通してどんどん外に連れ出

したり、業界のことを教えてくれたりする先輩職員が皆無であったことから、より一層孤

立感を感じていたのだろう。 

そんな折り、Windows95の発表以降、当時大学業界では専用端末のオフコンからパソコ

ンに移行するオープン化の流れが急速に広がっていた。所属大学もパッケージソフトへの

移行が決定されたが、専門人材はおらず、結果的に特に基礎知識があるわけでもない筆者

が基幹システムの更改作業を担うことになった。その影響で業務が爆発的に増加し、日付

が変わらずに帰る日はめったにない、というような生活に突入した。過労とストレスから

若くして十二指腸潰瘍にもなり、夜中に何度も何度も激痛で目がさめた。「仕事は仕事」

と割り切って、休みに趣味などで自己実現をすることでバランスを保っていたが、仕事の

要求度（Demand）が高まりすぎてそのバランスも崩れてしまった。仕事の有意味感、仕

事へのアイデンティティは確立されず、対価（給料）に対して労働を提供しているだけの

ように感じていた。同窓会で久々に会った、様々な業界でキャリアを歩んでいる旧友が皆

キラキラしているように見え、劣等感を感じた。本研究でいうところの WE や IM/AC は

非常に低く、そしてプロアクティブな行動も少なかった。自分も何かをしなければ、変わ

らなくては、と感じはじめ、井の中の蛙ではだめだと考えて積極的に学外に赴くようにな

った。すると、他大学の意識が高く、キラキラとした職員に出会い始めた。彼/彼女らは、

高度な技能や最新の知識・情報を持ち、幅広い人的ネットワークと軽いフットワークで日

本中を縦横無尽に駆け巡っていた。大学職員フィールドには、自分が知らない世界があり

「井戸の外」には広い地平が広がっていること、大学職員という職業に情熱を注ぎ、職業

の有意味感を実感し、職員という職業に誇りを持って、胸を張って意気揚々と仕事をして

いる人達がいる、ということを初めて知った。「自分もそうなりたい」と強く思った。そ

こから、様々な場に顔を出し、いくつかのコミュニティーの末席に加わり、高度な研修も

受け、見識を広め、専門知識や技能を獲得していった。その頃、業界では、既存の地域コ

ンソーシアム組織に加え、職員による職員のための学会や、職員養成のための大学院が

次々に生まれるなど、職員を取り巻く環境は目まぐるしく変化していた。業界専門誌やメ

ールマガジンも次々に生まれ、得られる情報量は爆発的に増えていった。そのような環境

で自己研鑽を続けるうちに、自己肯定感が高まり、気がつけば仕事が面白くなり、熱中し、

誰からも指示されていないプロアクティブな行動をどんどん行うようになっていた。当時
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の上司が自由にさせてくれたことや、新設大学であったために伝統が浅く、仕事の「型」

が定まっていなかったことが幸いし、個人の自由がきいたことがそれを促進してくれたの

だろう。その後、FD の担当になり、そのご縁から「学生 FD」という活動に加わることに

なった。そこから 10年間、学生とともに「大学を変える、学生が変える」をコンセプトに

持った一種の全国ムーブメントである学生 FD 活動というプロジェクトに熱中した。それ

がきっかけで、様々な大学の教員とのご縁が生まれ、各種学会等に参加し、議論し、発表

し、そして他大学の教員達とともに書籍に共同執筆をするなど、当初のキャリアからは想

像もできないような、職員としての充実したセカンドステージが始まっていった。そして、

これも様々なご縁から、大学院に進学し、後期課程にまで進み、今、本論を執筆するに至

っている。今振り返ると、本研究の大学職員バージョンの JD-R モデルの着想は、自分自

身のキャリアにおける、認知と行動の大きな変容の経験がベースにあったと言える。 

キャリアの初期には思いもよらなかったが、今にして思えば職員という職業は、もとも

と他の職業にない強みをもっていると思う。大学は、そもそも組織の存在意義が教育・研

究・社会貢献であり、人類の発展に影響を及ぼすとても大切で、重要な存在である。大学

がすでに持っている高い存在価値により、職員は職業に対するアイデンティティを形成し

やすく、自己肯定感が得られやすい。また実態としても、大学には教員や学生がおり、ス

テークホルダーには産・官・地全てがある。職員の職務成果は可視化が難しく、成果には

遅効性があるという特徴があることから、他の業種のように四半期ベースで量的な評価に

さらされるわけでもなく、よって、人類の発展や若者の育成に対して夢を語り、夢に向か

って仕事ができるという強みがある。学生 FD 活動のような、誰に頼まれたわけでもなく、

あると良いが無くても困らないようなプロジェクトを立ち上げ、それに熱中することだっ

てできる。プロアクティブに行動すれば、例えば教員と連携し、学生と協力し、地域や産

業界と関わりながら、今無いものをゼロから生み出すことだってできる。キャンパスには

充実した施設があり、地域のシンクタンクやプラットフォームとしての役割を担うことも

できる。地域のコンソーシアム組織や各種学教会、またそれらが提供する研究や研修のプ

ラットフォームが開かれており、異業種からの転職人材が驚く「同業他社との制限のない

情報交換と相互研鑽」が日常の中にある。このように、非常にダイバーシティがあり、環

境に恵まれている職員ほど、自らの QWL（Quality of Working Life）を高めることが容易

な職業は、あらゆる職業の中でもそう多くないのではないかとすら思える。 
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しかし、実態としては、第 1 章で見たように他のホワイトカラー人材と比較して職員の

組織は柔軟性や開放性、革新性や行動的な風土に弱みがあり、細かいルールに縛られ、脱

個性的で、日々の業務は目先のもの中心となっている。また、職員組織はリスクを伴う新

たなチャレンジに後ろ向きで、慎重で遅い意思決定をしている可能性がある。SD が義務

化されたが、3 割を超える大学で半数以上の職員が研修に参加せず、たとえ参加しても基

礎知識の修得が 6 割以上である。上司の多くは部下の能力開発をする時間や余力、あるい

はノウハウがないか、そもそもその意識がない。目の前の多忙さから、外部への研修の送

り出しに後ろ向きの管理職も少なくない。また、そもそも職員の志望動機は安定性や休み

の取りやすさなどが上位にあり、何かを変えていこうというような意識を持った人材を多

く採用できていない。学校教育法と大学設置基準が改正され、事務に「従事する」から

「つかさどる」に、「処理する」から「遂行する」に変わったが、それを実現するために

なされているのは人材・組織開発ではなく、目標管理などの成果主義による人事評価が中

心となっている。大学職員フィールドにおける成果主義についての成功事例や、その効果

に関する研究成果はほとんど見られないにもかかわらず、現在においても非常に多くの大

学で成果主義に偏った人材・組織マネジメントが行われている。モチベーション論で言う

ところの外発的動機づけ施策にあたる成果主義には、アンダーマインニング効果というモ

チベーションを削ぎ落とし、創造性を駆逐し、プロアクティブな行動を抑制する効果があ

ることがわかっているが、大学職員論の領域でそのことが議論される機会は非常に少ない。

学校教育法と大学設置基準が変わり、SD が義務化されたからと言って、職員の仕事に対

する認知や行動に変容が生まれたようには見えない。しかし、少子化、大規模ブランド大

学への寡占、そして業務の多様化・高度化・複雑化と多忙化は待ったなしに着々と進んで

おり、メンタルヘルスのリスクも年々高まっている。「これで良いのだろうか？」、「現

状の延長線上に解はあるのだろうか？」という思いが、筆者を本研究に向かわせた背景で

ある。さらに、その根底にあるのは、筆者の認知と行動が変化し、その結果キャリア初期

とは全く違う職員人生になったその要因、そのメカニズムを明らかにすることが、職員の

人材・組織マネジメントのヒントになるのではないか、という思いである。 

筆者は今でも、「職員ほど QWL（Quality of working life）を高めることが容易な職業

は、あらゆる職業の中でもそう多くないのではないか」と考えている。職員という職業の

良さを最大限に活かし、弱みを少しずつ改善していけば良い。そもそも、本質的に多くの

強みを持っているのだから。そのためには、そのような強みを職員自身がもっと認知すべ
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きである。そして、その強みを社会に発信し、その強みに惹かれた人材を採用すべきであ

る。筆者はある研修でその思いをタイトルに込めた。それが、「大学は『憧れの場』であ

りたい―大学職員を『なりたい職業 BEST5』にすべし！―」である。採用した人材には良

い「仕事の資源」を提供し、WE や IM/AC を高め、プロアクティブな行動を引き出し、職

員という職業の良さ、強みを活かして生き生きと働いてもらうべきである。職員がポジテ

ィブで充実した心理状態を持ち、活力、熱意、没頭によって特徴づけられるワーク・エン

ゲイジメントが高まり、自身の仕事と自組織に誇りと愛着を持ち、仕事そのものに夢中に

なって、誰に頼まれたわけでもない役割外の行動や、プロアクティブな行動を行ってゆく。

それこそが、今後さらに厳しい環境に突入してゆく大学が、その魅力を失わず、存続して

ゆける数少ない希望の一つではないだろうか。本研究の大学職員バージョンの JD-R モデ

ルの着想が、職員の人材・組織マネジメントのパラダイムに、また、我が国の他のホワイ

トカラーの人材・組織マネジメントのパラダイムに、一石を投じることができたなら、こ

れ以上の幸せはない。 

 

（140,283 文字） 
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究者である中田先生の元で過ごさせていただいた 8 年間は、かけがえの無い経験となりま

した。 

また、本論文の審査委員として貴重なご助言を頂きました、同じく同志社大学政策学部

の久保真人教授と川口章教授に感謝致します。特に久保先生には、資格審査論文の審査過

程からご助言を頂いたことに加え、本研究を完成させる上でなくてはならなかった、大学

コンソーシアム京都の指定調査課題の審査委員として、調査に関する貴重なご助言を賜り

ました。この場をかりてお二人に感謝を申し上げます。 

 そして、今日までの長い期間、様々なご助言、励ましを与えてくださった中田ゼミの皆

様に感謝致します。中田ゼミは入試パンフにも HP にも載っていないにもかかわらず、大

学職員達がどこからともなく集う、「知る人ぞ知る」秘密めいた場でした。既存の大学職

員論では扱いきれない課題意識をもち、人的資源管理論や経営学、計量経済学、イノベー

ション論等々の概念を取り入れようと集う、意識が高く様々な現場実践活動をされている

皆さんから、非常に多くの刺激をいただきました。8 年間の間に多くのゼミ仲間ができま

した。誌面の都合から、ここですべての方々のお名前を上げて感謝の気持ちを伝えること

ができません。お許しください。 

 公益財団法人大学コンソーシアム京都の 2019 年度団指定調査課題に採択いただき、資

金援助を頂いたお陰で規模の大きな調査を複数行うことができました。財団の皆様に感謝

いたします。また、一緒に調査に汗を流してくれた共同研究者の山咲博昭さん、秋田隼一

さん、井出大地さん、倉田翔平さん、白藤康成さん、前川雄太さんに感謝いたします。さ

らに、それらの調査において、アンケートやインタビューにこたえてくださった研修受講
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生や修了生、そして大学コンソーシアム京都加盟各大学の人事担当者や管理職の皆様に感

謝いたします。これら一連の調査データがなければ本研究は決して完成させられませんで

した。そして、多忙な中、ケーススタディのインタビュー調査にご協力頂いた各大学の皆

様にも感謝いたします。ケーススタディのお陰で、本研究の量的研究で示したメカニズム

を、より立体感をもって描写することができました。 

 2013 年 4 月に入学し、気がつけば早 10 年が経とうとしています。「大学院進学」とい

う選択肢は自分の人生には縁の無いものであると思っていた当時の私に、「楽しいよ」、

「良い理論ほど実用的なものはないよ」、そして「向いていると思うよ」と、背中を押し

てくださった大学職員業界の先輩であり、大学院の先輩でもある京都外国語大学の山崎そ

のさんと、京都精華大学の福岡正蔵さんに感謝いたします。お二人から度々お話を伺う中

で、「そんな世界があるんだ」、と私の心にいつしか「大学院進学」という選択肢の種が

植え付けられました。それでも、仕事、子育て、社会活動などで日々の生活は瞬く間に過

ぎ去り、そこから出願まではさらに数年の歳月を要しました。あるきっかけがあり、「清

水の舞台から飛び降りる」気持ちになって、思い切って願書を提出し、入学したのがつい

この間のように感じます。「あるきっかけ」は、学生 FD 活動との出会いがなければ決し

て生まれませんでした。学生 FD 活動に私を導いてくださった元立命館大学の木野茂先生

と、追手門学院大学の梅村修先生のお二人と、学生 FD 活動で共に時間を過ごした FSD

プロジェクトの元学生諸氏に感謝いたします。 

 後先を考えずに突入した大学院生活ですが、最初に履修した「アカデミック・ライティ

ング」の授業で度肝を抜かれることになりました。「社会人でも手加減は一切しない。研

究をなめてはいけない。剽窃・不正は絶対許さない。質問は 24 時間いつでも受け付け

る。何度でも書き直して再提出しても良い。しかし合格基準は絶対に下げない。」と、ま

るで大学院に立ちふさがる門番のような、自分より随分若い教員に厳しく指導を受けまし

た。社会人を長く経験する中で、大概のことはこれまでの経験値でなんとかなるだろう、

と思っていた甘い考えは一瞬にして吹き飛ばされ、「大変な世界に来てしまったな」と、

背筋がピンと伸びたのを覚えています。この経験は、後々の研究活動に大きな影響を与え

ました。当時は苦しかったですが、今にして思えばとてもありがたい経験でした。何度も

何度も悪夢に登場したこの「若き門番」に、感謝したいと思います。 

 前期課程初年度は必修科目や選択必修科目が多く、毎日のように定時に職場を離れる必

要がありました。それまではいわゆる長時間労働者の一人で、職場の電気を最後に消して
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帰ることもしばしばの日々したので、働き方をずいぶん変える必要がありました。それま

でアフター5 に行っていた仕事は完全にセーブせざるを得ず、その間、職場の同僚にはず

いぶん迷惑をかけ、助けられました。この場をかりて、当時の同僚に感謝します。 

 前期課程では、今里滋元教授のゼミに参加をさせて頂きました。私は政策研究コースに

所属していましたが、今里ゼミはソーシャル・イノベーションコース（以下、「SI」）の

院生がほとんどで、私のような「普通のサラリーマン」はほとんどおらず、ゼミの中では

少し浮いているような感覚を持っていました。SI の皆さんは、自分のフィールドを持ち、

ビジネスや NPO 活動と研究を重ね合わせ、社会実験をし、手触りと手応えのある実践研

究をしておられました。自分と全く異なる、様々なジャンルの世界の人達の中で過ごす

日々は非常に刺激的で楽しいものでした。研究内容もさることながら、個性ある人々との

出会い、皆さんの生き方に大きな感銘と刺激を受けました。気がつけば選択科目の半分以

上は SI の科目になっていました。研究の初期段階において、マクロ（公共政策）的発想

だけでなく、ミクロ（SI）的発想の両方に触れることできたことは、後の研究活動に広が

りと深みを与えてもらえたと感じています。今里先生と今里ゼミの皆さんに感謝します。 

 前期課程 3 年目には、知る人ぞ知る、大学職員がどこからともなく集う中田喜文先生の

ゼミに聴講生（サブゼミ生）として参加をさせていただくようになりました。中田サブゼ

ミでは、諸大学の職員から現場の現実に即した具体的な指摘やアドバイスを頂くことがで

き、研究が一気に進んで、修士論文をまとめ上げることができました。中田ゼミは、異な

るコース、博士前期・後期課程、そして既に博士を取得した方まで含め、様々な方々が参

加していました。毎回のゼミでは、それぞれが持ち寄った「ネタ」を発表し、議論をしま

した。社会人にとってのサードプレイス、生涯学習の場、しかも、アカデミックで高度な

ラーニングコミュニティーでした。正直なところ、学術をしたかった、学者になりたかっ

た、というわけでは全くありませんでしたが、このサードプレイスの居心地が良く、この

場所に居続けるために博士後期課程に出願した、というのが進学動機の真相です。そう思

わせてくれたコミュニティーの皆さんに感謝いたします。 

 この 10 年、管理職になり、いくつかの学協会の理事や委員長を頼まれ、2 人目の子供が

生まれ、寺院の副住職をし、PTA 役員として社会活動に参加しました。同時にこの時期、

講演、研修、執筆などの依頼をいただけるようになり、スケジュールを眺めながら「本当

に乗り越えられるのか？」と自分を疑うような、目が回るような日々を何度も何度も過ご

しました。最近では、大学部門から中高部門へと、ほとんど転職に近いような人事異動も
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経験しました。安定的に時間がとれず、研究がほとんど進まずに焦りと不安を感じること

も数え切れないほどありました。ある時、月曜から土曜の朝 5 時から 7 時までの 2 時間を

研究にあてると週 12 時間、月 48 時間を確実に確保できる、ということに気づき、「朝

活」を始めました。これが効果覿面で、研究が一歩一歩進み始め、少しずつ手応えを感じ

るようになっていきました。小さな子供を風呂に入れ、一緒に早寝をし、そのかわり早起

きをして研究をするというこのスタイルとの出会いがなければ今日の日は迎えられなかっ

たでしょう。 

 大学部門から中高部門への「転職に近い異動」の後、右も左もわからない中で仕事の負

担感が急激に上がる中、時期的にはちょうど資格審査論文に向けて研究をぐっと前に進め

る必要がありました。さらに、翌年の博士論文提出要件として別途学会誌の査読付き論文

も同時に執筆する必要がありました。しかも、在籍年限はいっぱいで、もう先延ばしする

ことはでないという、まさに土俵際ギリギリの状況でした。しかし、研究は依然拡散と混

沌のプロセスにあって、まるで何十万ピースのパズルが頭で無造作に散らばっているよう

な状態でした。なかなか目に見える進捗が得られず、出口の無いトンネルの暗闇の中で呆

然と立ちすくんでいるような不安な気持ちになり、研究への焦りと仕事の負担とが相まっ

て心身ともに疲れきっていたちょうどその頃、異動前の「かつての同僚達」から突然 16

種類もの栄養ドリンクが届きました。それは、暗闇の中の灯火のように見えました。その

後は、論文が進捗する度に原稿を送って意見や感想をもらうようになりました。気にして

くれている人達がいる、支えてくれている仲間がいると感じ、勇気百倍、気合を入れ直し

て資格審査論文と学会誌の査読付き論文の提出にこぎつけることができました。この場を

かりて「かつての同僚達」に感謝の気持ちを伝えたいと思います。また、新しい職場での

初年度で、ほとんど戦力になれていない私に対して、それでも「論文頑張ってくださ

い」、といって支えてくれた現在の職場の同僚達と、「遠慮なく休みとってくださいね」

といつも笑顔で言ってくださった石橋克彦教頭先生にどれほど救われたことかわかりませ

ん。それらの心の支えがなければ、転職に近い異動初年度の秋に、資格審査論文と学会誌

論文 2 つを提出するという離れ業は、絶対に実現できなかったと確信します。 

 最後に、これまで私を温かく応援してくれた父と、励まし支え続けてくれた妻純子、息

子一樹、娘みつきに心から感謝します。妻とは子供が生まれる前は犬を連れて散歩にいっ

たり、カフェめぐりをしたり、雑貨屋に行ったりと、時間があればよく外出していまし

た。子供ができ、その上に研究活動が加わったことで、人生の中に「空き時間」というも
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のがほとんど無くなり、外出はめっきり減ってしまいました。これからはその時間を取り

戻したいと思います。今年の夏は、学位論文提出の年に、あろうことか息子が祇園祭長刀

鉾の禿（かむろ）の大役を引き受けることになり、どうなることかと心底不安に思いまし

たが、妻のお陰でなんとか乗り切ることができました。振り返れば、祇園祭への関わりで

失われる夏の研究時間への強い不安があったことが逆に功を奏し、論文作成のすべての工

程を前倒しで進めたことで、なんとか今日という日を迎えられたように思います。 

遊びたいさかりでエネルギーを持て余している子どもたちに半ば強引に映画を見せ、そ

の間コソコソと 2 階のデスクに引き籠もって研究をする週末は、罪悪感で心が引き裂かれ

るような思いに苛まれる苦しいものでした。普段なら腹立たしい週末の雨も、外出をせず

に家にいる言い訳として、罪悪感を和らげてくれる慈雨に感じました。仕事（ワーク）と

大学院（ライフ）との折り合いはなんとかつけられ、逆に相乗効果がどんどん生まれてい

きましたが、最後まで苦しんだのは大学院（ライフ）と家族・子育て（ライフ）の「ライ

フ☓ライフコンフリクト」の問題でした。この問題は最後の最後まで解決できなかった、

究極の悩みでした。これからしばらくは、子どもたちや家族のためにもっとたくさん時間

を使いたいと思います。 

寺の住職である父にも多くの心配と迷惑をかけました。大学院に進学した時に 79 歳で

あった父は、まもなく 89 歳になりますが、それでも現役を続けてくれているのは、私が

なかなか論文を書かなかったことが要因の一つだったと思います。父が何度か体調を崩

し、そのたびに寺へのエフォートを増やそう、研究は諦めよう、と思ったことがありまし

たが、その度に不死鳥のように復活し、現役を続けてくれました。そんな父がいなければ

決してゴールに辿り着くことはなかったと確信しています。今後は父の負担を軽減できる

よう、寺へのエフォートも増やしていきたいと思います。 

 最後に、お世話になったすべての皆様に、あらためて感謝の気持ちを伝えたいと思いま

す。今後は、微力ではありますが社会、そして大学会への貢献を通じて恩返しをしていき

たいと思います。 

2022 年 11 月月吉日 

村山孝道 


